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第1章 はじめに 

 研究の背景 

2015 年 12 ⽉に開催された COP21 において，世界共通の 2℃⽬標や低排出型発展のための戦
略作成が盛り込まれたパリ協定が合意された．これを受ける形で我が国は，全ての主要国が参加
する公平かつ実効性ある国際枠組みの下，主要排出国がその能⼒に応じた排出削減に取り組む

よう国際社会を主導し，地球温暖化対策と経済成⻑を両⽴させながら，⻑期的⽬標として 2050
年までに 80％の温室効果ガスの排出削減を⽬指す地球温暖化対策計画 1)を閣議決定した．その
中で再⽣可能エネルギー(以後，再エネと略す)の最⼤限の導⼊拡⼤と国⺠負担の抑制の両⽴を実

現するとしている． 
これまで我が国のエネルギー政策は，安全性（Safety）を前提とした上で，エネルギーの安定

供給（Energy Security）を第⼀とし，経済効率性の向上（Economic Efficiency）による低コスト
でのエネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合（Environment）を図ることをエネルギー
政策の基本的視点とし 2)，今後もその⽅針に変更はない．このような 3E+S と呼ばれる要件を満

⾜させた上での削減⽬標の達成には，技術に加えビジネスや制度も含めたイノベーションが必
須となる．このような中，将来想定される様々なエネルギーシステム(インフラ)を 3E の観点か

ら定量的に評価することが求められる． 

 ⽇本におけるエネルギーの現状 

 ⼀次エネルギー供給 

1960 年代以降，エネルギー需要の急拡⼤に対応し，⽇本における⼀次エネルギーの中⼼は国
産の⽯炭から輸⼊による⽯油に変化を遂げた．その後，我が国は，1973 年および 1979 年の⼆度

のオイルショックの経験から，安定したエネルギー確保のため，⽯油，原⼦⼒，天然ガス，⽯炭
への⼀次エネルギーの分散と新エネルギーの開発を進めている．Fig. 1-1 は公開資料 3)から作成
した⽇本における⼀次エネルギー供給の推移を PJ(1015J)で表したものである．⼀次エネルギー

供給全体では 2007 年度をピークに減少し，2016 年度はピーク時の 87%となっている．東⽇本
⼤震災前の2010年度の内訳をピーク時と⽐較すると，原⼦⼒および天然ガスの約5%増に対し，
⽯油は 13%減とリーマンショックの影響はあるものの，⽯油需要の減退が⽬⽴っている．⾜元

である 2016 年度の内訳では，震災の影響から原⼦⼒は⼀次エネルギー供給全体の 0.8%，⽯油
が 40.2%，⽯炭が 25.8%，天然ガスが 25.5%，⽔⼒を含む再エネが 7.8%と，化⽯燃料が 90%を

超え，原⼦⼒および再エネからなる国産エネルギーによる供給⽐率(⾃給率)は 10%以下となっ
ている． 
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Fig. 1-1 ⼀次エネルギー国内供給の推移 

 エネルギー消費 

2013 年度の⽇本におけるエネルギー消費の実績 3)から，その内訳をサンキーダイアグラム(エ

ネルギーの流れを⽰し，線の太さがエネルギーの絶対量を表す)で Fig. 1-2 に⽰す．左端に⽰す
⼀次エネルギーが，発電(Fired PP)，精油所(Refinery)にて⼆次エネルギーに変換され，右端に
⽰す⽤途である家庭(Home)，輸送(Transport)，産業・業務(Ind&Com)に送られる．⽯炭は約 50%

が発電⽤(Fired PP)として，残りが熱(Heat)とコークス⽤原料として使⽤される．⽯油はその殆
どが製油所で処理され，輸送⽤燃料と⽯油化学原料⽤として主に消費される．天然ガスは約 65%

が発電で消費される．発電所においては 7909PJ の⼀次エネルギーから 3693PJ の電⼒への変換
が⾏われ，この過程で 4216PJ が熱として失われる(発電効率 47%)．全体では 22352PJ の投⼊
に対し，消費者に届くまでの間に 7980PJ(36%)の損失が発⽣している． 

⼆次エネルギーを電⼒(Grid)，輸送⽤液体燃料(Transportation)，熱(Heat)，⼯業⽤原材料を
含むその他(Other)で分類すると，それぞれ 3693, 3350, 3078, 4434PJ と同じレベルのエネルギ

ー消費であるが，⼀次エネルギー消費で⾒ると，電⼒が際⽴って⼤きいことが覗える．電⼒にお
ける電源構成の推移を発電電⼒量(TWh/年)で Table 1-1 に⽰す．東⽇本⼤震災以降，原⼦⼒の
低下は，⽕⼒発電の増加でカバーされている．2016 年度の総発電量は需要減により，2010 年度

に⽐べ約 5%減少している．電⼒の CO2 排出原単位は，2010 年度の 423gCO2/kWh から 2013
年度には 558gCO2/kWh まで上昇するものの，天然ガス発電および再エネの増加により，2016

年度は 516gCO2/kWh まで低下した．2016 年度における⽔⼒も含む再エネは全体の 15.3%を占
める． 
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Fig. 1-2 ⽇本のエネルギーフロー（2013 年） 

Table 1-1 電源構成の推移 4)  (発電電⼒，TWh/年)  

 
 

 再⽣可能エネルギーの現状 

我が国の再エネは 2012 年 7 ⽉の固定価格買取制度開始後，着実にその設置量を伸ばしてい
る．特に太陽光発電（以下，PV と略す, Photovoltaics）は，発電モジュールの価格低下と⽐較的

条件の良い PV 電⼒の買取価格により，設置量が 2012 年以降急速に拡⼤してきた．Fig. 1-3 は
2012 年以降の太陽光，⾵⼒，バイオマス，地熱，中⼩⽔⼒の累積設置量を⽰す 5)．太陽光に関

しては 2012 年の 7.3GW が 2016 年には 39.1GW と約 5.4 倍に増加しており，この間の 8GW/
年のペースが継続されれば，政府の「⻑期エネルギー需給⾒通し」2)で 2030 年⽬標とした 64GW
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を前倒しで達成することになる．⼀⽅，⾵⼒およびバイオマスに関しては 2012 年の 2.7GW, 
2.3GW に対しそれぞれ 3.4GW, 3.2GW と 30%前後の増加に留まっている．このように我が国

の再エネ設置は，PV への偏りがあるものの，順調にその量を伸ばしている． 

 
Fig. 1-3 太陽光，⾵⼒，バイオマスの累積設置量 

⼀⽅で，このような PV の拡⼤の中，近年，系統連系に関わる問題が顕在化している．Fig. 1-4

は 2015 年 4 ⽉時点の PV 累積設置量および接続契約申込量(計画)を⽰す．図中の＋は各電⼒会

社が算定した系統電源に対する接続可能量を⽰すが，九州，東北，北海道ではすでに接続申込量
がこの値を超えている 6)．調整可能な再エネとしてバイオマス，中⼩⽔⼒，地熱発電の開発や設
置も進むが，⽇本国内の導⼊ポテンシャルでは太陽光，⾵⼒が多く 7)，この接続問題，具体的に

は急激な変動吸収や余剰電⼒対策が，再エネ拡⼤に極めて重要となる． 

 
Fig. 1-4 各地域における PV 接続量，設置計画および接続可能量（2015 年 4 ⽉末） 
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 エネルギー貯蔵インフラの現状 

エネルギーシステムの構成要素であるエネルギー貯蔵の⽬的は，エネルギー製造(変換)とエネ

ルギー利⽤との時間および場所の違いを埋めるためのバッファと定義できる．これまでに，電気，
ガソリン，都市ガスなど利⽤形態に応じて，セキュリティ，経済性，利便性の観点から，最適な

貯蔵の仕組みが，経済成⻑における規模拡⼤に伴い作り上げられている．Fig. 1-5 は⽇本におけ
る現状のエネルギーフローとエネルギー貯蔵を⽰す．⽯油では 140 ⽇分の備蓄に加え 40 ⽇分が
流通在庫として貯蔵されている．電気においても，ガス，⽯炭，⽯油といった⼀次エネルギーの

形で貯蔵が⾏われている．これまでのエネルギーシステムにおいては安全保障⽬的の備蓄を除
くと，コスト全体に占める貯蔵設備の割合は低く(例えば⽯油精製設備では数%程度 8))，システ

ムコストは，パワー(⽣産設備では時間当たりの⽣産量，発電では設備容量 kW)に依存している．
しかし，今後，調整の困難な再エネの増加，また利⽤側も特に⾃動⾞において，貯蔵容易な液体
燃料から電気・⽔素への転換等，エネルギー供給構造の変化が想定される．既に⽇本においても,

⼀部の地域で系統への接続可能量を超える PV 設置の申込が発⽣している状況であり，今後さら
なる導⼊拡⼤に向け，エネルギー貯蔵設備はエネルギーインフラに必須となり,システム全体の
コストへの影響も無視できないものとなる．  

 
Fig. 1-5 ⽇本における現状のエネルギー貯蔵 

*1「災害時における⽯油の供給について」9)  , *2「エネルギー⽩書」10)より 
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 ⽇本のエネルギーの今後の⾒通し 

 2030 年想定 

我が国の将来のエネルギー政策の元となるエネルギー基本計画 11)が 2014 年 4 ⽉に策定され，
この中で，「安全性を前提とした上で，エネルギーの安定供給を第⼀とし，経済効率性の向上に

よる低コストでのエネルギー供給を実現し，同時に環境への適合を図る」ことをエネルギー政策
の基本的視点として定めている．この基本的視点を踏まえ中⻑期的な視点から，2030 年度のエ
ネルギー需給構造の⽬標が 2015 年 7 ⽉「⻑期エネルギー需給⾒通し」2)として定められた． 

この中で 2030 年度の⼀次エネルギー供給量は全体で 18,680PJ1に想定されている．この量は
2013 年度の 21,171PJ の 88%に相当する．この時の最終エネルギー需要は 2013 年度に対し 90%

が想定されている．2030 年度の⼀次エネルギー供給の内訳を 2013 年度との⽐較で Fig. 1-6 に
⽰す． 

 
Fig. 1-6 ⼀次エネルギー供給(2030 年) 

需要減と発電側の⽯炭，⽯油の減少，原⼦⼒，再エネの増加によって，CO2 排出量は 2013 年

度⽐で 21.9%減が想定されている．この時の電⼒の構成は，原⼦⼒:20-22%，⽯炭:26%，⽯油:3%，
天然ガス(LNG):27%，⽔⼒を含む再エネが 22-24%で，CO2 排出原単位は 370gCO2/kWh の達
成を⾒込んでいる． 

CO2 削減を達成するために，様々な⼿段が選択可能であり，電⼒に限定しても，同じ排出原単
位を達成する構成は無数に存在する．前述の⻑期エネルギー需給⾒通しの電源構成は安全性，安

定供給，経済性，環境などの因⼦を考慮して決定された結果である．結果に⾄る定量的根拠は，
興味ある問題であるが，安全性，安定供給など定量化の困難な因⼦も含まれるため定性的な説明
に留まっている． 

 2050 年想定 

 2030 年より先を⾒据えた動きとして，2016 年 5 ⽉に 2050 年までに，80％の温室効果ガス
の排出削減を⽬指すことが，⻑期的な⽬標を⾒据えた戦略的取り組みとして閣議決定された 12)．

経済産業省により取りまとめられた報告書 12)では「主要排出国がその能⼒に応じた排出削減に

                                                   
1 原油換算 489 百万 kL の記載を 38.2PJ/原油百万 kL で換算 
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取り組むよう国際社会を主導し，地球温暖化対策と経済成⻑を両⽴させながら，⻑期的⽬標とし
て 2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削減を⽬指す」と⽰されている．この⽬標の達成に

は，従来の取組の延⻑ではなく，⾰新的技術の開発や海外での削減への貢献など様々な対策を含
む⻑期的，戦略的取組の必要とされている． 
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 エネルギー貯蔵インフラおよび 3E の視点からの定量的評価に関する先⾏研究 

本節では，エネルギー貯蔵インフラの３E（経済効率性，エネルギーセキュリティ，環境への

適合）についての定量的評価に関するこれまでの先⾏研究についてまとめる．エネルギー貯蔵技
術を含むエネルギーインフラの定量的評価に関して，既に多くの先⾏研究が実施されている．そ

の中で⽔素を含む複数のエネルギー貯蔵技術の⽐較を⾏った例も⾒られる．これらの研究は，単
に費⽤を対象とするか， CO2 価格の導⼊または CO2 削減量を制約条件とすることで環境と経済
性とを合わせた費⽤としての定量的評価を⾏なっている．エネルギーセキュリティを含む 3E を

⼀つの定量的指標とする先⾏研究例は⾒当たらない． 

 エネルギー貯蔵インフラの定量的評価に関する先⾏研究 

再エネの余剰電⼒対策としてのエネルギー貯蔵技術に関する研究例として，例えば， J. 
Barnhart ら 13)は揚⽔式，圧縮空気式，各種蓄電池と PV，⾵⼒発電との組み合わせにおいて，出
⼒抑制かエネルギー貯蔵設備設置かの選択のための均等化費⽤(Levelized cost of electricity)を

改良した指標を提案している．また，Yu Ru ら 14)は PV 設置者の視点から買電を最⼩化するた
めの最適蓄電池量について提案している．前者は新たな評価⼿法の導⼊，後者は PV パターンの
関数化による解析的⼿法を⽤いるなど，簡便に（時間毎の発電，需要データを⽤いずに）最適容

量を得ることに寄与する研究である．また，実際の電⼒運⽤で問題となる短周期変動吸収を考慮
したエネルギー貯蔵容量の最適化において Yuri V. Makarov ら 15)は需要データをフーリエ変換

により変動周期別に分解し，取り扱う解析的⼿法を提案している．この研究では周波数分毎に分
けて取り扱う際に粗いグルーピングにより簡略化しながらも系統運⽤のための最適化の⽬的を
満たせること，費⽤最⼩化のための最適化への応⽤の可能性を提案している． 

⽐較的⾼価なエネルギー貯蔵設備はその貯蔵時間が全体の経済性に⼤きく影響するため，最
適容量(貯蔵時間)の決定は，重要な問題である．数理計画法を⽤いることなく，つまり多くのデ

ータと複雑なモデルを回避するこれらの研究は，エネルギー貯蔵設備の設置者に対し，⽬的に応
じた設備容量を決定するための指針を与える．⼀⽅でこれらは，再エネおよびエネルギー貯蔵以
外の⽕⼒発電等の電⼒インフラは固定としており，直近または⽐較的近い将来を想定している．  

各種発電設備とエネルギー貯蔵設備からなるエネルギーモデルを設定し，数理計画法を⽤い
将来のエネルギーミックス（最適設備容量，最適運転）を検討した先⾏研究として，松橋ら 19)

は，実在の系統網を前提に揚⽔式をエネルギー貯蔵設備として設定し，運⽤における PV の最⼤
導⼊量について線型計画法を⽤い求めている．この中で線型計画法における制約条件に過渡安
定度を簡便な形で導⼊する⼿法を提案し，過渡安定度考慮の有無による PV 導⼊量への影響を考

察している．この研究では PV などの設備容量は外⽣的に（定数として）与える⼿法を⽤いてい
るが，過渡安定度の再エネ導⼊量への影響を定量化し，その重要性を⽰している． 

複数のエネルギー貯蔵設備を扱った研究として⼩宮⼭ら 16)は，リチウムイオン電池，NaS 電
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池，揚⽔，⽔電解，燃料電池，⽔素タービンを含むエネルギーモデル構築し，最適電源構成につ
いて詳細に報告している．この研究では，10 分毎 365 ⽇分と時間分解能の⾼いデータをもとに，

様々な CO2 排出制約で線型計画法を⽤い費⽤最少を与える最適電源構成を求めている．結果と
して設定したコストでは⽔素関連設備は全てのケースで導⼊されず，導⼊のためには 1/10 程度

のコストが要求されるという結果を得ている．この研究では，様々なエネルギー貯蔵技術を競争
的環境で⽐較しているが，エネルギー貯蔵技術と既存の発電設備の扱いに特徴を持つ．⽔素以外
のエネルギー貯蔵設備は系統と直接接続されているが，⽔電解装置は PV または⾵⼒発電に接続

され，⽔素貯蔵の後，燃料電池等で発電された電⼒は系統へ供給する特殊な構成となっている．
全てのエネルギー貯蔵技術を系統へ直接接続した場合については触れられていない．⽕⼒発電

などの従来型の設備は，その設置量を固定して扱っている． 
国内再エネの余剰電⼒による⽔電解で製造した⽔素を⽔素混焼に利⽤するシステムの有効性

に関する研究として，三⾕ら 17)は⽔素製造と同⼀の時間内で⽕⼒発電所にて利⽤する⽅法を提

案し，その利⽤法の経済性について検討を⾏っている．この研究では再エネを含む電源設備容量
を外⽣的に与え，数理計画法により余剰電⼒をあらかじめ求め，その余剰電⼒に対して，⽔素混
焼設備の容量に対する投資回収年を求めている．この⽅法は⽔素混焼の可能性を⽐較的容易（少

ない計算量）で評価できる点で優れているが，２つのステップに分けていることと外⽣的に設備
容量を与えている点で，エネルギー貯蔵技術を含む最適な電源設備容量を知ることはできない． 

海外からの輸⼊⽔素を対象とした将来のエネルギーミックスに関しても研究が⾏われている．
⽯本ら 18)は，世界全体のコストを⽬的関数として，これを最⼩化するエネルギー構成を求めて
いる．輸出⼊に関わる輸送コストも考慮して，最終的に各地域のエネルギー構成も解として求め

ている点が特徴である．結果として 2050 年の⽇本で発電部⾨の 10%強，運輸部⾨の 40%程度
を⽔素が占め，総量は 2000 億 m3 を超えるとしている．秋元ら 19)は 2050 年の 2℃⽬標を達成す

るために，世界全体の排出削減費⽤を⽬的関数としてその費⽤を最⼩化する最適化を実施して
いる．その結果の中で，複数のシナリオで輸⼊⽔素が⽇本の⼀次エネルギー構成において選択さ
れること，⽇本が独⾃に 80%削減を実施した場合，その費⽤が世界全体最適化に⽐べ⼤幅に上

昇することを⽰している(世界全体:2000$/tCO2 程度，⽇本独⾃:3500〜6200$/tCO2)．また，
NEDO はその報告書 20)の中で⽔素を含むエネルギーの⼤陸間輸送技術について⽐較検討を⾏な

っている．この報告はエネルギー構成の最適化とは異なるが，様々なエネルギー源および輸送技
術を⽐較したことを特徴としている． 

再エネで製造された⽔素をさらにメタンに変換して貯蔵する技術(Power to gas)について J. 

Vandewalle ら 21)は，混合整数計画法(設備の起動停⽌を表現するために変数に整数を含む)を⽤
いその経済性を稼働率の関数として⽰している．この研究において設備容量は外⽣的に与えて
いるため，最適化は与えられた設備構成における費⽤最少を与える運転パターンを意味し，最適

設備構成とならない． 
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⽔素の利⽤として燃料電池⾞を想定に加えた先⾏研究として名倉ら 22)は LCA の観点からの
CO2 排出量の分析と線型計画法を⽤いたエネルギー解析を組み合わせた検討を実施している．

この研究では LCA 分析から得られる CO2 排出量を CO2 価格としてコスト化し総費⽤に加えた
⽬ 的 関 数 を ⽤ い て い る ． 結 果 と し て ， 様 々 な 想 定 に お け る 最 適 ⾞ 種 構 成 (ICE:Internal 

Combustion Engine, EV, FCV 等)を得ているが，電⼒と統合した最適化とはなっていない．⼤澤
ら 23)や原ら 24)も⾞種構成に特化した線型計画法を⽤いた最適化に関する研究を⾏なっている．
前者は⽬的関数として産業の効⽤，消費者の効⽤，環境への効⽤を数値化し重みをつけて合算し

たものを⽤いており，異なる⽬的を⼀つの⽬的関数に集約する試みを特徴としている．後者は
CO2 排出量に LCA 的視点を導⼊，そのために⾛⾏距離需要に複数のシナリオを設定，最適値周

辺の解を論じた点が特徴となっている． 
さらに電⼒分野と⾃動⾞分野とを統合した研究として M.F. Felgenhauer ら 25)は分散型エネル

ギー供給を前提に，系統電⼒からの買電，PV，⾵⼒発電を電⼒源とし，地域の電⼒需要，熱需

要および⾛⾏需要を満たす最適構成について線型計画法を⽤い実施している． NREL26)も分散
型エネルギー供給を前提とした⽔素利⽤として定値⽤ FC と FCV および蓄電池を設置した場合
のコストについて様々条件で試算を⾏なっている．また，Y. Ligen ら 27)は，系統電⼒の貯蔵⽬的

として EV と FCV との⽐較を⾏い EV の⽅が 15%程度⾼いエネルギー効率を⽰すとしている． 

 エネルギーセキュリティを含む 3E の定量的評価に関する先⾏研究 

エネルギーセキュリティに関しては，⼀次エネルギー構成と輸⼊相⼿国のリスク評価から得
られるセキュリティインデックスを⽤い定量化された値がセキュリティレベルの評価に⽤いら
れている 28)29)30) 31). 相⼿国のリスク評価については多くの分析が World Bank32)がまとめた指標

（カントリーリスク）を⽤いている 28) 29)．IEA(International Energy Agency)30)では，同指標を
⽤い気候変動に対応して起こる⼀次エネルギー構成の変化を予測し，その際のエネルギーセキ

ュリティ上のリスクを世界各国について評価している．資源エネルギー庁においても 31)同様に
我が国の燃料種毎およびエネルギー全体のセキュリティレベルを評価し，時系列での変化や諸
外国との⽐較を実施している． 

エネルギー構成とセキュリティを関連付けた研究として，⼭⽥ 29)はセキュリティレベルを安
定供給に加え利⽤効率など５つの定量的指標で総合的に評価する⼿法を提案し，セキュリティ

レベルを最⼤化する電源構成を求めているが，セキュリティ(指数)とコスト(円)は別の次元を持
つため⽬的関数と制約条件として個別に扱う必要がある． 

セキュリティを費⽤化する試みとしては，藤本ら 33)がエネルギーセキュリティ対策としての

燃料備蓄を詳細に分析し，⽕⼒発電において燃料種ごとにその費⽤を算出した．この中で⽯油の
⺠間備蓄量および国家備蓄量など，推定した各燃料の備蓄量からその費⽤（資本費，運転費，⼟
地代等）を算出している．また RITE のグループ 34)では 2030 年を想定した電源別発電コストの
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分析において，セキュリティインデックスと⽯油備蓄費⽤とを相関させ費⽤化している．この中
で指標として⽤いるセキュリティインデックの計算⽅法および⽯油備蓄費⽤の計算⽅法の違い

から 16 種類の⽅法で ⽯油，ガス，⽯炭⽕⼒におけるセキュリティ費⽤(円/kWh)を算出してい
る．セキュリティを費⽤として評価する先⾏研究は少なく，これらの研究は重要である．しかし，

様々なエネルギー構成に対し，セキュリティ確保のために必要な備蓄量を算定するための⽅法
に関する研究は⾒当たらない． 

 先⾏研究の特徴と課題 

エネルギー貯蔵インフラの定量的評価に関する先⾏研究に⾒られる特徴と課題について整理
する．PV や⾵⼒発電の余剰電⼒の有効活⽤を想定し，エネルギー貯蔵技術の最適容量を決定す

る研究は，蓄電池と⽔素によるエネルギー貯蔵のどちらが有利かといった技術同⼠の優位性の
⽐較，または優位になる条件の探索を⾏うために，その多くが線型計画法などの数理計画法を最
適化⼿法として採⽤している．最適化における⽬的関数を総費⽤とし，CO2 削減量を制約条件と

する，または CO2 価格を⽬的関数の総費⽤の⼀部とする⽅法で，数理計画法により環境と経済
性統合した最適化の⽅法は確⽴されている．数理計画法を⽤いる場合であっても，設備容量をあ
らかじめ与えるなど，⽬的に合わせて解法を容易にするアプローチや近似関数を基にした解析

的⼿法を⽤いることで計算に必要なデータの⼤幅削減などが提案されている．計算機の性能向
上の中，単に計算コストを下げる⽬的に加え，追試のし易さや結果の理解・説明の容易さを求め

る⽬的のためと考えられる．また，今後さらに複雑なエネルギーモデルの解法を想定した場合，
このような簡略化を含む⼿法の開発は引き続き重要と考えられる．分散型エネルギー供給を前
提とした研究も多く，これらは PV や蓄電池の最適設置料を投資家または需要家の視点で捉えた

ものが多い．⼀⽅で，国全体の最適電源構成を求める最適化において⽔素と蓄電池とを⽐較した
研究は数ない．⼩宮⼭らの研究はこの⽬的で⾏われているが，⼤規模運⽤に適した⽔素混焼を取

り扱っておらず，また⽔素関連設備を蓄電池とは異なる系統との接続で扱っている． 
海外からの輸⼊⽔素を前提とした将来のエネルギー構成に関する研究は⽐較的多く⾒られる

が，輸⼊⽔素を LNG など他の輸⼊⼀次エネルギーと同様に扱えることから，国内での再エネか

らの⽔素の場合と異なり，エネルギー貯蔵を含まないモデルとしている． 
⾃動⾞分野における⾞種構成の最適化に関する研究例も⾒られるが，電⼒分野との関係にお

いては電⼒と⽔素の供給価格の設定などに限定され，統合した最適化（⼀つの⽬的関数で⾞種構
成と電源構成を共に決定変数として扱う最適化）を⾏った研究例は⾒当たらない．  

エネルギーセキュリティに関してはその度合いをセキュリティインデックスで評価する⽅法

は広く認知され，セキュリティの度合いについて各国間の⽐較や時系列での変化の把握は多く
実施されている．しかし，セキュリティの費⽤化に関する研究の数は少なく，備蓄の費⽤をセキ
ュリティ費⽤とする研究がいくつか⾒られる程度である．現状では⼀次エネルギー構成に対す
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る必要備蓄量を算出する⽅法が確⽴されておらず，今後変化する⼀次エネルギー構成を想定し
た場合，必要な備蓄量の決定に使える⼿法が無い．当然，再エネやエネルギー貯蔵を含む将来の

最適電源構成においてセキュリティを費⽤化し⽬的関数に含んだ最適化を⾏なった研究は皆無
である．⼀次エネルギーの殆どを輸⼊に頼る⽇本の場合，最適化においてエネルギーセキュリテ

ィを含む定量的評価⼿法の確⽴が，3E+S を満たす今後のエネルギーインフラ構築に求められる． 
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 研究の概要 

 研究の⽬的 

本研究の⽬的は，⽇本における再エネ⼤量導⼊を前提とした将来のエネルギーシステム(イン
フラ)を想定し，その中でエネルギー貯蔵技術の効果を 3E の観点から定量的に明らかにするこ

とである．そのために，⽇本全体の視点で，⽕⼒発電などの既存の電源設備に再エネ，エネルギ
ー貯蔵技術，⾃動⾞分野を統合した新規なエネルギーモデルの構築および最適化の⽅法の開発
を実施する．費⽤化されたセキュリティを組み込んだ最適化は，これまで前例がなく，新たな理

論・⽅法の研究が必要となる． 
上記⽬的のために，本研究は以下の指針で進める． 

① 国内再エネ⼤量導⼊を前提とした余剰電⼒対策における蓄電池および⽔素混焼2の定量的
評価： 
この段階ではセキュリティは考慮せず，基本的なエネルギーモデルの構築，再エネ導⼊に

対し，蓄電池および⽔素混焼が選択による経済的効果を明らかにする．また，⽤いたエネ
ルギー貯蔵技術のコスト構造の妥当性を実証データとの⽐較で明らかにする．  

② エネルギーセキュリティの定量的評価法の開発およびセキュリティを考慮した最適電源

構成： 
⼀次エネルギー構成⽐と，セキュリティを維持するために必要な備蓄⽇数との関係，備蓄

⽇数と費⽤との関係について理論および⽅法論を構築し，⼀次エネルギー構成⽐からエネ
ルギーセキュリティに関する費⽤を導く⽅法を開発する．得られたセキュリティ費⽤を⽬
的関数に加え，最適電源構成を求める．より複雑な関数を含むモデルを解くため簡略化し

た⼿法を提案し，評価過程において，⼀般的な線型計画法と⽐較しながら実施する． 
③ 電⼒と⾃動⾞を統合したモデルによる定量的評価： 

⾃動⾞分野の⾞種構成(内燃機関, EV, FCV)を電⼒分野の設備と同様に決定変数として扱
うモデルへ拡張し，最適電源・⾞種構成を求める． 

 

  

                                                   
2 本論⽂における⽔素混焼は，国内で⽔電解により製造された⽔素を前提とし，輸⼊⽔素は

考慮しない．⽔素を利⽤した様々な発電技術の中で⽔素混焼は，系統電⼒を対象とした⼤規模

運⽤において最も実⽤化に近い技術と考えられる． 
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 研究の要約 

系統電⼒への国内再エネの最⼤活⽤を図る前提で，余剰電⼒対策として⽔素混焼技術の定量

的評価を蓄電池との⽐較で実施する．再エネの余剰電⼒による⽔電解から得られる⽔素を前提
とした⽔素混焼の総合効率は 30%台と，80%を超える蓄電池の効率に⽐べ⼤幅に低く，余剰電

⼒対策としての⽔素混焼の価値は未知数であった．また，これまで⽔素は，より⻑時間のエネル
ギー貯蔵で有利となる定性的評価にとどまり，経済的に選択される環境は明らかにされていな
かった． 

これらの背景に⽴ち，まず，独⾃に構築した蓄電池と⽔素混焼を組み込んだエネルギーモデル
を⽤いた解析を実施する．⽔素混焼が蓄電池と共に最適設備に含まれ，単純な競合とはならず，

その出⼒に対する制約の違いから稼働する時間帯も異なることを明らかにする．国内再エネの
余剰電⼒対策として，⽔素の選択が経済的に成り⽴つ環境が存在すること，その時の条件を定量
化する．また，充電しながらの放電や，⼀旦，蓄電池に充電した電⼒を⽔素製造に⽤いる運転な

ど，エネルギー貯蔵設備の効果的な運⽤の可能性についても最適解から考察する．発電効率など
のパラメータが経済性に与える効果を定量化し，エネルギーモデルによるシステム全体の価値
評価の重要性と，このような⼿法が技術課題の効果測定に有⽤であることを⽰す． 

次に，エネルギーセキュリティに関して，経済性や環境性と同様に費⽤として扱う⼿法の開発
と，その⼿法を⽤いた検討を実施する．燃料備蓄によって，セキュリティ上のリスクが受け⼊れ

可能な程度に緩和されているとの仮定に⽴ち，エネルギーセキュリティを費⽤化するための関
係式を提案する．この式は，エネルギーセキュリティを，経済性および環境適合性と同様に費⽤
として取り扱うことを可能とするこれまでにない新規な⼿法である．開発した⼿法をもとに現

状および 2030 年想定のエネルギーミックスが，CO2 価格として$60～80/t-CO2 の時に，セキュリ
ティを含む総費⽤最⼩を与える⽕⼒発電構成に近いことを⽰す．また，CO2価格が$160/t- CO2を

超える社会環境では，CCS などの技術革新や燃料価格の大きな変化が無い限り，セキュリティ

対策を含めても石炭火力が総費用最小化に寄与する可能性が低いことを示す． 

次に，開発した関係式を使いエネルギーセキュリティ費⽤を⽬的関数に含むエネルギーモデ
ルおよびその解法を検討する．これら改良を加えた最適化⼿法が，⾮線形関数が容易に取り込め

ること，加えて計算時間が⼤幅に短縮されることを⽰す．この⼿法で得られた最適電源構成から，
今後の電⼒における CO2 原単位の削減過程において，セキュリティを考慮した最適電源構成は，

より緩やかな⽯炭⽕⼒の減少が有利であることを⽰す．  
電⼒分野と⾃動⾞分野に想定される技術について，分野を超えて競争的に⽐較し，最適な構成

を求めるために，電⼒と⾃動⾞を統合し，エネルギーセキュリティ費⽤を含む⽬的関数を持つエ

ネルギーモデルを構築する．このモデルを⽤いた検討から，CO2 削減率が 30%以下の環境では，
⽯炭転換や再エネ導⼊など電⼒分野における削減策が優先するが，CO2 削減率が 30%を超える

と EV への転換が始まり，分野統合による対策が CO2 削減費⽤の上昇を⼤幅に緩和することを
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⽰す．また，最適⾞種構成に FCV が選択されるには，輸送・充填費⽤として現状の想定である
63 円/m3 から 30 円/m3 程度へのコスト削減が必要であることを⽰す．また，⽔素の輸送・充填

費⽤が電⼒分野の設備構成に影響を与えるなど，統合モデルによる解析で初めて明らかとなっ
た現象を⽰す． 

 

 論⽂の構成 

本論⽂「低炭素社会に向けたエネルギー貯蔵インフラの定量的評価に関する研究」の構成は以

下のとおりである． 
第１章では，⽇本のエネルギーの現状と将来について概観し，研究の背景および概要について

述べる． 
第２章は，再エネ余剰電⼒対策における蓄電池と⽔素混焼の定量的評価について，⼿法，検討

結果および考察を述べる． 

第３章は，エネルギーセキュリティに関する検討として，評価⼿法の構築，その⼿法を⽤いた
解析結果および考察を述べる． 

第４章は，運輸部⾨を統合した解析として，モデルの構築，そのモデルを⽤いた解析結果およ

び考察を述べる． 
第５章以降に，本論⽂の結論，謝辞，参考⽂献，付録を記す．付録には最適解の詳細，諸元を

記す． 
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第2章 再⽣可能エネルギー余剰電⼒対策における蓄電池と⽔素混焼の定量的評価 
蓄電池と共にエネルギー貯蔵技術として期待される⽔素については，家庭⽤燃料電池や燃料

電池⾞が既に普及段階に⼊り，更なる低コスト化や効率向上が期待される 35)36)．しかしながら系
統電⼒を対象としたエネルギー貯蔵としての⼤規模運⽤では，燃料電池は⼤型化など超えるべ
き技術課題も多い． 

⼤規模運⽤において実⽤化に近い技術が⽔素混焼である．⽔素・燃料電池戦略ロードマップ 37)

ではフェーズ 2 として 2020 年頃に⾃家発電，2030 年頃に発電事業への⽔素発電の本格導⼊を
想定しており，⽕⼒発電設備による⽔素混焼は⽔素発電の中の有⼒な技術の⼀つとなっている．

⽔素混焼を組み込んだエネルギーモデルによる最適電源構成に関する研究 17)18)19)からも，⼤幅な
CO2 削減が要求される環境においてその必要性が認識されている．⽔素混焼に利⽤される⽔素

は，副⽣⽔素，原油随伴ガス，褐炭のガス化などの未利⽤エネルギーから始まり，最終的には CO2

フリー⽔素とされているが，いずれも主として経済的に有利とされる輸⼊⽔素を前提としてい
る 38)20)．⼀⽅で持続可能性およびエネルギーセキュリティの観点からは国内の再エネから製造

された⽔素の活⽤が優れており，その限界および経済的ハードルの明確化は重要な課題である． 
本章では，系統電⼒への国内再エネの最⼤活⽤を図る前提で，余剰電⼒対策として⽔素混焼技

術の定量的評価を蓄電池との⽐較で⾏う．研究はまず，蓄電池を唯⼀のエネルギー貯蔵技術とし
て設定したエネルギーモデルを構築し，解析することで蓄電池の効果を明らかにする．ここで構
築されたモデルおよび解析結果は後段のリファレンスとなる．次に⽔素混焼技術を組み込むこ

とでモデルを拡張し，その効果を蓄電池との⽐較で明らかにする． 

 再⽣可能エネルギー余剰電⼒対策における蓄電池の定量的評価 

 電源構成モデルとエネルギー貯蔵技術 

本節では PV，⾵⼒および蓄電池を組み込んだエネルギーモデルを⽤い様々な CO2 制約での
最適電源構成を数理計画法の解として求める．また，設備費や効率等の因⼦が与える影響につい

て検討を加える．本節の⽬的は，基本となるエネルギーモデル，解析⼿法の構築および後段のリ
ファレンスとしての蓄電池の役割を明確にすることである． 

設備構成とエネルギーフローを Fig. 2-1 に⽰す．図中，平⾏四辺形は発電などの変換装置を，

⻑丸は貯蔵設備を，⽮印はエネルギーフローを⽰す．電⼒需要𝐷𝑀#に対し，⽕⼒，原⼦⼒，⽔⼒，
再エネおよび蓄電池が電⼒を供給するモデルとなっている．図中𝑥%は設備の設置量(容量)，𝑦%,#は

系統への出⼒，𝑞%,#は⼀次エネルギー供給を表す．蓄電池は⼊出⼒部と貯蔵部とに分けて扱い3，
𝑧*,# ,が充電⼊⼒，𝑦*,# ,が放電出⼒である．蓄電池の貯蔵部の𝑠,,#は充電状態(SOC:State of charge)，

                                                   
3 蓄電池ではトランスやパワコン等，設備費がパワー(kW)に依存する部分を⼊出⼒部，電池セル

等，費⽤がエネルギー単位(kWh)に依存する部分を貯蔵部として分けて扱う．詳細は 2.1.1(4)  
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𝑜*,# , 𝑜,,#は貯蔵部に対する⼊出⼒である．𝜂%は⽕⼒発電においては発電効率，蓄電池の⼊出⼒部で
は充電・放電効率を表す．添字𝑗は設備の種類を表し，7, 8, 9,10, 11, 12, 13 がそれぞれ⽯炭⽕⼒，

LNG ⽕⼒，⽯炭⽕⼒，原⼦⼒，⽔⼒，PV，⾵⼒を表す．添字𝑖は時刻を表し，本研究では 1 時
間ごと 365 ⽇分のデータを⽤いるため，𝑖は 1 から 8760 の値を取る．再エネでは𝑞*,,# , 𝑞*1,#が発

電出⼒，𝑦*,,# , 𝑦*1,#が系統への供給，𝑐𝑢#が出⼒抑制となる．設置量𝑥%の単位は蓄電池の貯蔵部が
kWh，その他は kW である．流れを表す変数である𝑦%,# , 𝑧%,# , 𝑞%,# , 𝑜%,# , 𝑐𝑢,# , 𝐷𝑀#はパワーである kW
であるが，1 時間ごとのデータを⽤いるため kWh と等価になる．充電状態である𝑠,,#の単位は

kWh である． 

 
Fig. 2-1 設備構成とエネルギーフロー 

最適電源構成を導き出す最適化とは，Fig. 2-1 に⽰す構成から得られる電⼒同時同量などのエ
ネルギーバランス，出⼒は設備容量を超えないなどの制約条件を数式化し，それら制約条件を全
て 満 ⾜し ， 総費 ⽤ を表 す⽬ 的 関数 が 最⼩ とな る 設置 量𝑥% ， 時 間毎 の エネ ルギ ー フロ ー 

(𝑦%,# , 𝑧%,# , 𝑓%,# , 𝑐𝑢#)および充電状態𝑠%,#を決定することである．以下，詳細に説明する． 

 ⽬的関数 

最適化における⽬的関数として，式(1)で⽰す年間総費⽤を⽤いる．式中，右辺第⼀項が設備

費，第⼆項が燃料費に相当し，𝑿は決定変数(𝑥%, 𝑦%,# , 𝑧%,# , 𝑞%,# , 𝑜%,#等)のベクトルを表す．𝑞%,#は時刻
𝑖(1 時間毎 1 年分 8760 が最⼤)における装置𝑗への⼀次エネルギー供給量（⽯炭, LNG, ⽯油, 原

⼦⼒燃料），𝐶𝐹%は燃料価格[$/GJ]である．𝐶𝐶%は容量あたりの１年間の設備費	[$/y/(kW or kWh)]
を⽰し，式(2)により設備ごとに得られる値である．式(2)の括弧内の第⼀項は割引率 R，と装置
寿命𝐿%[y]から計算される設備費の年間負担割合を⽰す． 

𝐹(𝑿) ==𝐶𝐶% ∙ 𝑥%

*1

%?*

+=𝐶𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

*D

%?B

 

𝑗 ∈ (1,2,7,8,9,10,11,12,13) 

(1) 

この年間負担割合に維持費率(設備費の⼀定割合)	𝑂𝑀%を加えたものに設備単価𝐶%[$/(kW or 

kWh)]を乗じたものが費⽤係数𝐶𝐶%となる．式(1)中，𝐶𝐶%と𝐶𝐹%は予め与えられる外⽣変数（定数）
である．  
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𝐶𝐶% = N
𝑅

1 − (1 + 𝑅)QRS
+ 𝑂𝑀%T𝐶% 

𝑗 ∈ (1,7,8,9,10,11,12,13) 
(2) 

 

 制約条件 

⽬的関数を最⼩化する上で満⾜させるべき変数の関係を表す等式または不等式が制約条件で

ある．以下に本エネルギーモデルにおける制約条件を列挙する． 
式(3)は設置量𝑥%に関する⾮負の制約を，式(4)は再エネ設置量に対する最⼤値を表す．式中

𝑃𝑜𝑡WX, 𝑃𝑜𝑡YZは PV および⾵⼒発電の導⼊ポテンシャルを表す． 
𝑥% ≥ 0 (3) 

𝑥*, ≤ 𝑃𝑜𝑡WX, 𝑥*1 ≤ 𝑃𝑜𝑡YZ, (4) 
式(5)は同時同量に関する制約を⽰し，電⼒需要𝐷𝑀#と充電に⽤いる電⼒𝑧*,#の合計が，各設備

から系統への出⼒(電⼒供給)𝑦%,#の合計と全ての時刻(𝑖 = 1 ∽ 8760)において⼀致することを⽰
す． 以後，同様に添字𝑖が付く式はそれぞれ 8760 本の式が存在するが，の範囲の記述は省略す
る． 

=𝑦%,#

*1

%?*

= 𝐷𝑀# + 𝑧*,#		, 𝑖 ∈ (1~8760) (5) 

各出⼒𝑦%,#は設備容量𝑥%および最低出⼒率𝑀𝐼𝑁%対して式(6)の制約を受ける．⽕⼒発電は運転可
能な最低出⼒が	𝑥% ∙ 𝑀𝐼𝑁%を下回れない．式(7)は負荷追従に関する制約で，𝑦%,#Q*は当該時刻の 1

単位時間前の出⼒を，𝑅𝐷%, 𝑅𝑈%は単位時間での下げおよび上げの負荷追従率を⽰す．本検討では
単位時間を 1 時間，全ての発電機の負荷追従率を 100%/h と仮定しているため，式(7)の制約は

機能しない．（なお，	𝑦%,#Q*で𝑖 = 1の時の𝑦%,Dの値は𝑦%,ABCDを使う．以後同じ扱いとする） 
𝑥% ∙ 𝑀𝐼𝑁% ≤ 𝑦%,# ≤ 𝑥% 

𝑗 ∈ (1,7,8,9,10,11,12,13) 
(6) 

𝑦%,#Q* − 𝑅𝐷%𝑥% < 𝑦%,# < 𝑦%,#Q* + 𝑅𝑈%𝑥% 
𝑗 ∈ (1,7,8,9,10,11,12,13) 

(7) 

原⼦⼒と⽔⼒の設備容量および出⼒は，外⽣的に与える kWh 基準の電源構成⽐率𝑅𝑤ℎ%および
設備利⽤率𝐶𝑃𝐹%から式で算出される値を⽤い定数として扱う． 

𝑦%,# =
𝑅𝑤ℎ%
8760

= 𝐷𝑀#

ABCD

#?*

		 , 𝑗 ∈ (10,11) (8) 

𝑦%,# = 𝐶𝑃𝐹%	𝑥%		, 𝑗 ∈ (10,11) (9) 

式(10)は供給予備⼒に関する制約で，⽕⼒発電および原⼦⼒，⽔⼒が予備⼒に寄与するとした．
max	(𝐷𝑀#)は年間最⼤需要を，𝑟𝑠𝑣は予備率を表し，本検討ではすべてのケースで予備率 8%とし

た．𝐶𝑃𝐹%は定数として与える原⼦⼒と⽔⼒の稼働率である． 
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=𝑥%

k

%?B

+ = 𝐶𝑃𝐹%	𝑥%

**

%?*D

> (1 + 𝑟𝑠𝑣)max	(𝐷𝑀#) (10) 

PV と⾵⼒発電に関してはエネルギー収⽀から式(11)の関係が成り⽴つ．ここで𝑃𝑉#,	𝑊𝑇#はそ

れぞれ PV，⾵⼒発電の単位設置量あたりの発電量を，𝑐𝑢#は抑制量を⽰す．𝑃𝑉#,	𝑊𝑇#は発電実績
や⽇射および⾵速の実績からあらかじめシミュレートした 1 年分のデータを外⽣的に（定数と
して）与える． 

式(12)は慣性を持つ同期発電機の合計出⼒に対して PV 出⼒に上限を設ける制約である．PV
における秒単位以下の⽐較的短い周期の変化に対する系統周波数の安定性を確保するために，
慣性を持つ発電機（回転体を有する同期発電機）の⼀定稼働が必要とされる．この制約に本研究

では既報の⽅式 39)を採⽤し式(12)の制約とした．慣性を持つ発電機を⽯炭，LNG，⽯油⽕⼒，
原⼦⼒，⽔⼒とし，その合計出⼒の𝑟p倍を PV 出⼒𝑦*,,#の上限としている．また，蓄電池が PV の

隣接設置されている想定により，蓄電池への充電に使⽤された分𝑧*,#は除いている． 

𝑦*,,# + 𝑦*1,# + 𝑐𝑢# = 𝑥*,𝑃𝑉# + 𝑥*1𝑊𝑇#	 (11) 

𝑟p=𝑦%,#

**

%?B

> 𝑦*,,# − 𝑧*,# (12) 

蓄電池の充放電における制約は式(13)〜(16)で⽰される．𝑥*,	𝑥,はそれぞれ⼊出⼒部および貯
蔵部の設置量，𝑧*,#,	𝑦*,#は時刻𝑖における充電量と放電量，𝜂*, 𝜂,は充電効率，放電効率，𝑠,.#は蓄

電池残量で添字の𝑖 − 1は当該時刻の１単位時間前を表す．式(13)は放電と充電の出⼒の合計が
⼊出⼒部の設備容量より⼩さいことを⽰す．充放電が同じ⼊出⼒部(インバータ等)を⽤いて⾏わ

れる想定のため合計となる．式 (14)は放電量𝑦*,#が蓄電池残量と効率の積より⼩さいことを⽰す．
また，式(15)は充電量𝑧*,#が貯蔵部の設置量と蓄電池残量との差，つまり貯蔵部受け⼊れ可能量よ
り⼩さいことを⽰す．式(16)は蓄電残量のエネルギー収⽀による制約である． 

𝑦*,# + 𝑧*,# < 𝑥* (13) 
𝑦*,# < 𝜂, ∙ 𝑠,,#Q* (14) 

𝑧*,# < r𝑥, − 𝑠,,#Q*s/𝜂* (15) 
𝑠,,# = 𝑠,,#Q* + 𝜂* ∙ 𝑧*,# − 𝑦*,#/𝜂, (16) 

CO2 排出に関して式(17)の制約となる．左辺は予め制約条件として設定する電⼒の CO2 排出

原単位𝐶𝑂𝐸[gCO2/kWh]と年間総電⼒需要との積で年間総排出量である．本モデルによる CO2 排
出は化⽯燃料の消費だけを考慮するため，燃料種𝑗の CO2 原単位𝐶𝑂𝐹%および⽕⼒発電における燃

料消費量𝑞%,#の年間合計との積が右辺の設定した総排出量と⼀致する． 

𝐶𝑂𝐸 = 𝐷𝑀#

ABCD

#?*

==v𝐶𝑂𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

w
k

%?B

 (17) 
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 外⽣変数 

外⽣変数とは予め与えられる値で，最適化の中では定数として扱われる変数のことである．電

⼒需要𝐷𝑀#および単位設備容量当たりの PV の発電量𝑃𝑉#，⾵⼒の発電量𝑊𝑇#は 1 時間毎 1 年分
を外⽣的に与える．公開されている九州地区における 1 時間毎の電⼒需要実績から 40)，2013 年

1 ⽉から 2013 年 12 ⽉までの 8760 時間分を電⼒需要として⽤いる．𝑃𝑉#は需要と同時刻の福岡
市の発電量を NEDO ⽇射量データベース 41)からシミュレートし，PV 設置 1kW あたりの年間
発電量が 1051kWh(設備利⽤率 12%)となるように正規化した値を⽤いる． 

単位設備容量当たりの⾵⼒発電出⼒𝑊𝑇#は，式(18)に⽰す⾵速𝑣#の 3 次式で表す．𝑣x#y，𝑣xz{
はそれぞれ起動⾵速，発電量が飽和する飽和⾵速である．⾵速𝑣#が起動⾵速𝑣x#y以下の場合には

𝑊𝑇#は 0，飽和⾵速𝑣xz{を超える場合には 1 としている．⾵速𝑣#には電⼒需要と同時刻の福岡市
の⾵速データ 42)を年間平均⾵速が 5.5m/s となるように正規化した値を⽤いる．  

𝑣# ≤ 𝑣x#y 	⟹	𝑊𝑇# = 0 
𝑣# ≥ 𝑣xz{ 	⟹	𝑊𝑇# = 1 

𝑣x#x < 𝑣# < 𝑣xz{ ⟹	𝑊𝑇# = 𝐹YZ(𝑣#) = 𝑎 ∙ 𝑣#1 + 𝑏 ∙ 𝑣#, + 𝑐 ∙ 𝑣# + 𝑑 
(18) 

𝐹YZ(𝑣x#y) = 0 , 𝐹YZ(𝑣xz{) = 1 (19) 

𝐹YZÄ (𝑣x#y) = 𝐹YZÄ (𝑣xz{) = 0 (20) 

 3 次式の定数𝑎, 𝑏, 𝑐, 𝑑は式(19)に⽰す起動⾵速，飽和⾵速における値と，曲線が連続となるよ
う起動⾵速，飽和⾵速における値と傾きを指定する式(20)から決定した．本検討で⽤いた起動⾵
速 3.5m/s，飽和⾵速 12m/s から𝑎 = −0.00326, 𝑏 = 0.0757, 𝑐 = −0.410, 𝑑 = 0.658 が得られる．

この時の⾵⼒の年間設備利⽤率は 25%となる． 
得られた⾵⼒の性能曲線と 1 時間毎 1 年分の年間出⼒パターンを Fig. 2-2 に⽰す．同様に PV

出⼒と電⼒需要の年間パターンも併せて Fig. 2-3 に⽰す．コンター図の横軸は 1 ⽉ 1 ⽇を 0 と
した⽇数で縦軸は時刻を，正規化した出⼒を濃淡で表す．PV に⽐べ⾵⼒の出⼒は分散している
が，午後の時間帯に濃い部分が⾒られる．電⼒需要は夏，冬に濃い部分が，また，冬では濃い部

分が朝⼣に現れる．需要の縦縞は週末や連休等の需要減によって表れている． 

 
Fig. 2-2 ⾵⼒発電の性能曲線(左)と出⼒(右) 
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Fig. 2-3 太陽光発(左)と電⼒需要 (右) 

 
Table 2-1 に発電設備関連の諸元を⽰す．設備費，効率，設備利⽤率等は既報 43)34)を参考に，

燃料価格は IEA World Energy Outlook 201644)の New Policy Scenario44)による 2030 年値を基準

値として採⽤した．発電効率は負荷に関わらず⼀定とした．蓄電池に関してはリチウムイオン電
池を 16)45)を想定し，Table 2-2 の値を基準とした．LIB の貯蔵部(電池モジュール)は全量を利⽤
できないことから充電深度を 90%と設定し，式(2)で⽰される貯蔵部に関する費⽤係数に反映し

た．また，寿命に関してはカレンダー寿命を⽤いサイクル寿命は考慮していない．再エネの最⼤
設置量は九州地区の導⼊ポテンシャル 7)を𝑃𝑜𝑡WX,𝑃𝑜𝑡YZとして⽤いた．⾵⼒の導⼊ポテンシャル

に洋上⾵⼒は含まない． 
Table 2-1 発電設備の諸元 

 

LO 240 L G J
MW / 9 $ 6 (% &( % %%% (&(% %%%
5 3 53 9 (    & 

2 9 (% (% (% % %
9 % % (  

% % % &%% &%% 
/5 N 7/5 $31 .& . % %

$01 . && & ( %
% %  

MW % % % 
C 68



22 

Table 2-2 PV，⾵⼒発電，蓄電池の諸元 

 
 

 エネルギー貯蔵技術のコスト 

前述のエネルギーモデルの数式化において，蓄電池を⼊出⼒部と貯蔵部とに分けて扱った．こ
のような取り扱いの妥当性を数種類のエネルギー貯蔵技術について検証する． 

電⼒を前提としたエネルギー貯蔵技術について，それぞれの特性から定性的な分類が⾏われ
ている．Fig. 2-4 は⽐較的よく⾒られるエネルギー貯蔵時間と設備規模で分類した⼀例である 46)．

揚⽔式(PHS)，圧縮空気式(CAES)，⽔素利⽤は⼤規模かつ⻑時間の貯蔵に，キャパシタやフラ
イホイールは短時間，蓄電池がその中間に位置する．  

 
Fig. 2-4 時間と要領によりエネルギー貯蔵技術の⽐較 

⼀般にエネルギー貯蔵技術を構成する機器は Table 2-3 に⽰すように⼊⼒部と貯蔵部とに分
けることができる．⼊⼒部は設備の⼤きさやコストがパワー(kW 等，単位時間あたりの仕事)に

依存し，貯蔵部はエネルギー(kWh 等)に依存する．⽔素，PHS，CAES は蓄電池に⽐べ貯蔵部の
設備単価($/kWh)が低く，エネルギー貯蔵が⻑時間になるほどその設備費は蓄電池に⽐べ有利と
なる． 
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Table 2-3 エネルギー貯蔵技術の機器構成 

 
公開されているエネルギー貯蔵設備の⽶国における実証プロジェクトの実績 47)を使って次の

ような検証を実施した．エネルギー貯蔵設備の設備費𝐶[$]を⼊出⼒部の設備単価𝐶#[$/kW], 容

量𝑝[kW], 貯蔵部の設備単価𝐶Ñ[$/kWh], 容量𝑞[kWh]，式(21)を⽤いて表す．	 
𝐶 = 𝐶# ∙ 𝑝Ö + 𝐶Ñ ∙ 𝑞Ü (21) 

𝛼, 𝛽は設備規模の影響を表すスケールファクターである．この式を使った実績値の回帰分析

から妥当性を検証する．結果を Table 2-4 に，実績値と回帰分析で得られた各定数からの計算値
とのプロットを Fig. 2-5 に⽰す． 
Table 2-4 エネルギー貯蔵設備のコスト構造に関する回帰分析結果 

 
スケールファクターである𝛼, 𝛽は CAES を除き1.0 として良好な近似値が得られている(Table 

2-4)．このことからリチウムイオン電池や他のエネルギー貯蔵技術において⼊出⼒部と貯蔵部と

に分けてコストを試算する⽅法は妥当と考えられる．このような分析に利⽤できる⽔素に関す
る実績データはない． 

PHS と CAES は貯蔵部の設備単価($/kWh)が 0 となっているが，いずれも天然の地形を利⽤
した設備となっており，設備費に計上されていないためと考えられる．CAES では⼊出⼒部のス
ケールファクターが 0.75 と，分析した中では唯⼀規模によるスケールメリットが期待されるエ

ネルギー貯蔵技術となっている．この分析から技術ごとに得られた⼊出⼒部および貯蔵部の設
備単価は，元になる実証プロジェクトが 2012 年までのものであることから，その絶対値はまだ

⾼い値を取っているが，貯蔵技術ごとの特徴を表した結果となっている．この中では LIB の⼊
出⼒部の設備単価が最も低く，貯蔵部の設備単価が最も⾼いことから，短時間の電⼒貯蔵に有利
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であり，逆に PHS はより⻑時間の，V-RF と NaS が中間となる．  

 
Fig. 2-5 実績値と計算値との⽐較（横軸は実績値を縦軸は計算値を 100 万ドルで⽰す） 

 

貯蔵時間(貯蔵部の設備容量[kWh]÷⼊出⼒部の設備容量[kW])を変化させて，kWh 基準の設
備容量当たり設備費(⼊出⼒部＋貯蔵部)を Table 2-4 の値から計算した結果を Fig. 2-6 に⽰す．
この結果は定性的な評価である Fig. 2-4 と同様である．  

 
Fig. 2-6 貯蔵時間と設備費の関係（CAES の⼊出⼒部の容量は 1MW） 
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 最適化⼿法 

⽬的関数と制約条件が数式化できれば必要な外⽣変数（定数またはパラメータ）を与え，数理

計画法を⽤いて決定変数が求まる．Fig. 2-7 にモデル構築から最適化結果が得られるまでの流れ
を⽰す． 

 
Fig. 2-7 モデリングから最適化までの流れ 

Fig. 2-7 の(I)のエネルギーモデル構築は，想定する複数の機器に対しエネルギーの流れ記述
し，状態を表現するための変数を決定することである(2.1.1 節の冒頭)．(Ⅱ)の数式化は，設定し

たエネルギーモデルに従い，変数の間に内在する関係式（制約条件）および⽬的関数を数式化す
る(2.1.1(1)〜(3))．ここでは最適化に線型計画法(LP, Linear programing)を利⽤するため，⽬的

関数と全ての制約条件は線型でなければならない．ここまでは紙と鉛筆の作業である．次に，モ
デラーと呼ばれるアプリケーションまたはライブラリを⽤いて，これら数式化された⽬的関数
や制約条件をモデラーの書式に従い記述するのが(Ⅲ)コーディングである．モデラーは，

GAMS48)等の商⽤のモデラーを⽤いる⽅法が広く普及しているが，本研究ではモデラーとして
Python のライブラリである PuLP49)を⽤いた．データーの⼊出⼒や結果の可視化に Python の豊
富なライブラリーが使⽤可能であり，また，回帰分析等様々なデータ処理が同時に記述できる柔

軟性の⾼さがその理由である． 
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前述の式(4)で記述された再エネ設置量の最⼤値に関する制約𝑥*, ≤ 𝑃𝑜𝑡WX, 𝑥*1 ≤ 𝑃𝑜𝑡YZは
PuLP の書式に従い数学的表現に近い形で記述される(Fig. 2-7(Ⅲ))．PV と⾵⼒を定義するため

for ループで 2 回繰り返される．xr[j]が設置量，POTr[j]が外⽣的に与えられる最⼤値である．
コーディングの詳細は付録 3 に⽰す． 

 (Ⅴ)の最適化計算の中で，コーディングしたリストをソルバーが読める形へ変換する作業は
モデラー（本研究では PuLP）が⾏う．線型計画問題を解くためのアプリケーションはソルバー
と呼ばれ，有償・無償共に多くのものが利⽤可能である．これらソルバーに問題を⼊⼒するため

には，共通のフォーマット (LP ファイル形式，MPS ファイル形式等)への変換が必要である．
コーディングした制約条件，⽬的関数の共通フォーマットへの変換はモデラー(本章では PuLP)

が⾏う．ソルバーとして COIN-CBC50)を使⽤する．COIN-CBC は線型計画法および混合整数計
画法(MILP, Mixed integer linear programing)の解法が可能なソルバーである．PuLP，COIN-
CBC はダウンロードすることで使⽤環境が構築可能で利⽤は共に無償である．ソルバーは LP

ファイルを読み込み，中に記述されている制約条件を満たしながら⽬的関数を最⼩にするため
の変数を決定する．このソルバーによって⾏われる計算が最適化計算である． 

最適化計算における外⽣変数(パラメータや定数)の読み込み，計算結果の抽出・処理や可視化

は Python のライブラリである xlwings, scipy, matplotlib を主に⽤いる． 
線型計画法における問題の規模は決定変数と制約条件の数で表されるが，本研究の問題では

10 万〜20 万決定変数， 15 万〜40 万制約式，１回の最適化に要する時間は 5〜30 分程度の規模
である． 

本研究で⽤いる線型計画法(LP)を⽤いた最適化計算では，設備容量や出⼒等の運転状態に関

する 8760 時間分の 10 万〜20 万個の変数を線型計画法(LP)で同時に解くため，電⼒需要および
再エネの出⼒が予め分かっている(完全な予測が可能な)場合の解を与える．実際の運転では，各

設備の出⼒が経済負荷配分制御(EDC) 51)と呼ばれる⽅法で，その時間ごとにリアルタイムで燃
料費が最⼩化されるように決定される．エネルギー貯蔵設備が存在するモデルでは，電⼒需要と
再エネの出⼒が完全に予測された場合に，最も効率的(費⽤が最⼩となる)に機器が使⽤された最

適解となることに注意が必要である． 
このような複雑な⼿順を要する数理計画法による最適化の必要性について改めて述べる．発

電コストを容易に⽐較する⽅法として LCOE(Levelized cost of electricity)52)は広く普及している
44)53)54)55)56)57)．LCOE の値は前述の式(2)と発電効率，稼働率，燃料単価から容易に算出でき，我
が国においてもこの⼿法が電源別のコスト算出に利⽤されている 58)．エネルギーに関する設備

や新規技術が既存の設備のリプレースを想定している場合，その稼働率が想定可能なため LCOE
を⽤いた競争⼒の評価が有⽤なことに変わりない．  

しかし，PV などの再エネが⼤量に導⼊されるエネルギーインフラを想定した場合，稼働率が

特定できない．また，再エネを優先して導⼊するなどの想定で稼働率を設定して求めたコストは
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真のコストを反映しない．再エネの導⼊量が少ない場合には問題とならないが，今後⼤量導⼊が
進む将来を想定した場合，発電コストや技術の価値はエネルギーシステム全体のコストや価値

の増減によって評価する必要がある 59)． 
このような数理最適化を⽤いた最適電源構成における評価では，その技術の競争⼒や市場規

模，また運転パターンが得られる点で LCOE を⽤いた評価より多くの情報が得られる．Fig. 2-8

に概要を⽰すが，例えば本研究の対象となる⽔素混焼技術が最適電源構成で選択されない場合，
設定したコスト等の条件では競争⼒が無いと判断でき，選択された場合，その設置量が市場規模

と相関する．また，評価結果のフィードバックを繰り返す事で競争⼒を持つための効率やコスト
の限界値の判断も可能となり，研究開発課題の妥当性や課題解決による経済的効果の測定も可

能となる． 
 

 
Fig. 2-8 評価の概要 
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 再エネ導⼊における蓄電池の効果 

 出⼒データとその解釈 

まず，⼀回の最適化計算によって得られるデータとそのデータの解釈について⽰す． 
電⼒の年間平均 CO2 排出原単位(式(17)の𝐶𝑂𝐸) を 370[gCO2/kWh]4に設定し，2.1.1(3) 節で

定義した外⽣変数を与え 2.1.1(5) に従った最適化における問題の規模と計算負荷を Table 2-5

に⽰す．  

Table 2-5 問題の規模と計算負荷 

 
この最適化で得られた各設備の設置量𝑥%を Table 2-6 に⽰す．電⼒需要の最⼤値を 1kW とす

る正規化された値で計算を⾏なっているため，表の値は最⼤需要を 1kW とした時の値となる．
表の下段は，九州地域の実際の需要に合わせた値である． CO2 原単位 370gCO2/kWh を達成す

るために，年間総費⽤が最⼩となる各設備の設置量(最適設備容量と称す)を⽰している．原⼦⼒
と⽔⼒については外⽣的に定数として与えた結果である．設備容量が 0 となっている蓄電池と
⽯油⽕⼒はこの条件では選択されない． PV に⽐べ⾵⼒の設置量が多く，圧倒的に PV が多い現

状と異なる．これは，2030 年を想定した設備コスト (Table 2-2)に⽐べ現状はより⼤きなコスト
差（⾵⼒の設備費が⾼い）であるためと考えられる．最適設備容量はコストや効率等のスペック

を想定した将来技術の選択を表し，その値は市場ポテンシャル（その設備・技術を販売できる可
能性）と相関する点で重要な解の⼀つである． 

Table 2-6 最適設備容量(370gCO2/kWh) 

 
解として得られる各設備の出⼒𝑦%,#は設備毎に 24 時間×365 ⽇分の個数となる．Table 2-7 は

𝑦%,# , 𝑞%,# , 𝑜%,#等の時間ごとに得られる変数について最初の 1 ⽇分を抜き出したものである．最適化
計算によってこのような解が 1 年分(8760 時間分)得られる．	

                                                   
4 370gCO2/kWh はエネルギー基本計画 11)で 2030 年⽬標としている電⼒ CO2 排出源単位． 

�	�
 ��� ��� ����

166449 262806 78901	� 246	s

����� ���

���� ��� ���� LNG�� ���� �
� � PV ��

x1 x2 x7 x8 x9 x10 x11 x12 x13
��� kW 0.000 0.000 0.178 0.644 0.000 0.178 0.080 0.054 0.133
���	 �kW 0 0 299 1084 0 300 135 90 223
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Table 2-7 最適解の⼀部 (網掛けは 0 以外の値を⽰す) 

 
この𝑦%,#１年分の積算（∫ 𝑦(𝑡)𝑑𝑡と等価）は，各設備が年間に供給した電⼒量（単位は kWh）に

相当し，最適電源構成と呼ぶ．得られた最適電源構成を Table 2-8 に⽰す．⽯炭⽕⼒，LNG ⽕
⼒，再⽣可能ネルギー（⽔⼒を除く）は供給した電⼒の 27%, 40%, 6%を占めている． この年

間に供給した電⼒量（エネルギー単位）の絶対値または⽐率が前述のエネルギー基本計画など，
供給構造を⽰す値として⼀般に⽤いられる．設備毎の稼働率は２次情報として∑𝑦%,# /(24 ×

365 × 𝑥%)から得られる．⽯炭⽕⼒，LNG ⽕⼒それぞれ 97.5%, 38.8%の稼働率である． 

Table 2-8 最適電源構成(370gCO2/kWh) 

 
各設備の出⼒のトレンドは様々な情報を与えるが，データ数が膨⼤となるため可視化した形

式が有⽤である．Fig. 2-9 は電⼒需要が最⼤または最⼩となる１週間のトレンドを積み上げ式の

散布図で⽰したものである(以下電源プロファイルと呼ぶ)．縦軸は出⼒を横軸は時刻を⽰す．⿊
の太線が電⼒需要を⽰し，その電⼒需要を満たす供給構成の時間変化を⽰している．⽔⼒と原⼦
⼒は定数として与えているために全ての時間で⼀定の値を取る．電⼒需要が最⼤となる(8 ⽉ 6

⽇からの)週では，⽯炭⽕⼒は 100%出⼒を維持し，LNG ⽕⼒が電⼒需要と⾵⼒および PV の出
⼒に追随する形で調整電源として動く結果となっている．電⼒需要が最⼩となる(4 ⽉ 30 ⽇から

の)週では，⽯炭⽕⼒の出⼒変動も顕著となる．LNG ⽕⼒が⼀定の値以下とならないのは，運転
可能な最低出⼒に関する式(6)の制約のためである． 

count 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760 8760
max 1.000 0.133 0.039 0.069 0.024 0.133 0.039 0.125 0.036 0.178 0.598 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 1.197 0.000
min 0.409 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.071 0.129 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.178 0.258 0.000
sum 5460 292 56 1 0 291 56 1092 317 1517 2187.61 0 0 0 0 1092 317 3792 4375 0
ave 0.623 0.033 0.006 0.000 0.000 0.033 0.006 0.125 0.036 0.173 0.250 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.433 0.499 0.000

DM0 y0-Wind y0-PV cut-Wind cut-PV use-Wind use-PV yg-Nuc yg-Hydro yg-Coal yg-NG yg-Oil ys-LIB zs-LIB ss-LIB qg-Nuc qg-Hydro qg-Coal qg-NG qg-Oil
13/01/01	00 0.586 0.014 0.000 0.000 0.000 0.014 0.000 0.125 0.036 0.178 0.234 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.468 0.000
13/01/01	01 0.591 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.178 0.253 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.506 0.000
13/01/01	02 0.599 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.178 0.261 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.521 0.000
13/01/01	03 0.598 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.178 0.259 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.518 0.000
13/01/01	04 0.586 0.009 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.125 0.036 0.178 0.239 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.478 0.000
13/01/01	05 0.563 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.178 0.224 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.449 0.000
13/01/01	06 0.545 0.011 0.000 0.000 0.000 0.011 0.000 0.125 0.036 0.178 0.195 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.390 0.000
13/01/01	07 0.555 0.005 0.000 0.000 0.000 0.005 0.000 0.125 0.036 0.178 0.211 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.423 0.000
13/01/01	08 0.575 0.020 0.003 0.000 0.000 0.020 0.003 0.125 0.036 0.178 0.214 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.427 0.000
13/01/01	09 0.579 0.039 0.007 0.000 0.000 0.039 0.007 0.125 0.036 0.178 0.195 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.390 0.000
13/01/01	10 0.562 0.060 0.012 0.000 0.000 0.060 0.012 0.125 0.036 0.178 0.152 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.304 0.000
13/01/01	11 0.542 0.027 0.014 0.000 0.000 0.027 0.014 0.125 0.036 0.178 0.162 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.324 0.000
13/01/01	12 0.532 0.043 0.012 0.000 0.000 0.043 0.012 0.125 0.036 0.178 0.139 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.278 0.000
13/01/01	13 0.515 0.094 0.014 0.000 0.000 0.094 0.014 0.125 0.036 0.117 0.129 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.294 0.258 0.000
13/01/01	14 0.499 0.098 0.007 0.000 0.000 0.098 0.007 0.125 0.036 0.104 0.129 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.260 0.258 0.000
13/01/01	15 0.499 0.090 0.005 0.000 0.000 0.090 0.005 0.125 0.036 0.115 0.129 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.287 0.258 0.000
13/01/01	16 0.518 0.035 0.002 0.000 0.000 0.035 0.002 0.125 0.036 0.178 0.143 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.286 0.000
13/01/01	17 0.572 0.094 0.000 0.000 0.000 0.094 0.000 0.125 0.036 0.178 0.140 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.280 0.000
13/01/01	18 0.595 0.043 0.000 0.000 0.000 0.043 0.000 0.125 0.036 0.178 0.214 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.429 0.000
13/01/01	19 0.591 0.060 0.000 0.000 0.000 0.060 0.000 0.125 0.036 0.178 0.193 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.385 0.000
13/01/01	20 0.587 0.001 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.125 0.036 0.178 0.248 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.495 0.000
13/01/01	21 0.578 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.178 0.239 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.478 0.000
13/01/01	22 0.555 0.009 0.000 0.000 0.000 0.009 0.000 0.125 0.036 0.178 0.208 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.415 0.000
13/01/01	23 0.529 0.017 0.000 0.000 0.000 0.017 0.000 0.125 0.036 0.178 0.173 0.000 0.000 0.000 0.000 0.125 0.036 0.444 0.347 0.000

���� ��� ���� LNG�� ���� �
� � PV ��

Σ	y1 Σ	y7 Σ	y8 Σ	y9 Σ	y10 Σ	y11 Σ	y12 Σ	y13
��� kWh 0 1516 2187 0 1092 317 56 292
���	 �kWh 0 255 368 0 184 53 9 49
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Fig. 2-9 電⼒需要が最⼤(上段)と最⼩(下段)の週における電源プロファイル 

ここまで⽰した結果は最適化計算から得られるデータおよび解析の⼀部である．様々な１次
情報，加⼯された２次情報，その解釈については以下，具体的な研究課題の解決過程において，

適時説明を加える． 
 

 蓄電池の効果 

変動電源である PV や⾵⼒の導⼊における蓄電池の効果を明らかにするために，まず，唯⼀の
エネルギー貯蔵技術として Table 2-2 の仕様のリチウムイオン電池を設定し 2.1.1 節に⽰した⽅

法で最適化を実施した．最適化において CO2 排出原単位を 370 から 0gCO2/kWh の間を適当な
間隔で設定し，その他の条件は⼀定である．  

CO２排出原単位に対応する最適設備容量を Fig. 2-10 に⽰す． 図は蓄電池貯蔵部の設備容量

(kWh)を折れ線グラフで，その他の設備容量は kW を単位として棒グラフで⽰している．蓄電池
は 150 gCO2/kWh 以下の制約で選択され，その後，特に蓄電池貯蔵部の容量が急激に増加して

いる． 
 

 

,

y i,
j

y i,
j
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Fig. 2-10 最適設備容量と CO2 排出原単位 

Table 2-9 は最適設備容量の値を蓄電池が選択できない設定で最適化を⾏なった結果との⽐較
で⽰したものである(計算結果の詳細は Table 2-10 ，Table 2-11 に⽰す)．175 gCO2/kWh 制約
において蓄電池有りは，より少ない⾵⼒および PV 設備と蓄電池との組合せとなっている．175, 

100gCO2/kWh で⽯油⽕⼒が選択されているが，これはいわゆるピーカー(普段は停⽌，需要の
多い時期だけ稼働する発電機)として機能しており，年間の設備利⽤率は 1%以下である．この
ようにきわめて低い稼働率であっても，⽯油⽕⼒の設置が LNG ⽕⼒容量を減らし，結果として

再エネ導⼊量が増える解となっている．これは LNG ⽕⼒の最低稼働を 20%とする制約が原因
であり，⼤きな設備容量ほど直接導⼊できる再エネの量が減ることをピーカーとの組み合わせ

で緩和していると解釈できる．蓄電池の貯蔵時間(貯蔵部/⼊出⼒部)は 175, 100 でそれぞれ 4.3h, 
6.2h となっている． 
Table 2-9 最適解における設備容量 

 
次に，各設備の出⼒𝑦%,#の 1 年分の積算である最適電源構成(各設備が年間に供給した電⼒量)

を Fig. 2-11 に⽰す．縦軸は年間総電⼒需要を 1 とした⽐率で，１を超える部分が余剰電⼒を表
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す．余剰電⼒で蓄電池の充電に使⽤された部分(薄い紫)に⽐べ放電(濃い紫)が少ないのは充放電
のロスによる(Table 2-2)．370〜225 gCO2/kWh 辺りまでは⽯炭⽕⼒の減少と LNG ⽕⼒の増加

が顕著である．200 gCO2/kWh 以下の領域では再エネ導⼊とそれに伴う出⼒抑制が急激に増加
する．175 gCO2/kWh 以下で蓄電池が選択されるが 50gCO2/kWh 制約では実施可能解が得られ

ていない(計算結果の詳細は Table 2-11)．つまりこの設備構成では達成できないことを意味す
る．蓄電池がない場合の計算結果を Table 2-10 に⽰すが，150 gCO2/kWh で実施可能解が得ら
れていない．  

 
Fig. 2-11 総費⽤最⼩を与える電源構成（左：蓄電池有，右：蓄電池無） 

蓄電池設置が与えるコストへの影響として，CO2 制約と年間総費⽤との関係を Fig. 2-12 に⽰
す．縦軸は九州全体の電⼒需要 91.9TWh/年, 100 円/$で換算した年間総費⽤を⽰す．破線は蓄
電池が無い場合を⽰し，200gCO2/kWh を下回ると出⼒抑制のため年間総費⽤は急激に増加する．

総費⽤から⾒ると蓄電池設置はこの費⽤増を緩和する効果となっているが，その傾きは徐々に
拡⼤し，50gCO2/kWh では実施可能解が得られない． 

  
Fig. 2-12 CO2 制約と総費⽤との関係 
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Fig. 2-12 のにおけるグラフの傾きを総電⼒量(91.9TWh/年)で除した値は，限界削減費⽤
(MAC, Marginal abatement cost)と等価である．MAC とは最後の(または次の)１トンを削減す

るために必要な費⽤で式(22)で表され，単位は$/tCO2 である．式中𝐹(𝑋)は最適解における総費
⽤で𝐶(𝑋)は式(23)に⽰す CO2 排出量である． 

𝑀𝐴𝐶 =
𝑑𝐹(𝑋)
𝑑𝐶(𝑋)

/(91.9 × 10k) (22) 

𝐶(𝑋) ==v𝐶𝑂𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

w
k

%?B

 (23) 

この MAC は CO2 排出権の取引価格と⽐較が可能で，例えば，ある時期の MAC が排出権の

購⼊価格より低ければ対策を⾏うことが，⾼ければ排出権を購⼊することが経済性を優先した
選択となる．このように CO2 削減に関する様々な施策や技術の定量的な⽐較に MAC は広く⽤

いられている 60)．Fig. 2-13 は蓄電池の有無それぞれについて，MAC を計算した結果である．
200gCO2/kWh までは⽯炭⽕⼒の減少が主な削減策となっているため，⼀定の MAC で推移して
いる．蓄電池がない場合，175gCO2/kWh 以下の領域で MAC は急激に増加しており，コストを

かけても殆ど削減できない状況となっている．蓄電池ありの場合，緩やかな上昇が続き
125gCO2/kWh から急激に増加するが， PV の設置量が上限である導⼊ポテンシャル(Table 2-2)

に到達しているためである． 

 
Fig. 2-13 CO2 限界削減費⽤(MAC)  

100gCO2/kWh 制約の最適解から特徴的な⽇として，需要が最⼤の⽇(8 ⽉ 21 ⽇)と最⼩の⽇
(5 ⽉ 5 ⽇)について出⼒𝑦%,#を抜き出し Fig. 2-14 に⽰す． 横軸は時刻を，縦軸は最⼤需要を 1 と
した出⼒を⽰す．⿊の実線は電⼒需要を，⻘の破線は充電に使⽤された電⼒を含む電⼒需要を⽰

し，2 つの線で囲まれる部分が蓄電池の充電に利⽤されたことを意味する．抑制は(式(11)の𝑐𝑢#)
は⾵⼒および PV の出⼒抑制の合計である．再エネが多い昼間の時間帯を⾒ると PV に⽐べ⾵⼒

が優先的に取り込まれているが，これは慣性を持つ発電機合計出⼒の𝑟p倍を PV 出⼒𝑦*,,#の上限
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とする式(12)のためである．上限を与える定数𝑟pは，先⾏⽂献 39)に⽰された九州地域の４つのノ
ードの PV 出⼒限界の平均(0.615)を⽤いた． 

需要最⼩⽇の 7〜9 時にかけて放電中にスパイク状の充電が⾒られる．この時間帯には⾵⼒の
出⼒がなく，PV には前述の制約がかかるため，⼀旦充電して制約のかからない蓄電池からの放

電とすることで，燃料消費量を抑える運転が選択されたと解釈され，これは，不安定な PV 出⼒
の安定化と捉えることができる．また，LNG ⽕⼒は最低出⼒に張り付く形となっている．この
ように前述の慣性確保および⽕⼒発電の最低出⼒に関する制約が再エネからの電⼒供給を制限

しており，蓄電池の配置や今後の⼈⼯的な慣性の導⼊ 61)，⽕⼒の最低出⼒の低下がさらなる再
エネ導⼊に重要であることが⽰唆される．このように PV と⾵⼒の変動吸収のために⽕⼒発電と

蓄電池の負荷（出⼒）が頻繁に変動する． 

 
Fig. 2-14 100gCO2/kWh 制約における電源プロファイル（左:最⼤⽇ 8/21，右:最⼩⽇ 5/5） 
 

設備の負荷率は出⼒を設置量で除して得られる(𝑦%,#/𝑥%)．Fig. 2-15 は各設備の全ての時間の負
荷 率 に つ い て 度 数 分 布 を 表 し た も の で あ る ． 横 軸 は 負 荷 率 ， 縦 軸 は 頻 度 を ， 図 中 の

CF:0.49(Capacity Factor)は年間設備利⽤率(稼働率とも⾔う)が 49%であることを表す．LNG ⽕
⼒(G3-NG)では約半分の時間が最低出⼒付近での稼働となっており年間設備利⽤率も 49%と低
い．⽯油⽕⼒(G4-Oul)は，殆んどの時間停⽌している．蓄電池は 0〜10%の負荷率の時間が全体

の 30%を占め，年間設備利⽤率は 19%となっている．再エネ導⼊が進むと，⽕⼒発電などの調
整電源の年間設備利⽤率は低くなり，電⼒全体のコスト増の要因である． 
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Fig. 2-15 100gCO2/kWh 制約における各設備の負荷率分布と年間設備利⽤率 
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Table 2-10 最適化結果(蓄電池なし) 
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Table 2-11 最適化結果(蓄電池あり) 
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 感度分析 

最適解で得られる電源構成や総費⽤などの値は，外⽣変数として与える設備費や効率に依存

する．これら設定値の影響の程度を⽐較するために 100gCO2/kWh 制約において，蓄電池のコ
スト，効率および PV と⾵⼒のコストを変化させ最適化を実施し，その最適解の⽐較を⾏なっ

た．このように パラメータ(外⽣変数)を変化させた最適解と元の最適解とを⽐較することを本
研究では感度分析と呼ぶ． 

基準となる 100gCO2/kWh 制約では PV は上限，⾵⼒は上限に対し 91%の設置量で，MAC も

734$/tCO2 に達し，さらに急激に上昇している．この状況を基準とし，パラメータの影響を評価
する． 

蓄 電 池 の ⼊ 出 ⼒ 部 の 設 備 費 を -30%(500→350$/kW) ， 貯 蔵 部 の 設 備 費 を -
30%(150→105$/kWh)，充放電効率を 81%→90%のいずれか 1 つのパラメータを変化させた場
合の総費⽤への影響およびその内訳を Fig. 2-16 に⽰す．最適設備容量など詳細なデータは Table 

2-12 に⽰す．Fig. 2-16 は各設備費および燃料費の基準に対する増減がウォーターフォールの形
式で⽰されている．値は九州地域全体に換算した費⽤を億円で表す．蓄電池⼊出⼒部のコストが
30%減(500$/kW→350$/kW)となった場合，⼊出⼒部の設備費-147 億円に加え，⾵⼒の設備設

置量減に伴う-35 億円が主な影響となる．この時，蓄電池の⼊出⼒部の設置量は増加している
(Table 2-12)．貯蔵部のコスト 30%減(150$/kWh→105$/kWh)の場合も同様に⾵⼒の設備費減

を伴い合計で-482 億円/年の効果を⽣む．⼊出⼒の効率が 81%から 90%への向上では，⾵⼒の
設備設置量減に伴う-272 億円が⼤きく合計で-358 億円/年の効果を⽣む． 

 
Fig. 2-16 蓄電池諸元の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円) 

 
⾵⼒の設備費を-30%(2500→1750$/kW)，または PV の設備費を-30%(1500→1050$/kW)と
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設定した時の総費⽤への影響および内訳を Fig. 2-17 に⽰す．⾵⼒の設備費が 30%下がった場
合，⾵⼒の設備費減に加え，PV と蓄電池の設置量減による費⽤減が加わり合計で-872 億円/年

の効果を⽣む．PV の設備費が下がった場合には，PV の設備費減による-861 億円/年の効果を⽣
む．PV の場合，単純な内訳となっているがこれは PV の設置量が既に上限に達している，つま

り PV のコストが下がってもこれ以上設置できない状況であることが理由である． 

 
Fig. 2-17 ⾵⼒・PV の設備費の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円) 

LNG ⽕⼒発電に関する諸元である LNG 価 格-30%(11.28→7.90$/GJ)または発電効率
50→55%を変化さえた場合の年間総費⽤への影響を Fig. 2-18 に⽰す．LNG 価格減の影響は単
純に燃料費減となり，設備費の増減は無視できる程度である．⼀⽅で LNG ⽕⼒の発電効率が

55%に向上した場合，⾵⼒および蓄電池の設置量減が主となり，-812 億円/年の効果を⽣む． 
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Fig. 2-18 LNG 価格・LNG ⽕⼒の設備費の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円) 

 
LNG ⽕⼒発電に関して最低出⼒ 20→10%または PV の受け⼊れに関する慣性⼒の制約の有無

の総費⽤に与える影響について Fig. 2-19 に⽰す．最低出⼒の低下では⾵⼒の設置量および蓄電
池の設置量が減少する．また，LNG ⽕⼒の増加と同時にピーカーとしての⽯油⽕⼒の減少が特
徴となっている．これは最適解において⽯油⽕⼒選択理由についての前節の仮説と⽭盾しない． 

 
Fig. 2-19 LNG ⽕⼒の最低出⼒・慣性⼒に関する制約の有無の総費⽤への影響および内訳 

(数値の単位は億円)  
「PV 供給の慣性⼒に関する制限無し」の項⽬は系統安定のための式(12)の制約を除いた場合

の最適化結果である．PV 出⼒に関する制約がなくなったことで⾵⼒および蓄電池の設備容量が
減少し MAC，総費⽤は低下している．Fig. 2-20 は需要最⼤⽇(8/21)の電⼒供給割合を慣性⼒に
関する制約の有無で⽐較したものである．制約がない場合，⽕⼒が最低出⼒まで下がることでよ

り多くの PV 導⼊が可能となり，結果として出⼒抑制がなくなっている．⼀⽅で⽕⼒発電出⼒は
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ダックカーブと呼ばれるパターンに近くなる．系統安定化のための PV 出⼒に対する制約がなく
なることはないと考えられるが，今後パワコンによる⼈⼯的慣性⼒や系統のより⾼度な制御に

よる制約の緩和は，再エネ導⼊に影響の⼤きい技術開発であることが⽰唆される． 

 
Fig. 2-20 需要最⼤⽇(8/21)の電源プロファイル (左：制約有り，右:制約無し) 
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Table 2-12 感度分析における最適化結果(100gCO2/kWh 制約) 
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 エネルギー貯蔵技術としての⽔素 

前節では，再エネの余剰電⼒対策として，蓄電池の効果を定量的に明らかにした．本節では⽔

素混焼技術を取り上げ，蓄電池と⽔素混焼とが選択可能な状況を想定し，⽔素混焼の効果を明ら
かにする． 

 評価⽅法 

1.2 節で述べたように，蓄電池を含む最適化のためのモデル化は，複数の研究に⾒られるが，
⽔素混焼を数理計画法により扱った例は⾒当たらない．以下，新たなモデルの構築，数式化のた

めに 2.1.1 節のモデルを拡張する． 

 電源構成モデル 

エネルギー貯蔵技術として蓄電池と⽔素混焼設備を設定した Fig. 2-21 に⽰す設備構成を想定
する．前節と同様に本設備構成を⽤い，様々な制約条件で，費⽤が最⼩となる設備構成および運
転状態について数理計画法を⽤い決定する． 

⽔素混焼の⼊出部は，変圧器，インバーター，⽔電解装置，圧縮機で構成され（単位は kW），
⾼圧タンクが貯蔵部となる（単位は kWh）．以後，この⼊⼒部，貯蔵部を合わせて⽔素混焼設備
と呼ぶ．貯蔵された⽔素は LNG ⽕⼒および⽯炭⽕⼒に送られ，混焼によって消費される．⽔素

混焼設備は⽕⼒発電設備への隣接設置とし，⽯炭⽕⼒および LNG ⽕⼒に専⽤の設備となる．こ
の想定により⽔素の輸送は考慮しない．𝑥1, 𝜂1は⽯炭⽕⼒⽤に繋がる⽔素混焼の⼊⼒部の設置量

お よ び 効 率 を ，𝑧1,# は 時 刻 𝑖に お け る ⽔ 電解 お よび 圧 縮 に 使 ⽤ され る 電 ⼒ 消費 を 表 す ．
𝑥é, 𝑜1,# , 𝑜é#, 𝑠é,#はそれぞれ貯蔵部の設置量，⽔素製造量，⽯炭⽕⼒へ送られる⽔素および⽔素残量
を⽰す．LNG ⽕⼒に隣接された⽔素混焼設備の各変数は𝑥è, 𝜂è, 𝑧è,#, 𝑥C, 𝑜è,#, 𝑜C#, 𝑠C,#である． 

 
Fig. 2-21 ⽔素混焼を含む設備構成とエネルギーフロー 

本研究のエネルギーモデルにおいて，外⽣的変数として扱う原⼦⼒と⽔⼒を除く全ての設備

の設置量は，0 を取りうる決定変数として扱う．このことは，グラスルーツからエネルギーイン
フラを新たに建設する場合に相当し，既存またはある状態からの増設の場合とは異なる．この理

由から新たな設置に制約のある揚⽔式⽔⼒は考慮していない． 

 ⽬的関数と制約条件 
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⽬的関数は前述の式(1)の設備費に相当する右辺第 1 項に⽔素混焼設備が加わる式(24)となる． 

𝐹(𝑿) ==𝐶𝐶% ∙ 𝑥%

*1

%?*

+=𝐶𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

*D

%?B

				𝑗 ∈ (1, ~13) (24) 

⽔素混焼技術を表現するために，前節 2.1.1(2)の制約条件に⽔電解による⽔素製造，⾼圧貯蔵お

よび⽔素混焼に関する制約が加わる．式(25)は同時同量に関する制約であるが，電⼒需要を表す
右辺に⽔素製造に消費される電⼒𝑧1,# , 𝑧è,#が加わる． 

=𝑦%,#

*1

%?*

= 𝐷𝑀# + 𝑧*,# + 𝑧1,# + 𝑧è,#		, 𝑖 ∈ (1~8760) (25) 

式(26)は⽔素製造のための電⼒𝑧1,#が貯蔵部の設置量(最⼤貯蔵量)と貯蔵量との差，つまり貯蔵
部受け⼊れ可能量を効率で除した値より⼩さいことを⽰す．(𝑥é − 𝑠é,#Q*)が⾼圧⽔素タンクの空
き容量を表し，この量を⽔電解の効率𝜂1で除した値が⽔電解に利⽤する電⼒の最⼤値となる．同

様な制約が LNG ⽕⼒⽤の⽔素混焼設備についても加わる．式(27)は⽔電解に利⽤する電⼒がそ
の設備の設置量(容量)以下となる制約である．  

𝑧1,# < r𝑥é − 𝑠é,#Q*s/𝜂1 
𝑧è,# < r𝑥C − 𝑠C,#Q*s/𝜂è 

(26) 

𝑧1,# < 𝑥1 
𝑧è,# < 𝑥è 

(27) 

式(28)は混焼のための⽔素供給量が貯蔵されている⽔素の量以下𝑠%,#Q*となる制約で，添字の𝑖 −

1は単位時間前の貯蔵量を意味する．⽔素の発電への供給量	𝑜%,#は⽕⼒発電の燃料必要量𝑦%,#/𝜂%

（出⼒を効率で除した値）に対し最⼤混焼⽐率𝑀𝑋%を乗じた値を最⼤とする式(29)の制約は⽔素
混焼の特徴である．式(30)は⽔素残量のエネルギー収⽀による制約である． 

𝑜é,# < 𝑠é,#Q* 
𝑜C,# < 𝑠C,#Q* 

(28) 

𝑜é,# < 𝑀𝑋B𝑦B,#/𝜂B 
𝑜C,# < 𝑀𝑋A𝑦A,#/𝜂A 

(29) 

𝑠é,# = 𝑠é,#Q* + 𝜂1𝑧1 − 𝑜é,# 
𝑠C,# = 𝑠C,#Q* + 𝜂è𝑧è − 𝑜C,# 

(30) 

PV の出⼒に関する制約である式(12)は，⽔素製造に利⽤される電⼒も考慮した式(31)で置き
換える． 

𝑟p=𝑦%,#

**

%?B

> 𝑦*,,# − = 𝑧%,#
%?*,1,è

 (31) 

 
⽔素混焼設備に関する諸元はアルカリ電解と⾼圧貯蔵を想定し既報 62)63)64)57)65)を参考に Table 

2-13 に⽰す値を基準とした．⽔素混焼設備における⼊⼒部には圧縮機を含み，⽔電解および圧
縮機の⼀般的な設備単価である$/(m3-H2/h)から変換効率を⽤い$/input-kW に換算した．また，
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タンクからの⽔素供給には残圧が必要なことから充電深度を 90%と設定した．最⼤⽔素混焼⽐
率𝑀𝑋%については，50%,75%,100%のケーススタディを⾏う． 

Table 2-13 ⽔素混焼設備の諸元 

 
 

 ⽔素混焼導⼊の効果 

 ⽔素混焼を含むエネルギーモデルの最適化 

エネルギー貯蔵技術として⽔素混焼設備（⽔電解・⾼圧貯蔵・混焼）を加え拡張したモデルに
よる最適化計算の⼀例を⽰す．前節の感度分析で基準とした 100gCO2/kWh の制約条件におけ
る最適化計算で得られた各設備の設置量𝑥%を Table 2-14 に⽰す．表の上段は最⼤需要を 1kW と

した時の下段は，九州地域の実際の需要に合わせた値で最適設備容量を⽰す．⽯炭⽕⼒はこの条
件では選択されない．LNG ⽕⼒に繋がる⽔素混焼設備がこの条件で蓄電池と共に選択されてい
る，つまり，100gCO2/kWh という制約条件では，⽔素混焼の選択が経済合理性を持つという解

釈となる．この条件において LNG ⽕⼒に繋がる⽔素混焼の設置量は⼊出⼒部，貯蔵部共に蓄電
池の半分以下の量である． 

Table 2-14 最適設備容量(100gCO2/kWh) 

 
この拡張したモデルは Table 2-15 の規模を持ち１回の最適化に数⼗分の計算時間を要する． 

Table 2-15 問題の規模 

 
 

ここで，モデルと最適化の検証について触れる．新規にモデルを構築した場合，モデルの整合

性，数式化およびコーディング過程の正確さの検証が必要となる．この検証作業は，最適化で決
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定された全ての変数をワークシートに吐き出し，ワークシート上で全ての制約条件が許容範囲
内で成⽴していることを確認することで⾏なっている．以下に，その⼀部を説明する．Table 2-16

は前述の最適化によって決定された全ての約 22 万変数を含むワークシートから，5 ⽉ 5 ⽇ 8〜
10 時の主な変数を抜き出したものである．例えば 8 時のデータについて同時同量に関する式

(25)の制約の検証を⾏うと，左辺の出⼒の合計は⾚い網掛けの合計 0.905，左辺は⻘い網掛けの
合計 0.905 で⼀致する． 

=𝑦%,#

*1

%?*

= 𝐷𝑀# + 𝑧*,# + 𝑧,,# + 𝑧è,#		, 𝑖 ∈ (1~8760) (25) 

⻩⾊の網掛けで，式(29)で⽰される⽔素混焼に関する制約を⾒ると，LNG ⽕⼒の出⼒𝑦A,#を発電

効率 50%で除した値は 0.156 であり，この値と⽔素供給量は⼀致している．これは最⼤⽔素混
焼⽐率𝑀𝑋Aを 100%に設定しているためである． 

𝑜C,# < 𝑀𝑋A𝑦A,#/𝜂A (29) 

紫の網掛けで，⽔素貯蔵に関するエネルギー収⽀の制約が確認できる．⽔素の残量𝑠C,#は１単位

時間前の残量𝑠C,#Q* 0.156 に，製造で⽤いた電⼒𝑧è 0.223 に効率𝜂è70%を乗じた 0.156 を加え，
混焼に供給した𝑜C,# 0.156 を減じた値 0.156 となっている．この 0.156 という値は⼊出⼒部の容
量に⼀致し，式(27)の制約も当然満たしている． 

𝑠C,# = 𝑠C,#Q* + 𝜂è𝑧è − 𝑜C,# (30) 

 このような検証を全ての制約について実施している．説明を省略した前節の最適化も同様で

ある． 

Table 2-16 最適解の抜き出し 

 
 

 最適設備容量と最適電源構成 

構築したモデルを⽤いて，最適設備容量および電源構成を求めることで，⽔素混焼の効果を定

量化する．前述の諸元を⽤い，CO２排出原単位について 370 から 50gCO2/kWh までの間を 25 
gCO2/kWh 刻みで最適化を実施した．CO２排出原単位毎の最適設備容量を Fig. 2-22 に⽰す．な

�� �� LNG �� ��� 
� �� PV ��

DM y7,i y8,i y9,i y10,i y11,i y12,i y13,i cui
13/05/05	08 0.465 0.000 0.078 0.000 0.125 0.036 0.000 0.587 0.000
13/05/05	09 0.482 0.000 0.078 0.000 0.125 0.036 0.000 0.370 0.428
13/05/05	10 0.494 0.000 0.078 0.000 0.125 0.036 0.165 0.827 0.119
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��

(LNG)
y1,i z1,i s2,i z3,i s4,i o4,i z5,i s6,i o6,i

13/05/05	08 0.079 0.217 0.195 0.000 0.000 0.000 0.223 0.156 0.066
13/05/05	09 0.096 0.000 0.088 0.000 0.000 0.000 0.223 0.156 0.156
13/05/05	10 0.000 0.513 0.550 0.000 0.000 0.000 0.223 0.156 0.156
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お，200gCO2/kWh 以上の制約ではエネルギー貯蔵装置は選択されない．蓄電池および⽔素混焼
の貯蔵部の設備容量を折れ線グラフで（単位は kWh），その他の設備容量は kW を単位として棒

グラフで⽰している．⽔素混焼は 200 gCO2/kWh 以下で選択され，⼊⼒部は徐々に増加するが，
貯蔵部はあまり変化が無く，100gCO2/kWh を下回ると急激に増加する．最適設備容量は経済的

に最も有利なインフラの設備構成を⽰すため，⽤いた諸元のコストや効率が達成されれば，
200gCO2/kWh 程度の社会要求に対して，⽔素混焼は蓄電池とともにその設置が経済合理的な解
決策となる．2030 年の我が国の⽬標が 370gCO2/kWh であることから 200gCO2/kWh の要求は

2040 年前後と予想される． 

 
Fig. 2-22 最適設備容量と CO2 排出原単位 

次に，最適解における各設備からの年間電⼒供給割合である最適電源構成と CO2 排出原単位

との関係を Fig. 2-23 に⽰す．⽐較として⽔素混焼が無い場合の結果(前節の Fig. 2-11)を併記す
る． 200gCO2/kWh 以下で蓄電池と共に⽔素混焼設備が選択され，75gCO2/kWh においては電
⼒需要の 5%を⽔素混焼が占める(LNG ⽕⼒発電に使⽤された燃料の約 24%)．図中，余剰電⼒

(電⼒需要の上部)のうち⽔素製造に使われた電⼒の占める⾯積(薄いピンク)に⽐べ混焼で供給
した電⼒の⾯積(濃いピンク)が極端に⼩さい．これは，⽔素製造の変換効率(70%)と LNG ⽕⼒

の発電効率(50%)とを掛け合わせた変換効率が 35%となるためである． 
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Fig. 2-23 総費⽤最⼩を与える電源構成（左：⽔素混焼有，右：⽔素混焼無） 
 
Table 2-17 には CO2 排出制約 150gCO2/kWh 以下における最適電源構成および設備容量を具

体的な値で⽰す(詳細なデータは付録 Table 0-1 参照)．最適設備容量は最⼤電⼒需要を 1kW，最

適電源構成は最⼤電⼒需要を 1kW とした時の値である．表中の網掛けは⾵⼒，PV が最⼤値に
達していることを⽰す． 

⽔素混焼が選択肢に加わることで，LNG ⽕⼒の設備容量，電⼒供給量ともに増加し，⽯油⽕
⼒の容量が減少する．LNG ⽕⼒の出⼒がある値以下に下げられないこと(最低稼働に関する制
約)が，再エネの系統への受け⼊れを制限することは既に述べた． LNG の出⼒が最低に張り付

いた状態で，余剰電⼒を利⽤して⽔素を製造し，混焼することで，間接的に再エネを利⽤する働
きを⽔素が担っている．⽔素混焼を利⽤した同様な発想は⽂献 17)にも⾒られるが，蓄電池との

競争環境において費⽤を最⼩化する最適設備容量として，このような構成および運転が選択さ
れることは，本研究から得られた重要な知⾒である． 
Table 2-17 最適設備容量と電源構成（⽔素混焼） 

 
⽔素混焼の設備容量は 75gCO2/kWh 制約で最⼤となり 60gCO2/kWh 制約では減少している

が，再エネの容量が上限に達しているため，⽔素混焼設備を減らし，より効率の⾼い蓄電池の容

量を増やすことが，60gCO2/kWh への主な対策となっていると考えられる．これは，再エネが
上限に達すると，エネルギー貯蔵技術における変換効率がより⾼い価値を発揮するということ
である． 

蓄電池および⽔素混焼設備の貯蔵時間(貯蔵部容量/⼊出⼒部容量)を⾒ると，100 gCO2/kWh
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までは蓄電池の⽅が⻑く，75 gCO2/kWh 以下において⽔素混焼設備の貯蔵時間の⽅が⻑くなっ
ているが，極端な差ではない．⼀般的に⻑時間貯蔵において⽔素が有⽤であることが認識されて

いるが，導⼊初期にこのように短時間貯蔵のニーズ(⽕⼒の最低稼働の緩和)があることは，⽔素
の⼀般的な認識と異なり，重要な知⾒である． 

75 gCO2/kWh における最適解から 1 ⽇，24 時間分の電源プロファイルを Fig. 2-24 に⽰す．
図の左の年平均とは 365 ⽇分の各時刻の値を平均したもので，需要最⼤⽇，需要最⼩⽇と併せ
て⽰す．横軸は時刻を縦軸は最⼤需要を 1 とした各設備の出⼒を表す．⿊の太線が電⼒需要を，

⿊の線の上部が余剰電⼒を，⿊の線と⻘の線との間が蓄電池の充電に使⽤され電⼒を，⻘の線と
ピンクの線との間が⽔素製造に使⽤された電⼒を⽰す．年平均では再エネの総発電能⼒に対し，

46%が直接供給され，31%が充電に，19%が⽔素製造に利⽤されており，出⼒抑制は 4%と⼩さ
い．需要最⼤⽇では，再エネ出⼒が⾼い時間帯は LNG⽕⼒が最低出⼒に近い運転となっている．
また，PV の急激な減少に伴う調整可能電源(⽕⼒発電，蓄電池)の出⼒上昇(ダックカーブ)が⾒

られるが，蓄電池の放電が機能することで LNG ⽕⼒の負荷が分散される形となっている．年平
均のプロファイルからも，15 時付近からの PV の減少に対して，蓄電池放電により LNG ⽕⼒の
出⼒上昇が抑えられていることがわかる． 

 
Fig. 2-24 最適電源構成における電源プロファイル(75gCO2/kW 制約) 

需要最⼩⽇では LNG⽕⼒は最低出⼒に張り付き，ほとんどの時間帯で⽔素を燃料としている．
LNG ⽕⼒の出⼒下限は最低稼働に関する式(6)と PV 受⼊に対する式(12)によって制約を受ける．

この下限制約が再エネおよび蓄電池放電の受⼊の限界となっている．⽔素混焼はこの下限にお
ける LNG 燃料を代替する形で導⼊されている．需要最⼩⽇の 4 時頃と 22 時頃のスパイク状の
放電は，⽔素製造に利⽤されている．予め⽔素製造に利⽤することで蓄電池残量を減らし，同時

にタンクに余⼒のある⽔素を製造する運転が選択されている． 
既に述べたが，この最適化は電⼒需要および再エネ出⼒が予め分かっている(完全な予測が可

能な)場合の解を与える．この性質から，蓄電池貯蔵を介して⽔素製造，混焼を⾏うなど設備が
最も効率的に利⽤された結果となっている． 
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蓄電池の放電と⽔素混焼における⽔素の供給について，年間を通してその傾向を⾒るために，
8760 時間分のデータを横軸に⽇付，縦軸に時刻を取り，その出⼒を濃淡で Fig. 2-25 に⽰す．蓄

電池(左)が，朝⼣に集中して放電されているのに対し，⽔素混焼(右)は夏場を除いて広い時間帯
で運転されている．このように蓄電池は時間シフト，⽔素混焼は⽕⼒の最低稼働時の燃料の代替

として主に利⽤され，それぞれ異なる形で再エネの余剰電⼒対策となっている．この分析も，蓄
電池と⽔素混焼が，エネルギー貯蔵技術として単純な競合技術となっていないことを⽰す． 

 
Fig. 2-25 蓄電池(左)と⽔素混焼(右)の出⼒⽐較 

 
75gCO2/kWh 制約における負荷率の度数分布を Fig. 2-26 に⽰す．横軸は負荷率，縦軸はその

負荷率で運転された時間の１年間における割合を表す．G3-NG は LNG ⽕⼒を表し，約 6 割の

時間が 20〜30%の低い負荷率で運転されており，これは多くの時間が最低稼働として設定した
20%で運転されていることによる．年間での設備利⽤率は 45%(図中 CF で⽰す)となっている．

⽯油⽕⼒(G4-Oil)はほとんどの時間停⽌状態で設備利⽤率 0.08%であるため 0%となっている．
蓄電池(SO-LIB)および⽔素混焼(H0-G3)はいずれも⼊出⼒部に関する値で，設備利⽤率がほぼ
同じ 20%程度となっているが，負荷率分布は異なる．⽔素混焼の場合，90%以上の負荷率で稼

働している時間が 20%近くになることから，オンオフに近い運転状態となっている． 
最適化によるこのような運転状態の予測はエネルギー機器の研究開発において重要な情報と

なる．例えば⽔電解装置においてオンオフに近い運転が要求されるため，そのような環境での使
⽤を前提とした開発が必須となる．また開発過程で明らかになった制限を最適化の制約条件に
加え再計算するなどよりシミュレーションの精度向上が期待される． 
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Fig. 2-26 各設備の年間負荷率分布（75gCO2/kWh 制約） 
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 総費⽤・限界削減コストへの影響 

⽔素混焼が選択肢となることによる総費⽤への影響を Fig. 2-27 に⽰す．図の横軸は CO2 排出

原単位，縦軸は九州地域の年間電⼒需要(91.9TWh)で換算した総費⽤を⽰す．⽔素混焼技術が選
択肢として加わることで 125gCO2/kWh 付近から総費⽤の増加が緩和されている．75gCO2/kWh

制約では，蓄電池だけをエネルギー貯蔵技術とした場合の 1.61 兆円/年に対し，⽔素混焼が選択
可能な場合に総費⽤は 1.48 兆円/年と，年間 1300 億円のコスト削減効果を⽰している． 

 
Fig. 2-27 ⽔素混焼のコストへの影響(CO2 制約と総費⽤) 

年間総費⽤の内訳を Fig. 2-28 に⽰す（年間電⼒需要 91.9TWh，100\/$で換算した値）．上部

⽩抜き部分が燃料費，下部が設備費である(維持費を含む)．CO2 制約の低下に伴い総費⽤に占め
る燃料費の割合が減少し，設備費の割合が増加する．75gCO2/kWh においては全体の 87%を設
備費が占める費⽤構成となるが，⽕⼒発電の合計設備費はほとんど変わらず，再エネおよびエネ

ルギー貯蔵設備の費⽤が増える形となっている．蓄電池では貯蔵部，⽔素混焼設備では⼊出⼒部
の占める割合が⼤きい． 

 
Fig. 2-28 年間総費⽤内訳 
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CO2 排出原単位と限界削減費⽤ MAC との関係を Fig. 2-29 に⽰す．破線はエネルギー貯蔵技
術無し，⻘は蓄電池のみ，ピンクは蓄電池と⽔素混焼有りを⽰す．⽔素混焼の有無により

150gCO2/kWh 以下の領域での差が現れ，100gCO2/kWh における MAC は，⽔素混焼の有無で
それぞれ$523, $734/tCO2，75 gCO2/kWh ではそれぞれ$782, $1645 とその差は⼤きくなる． 

 
Fig. 2-29 ⽔素混焼の MAC(CO2 限界削減費⽤)への影響 
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 感度分析 

⽔素混焼を含むモデルにおいても，設備費や効率等のパラメータの影響を⽐較するために感

度分析を⾏った．基準として⾵⼒，PV 共に上限に達し，年間総費⽤が急激に上昇する
75gCO2/kWh 制約の最適解を⽤いた．⽔素混焼設備における⽔素製造の効率を 70→80%，⼊⼒

部の設備費を-30%(775→542$/kW)，貯蔵部の設備費を-30%(18→12.6$/kWh)のうち１つの変
更を⾏なった場合の総費⽤への影響およびその内訳を Fig. 2-30 に⽰す．最適設備容量など最適
化の詳細なデータは Table 2-18 に⽰す．Fig. 2-30 は設備費および燃料費の増減を九州地域全体

の費⽤に換算し億円で表す．⽔素製造における変換効率の向上は蓄電池の設備減が主な要因で，
-173 億円/年の効果を⽣む(図の上)．この時，LNG ⽕⼒の設備容量の増加がみられるが，変換効

率の向上と⽔素混焼設備量の増加により，より多くの⽔素供給，それを利⽤する LNG ⽕⼒の設
備容量を増加させる結果が最適となったと考えられる． 

⽔素混焼の⼊⼒部のコスト減(図の中)は，-175 億円/年の効果と貯蔵部のコスト減(図の下)に

⽐べ総費⽤に与える効果が⼤きい．⽔素混焼技術の効率向上，コストダウンは主に蓄電池の設置
量を減らし全体の費⽤を押し下げる効果となっている． 

 
Fig. 2-30 ⽔素混焼設備諸元の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円)  

 
蓄電池の充放電効率を 81%→90%または貯蔵部の設備費を-30%(150→105$/kWh)とした時

の総費⽤への影響およびその内訳を Fig. 2-31 に⽰す．蓄電池の変換効率向上は，⾵⼒の設置量

減を蓄電池および⽔素混焼の設置量源が-403 億円/年の効果につながっている．また，蓄電池貯
蔵部のコスト減は⾃⾝の設備費⽤減を主な要因とし-485 億円/年の効果を⽣んでいる．この傾向

は性能向上が再エネや蓄電池の設置量減につながった⽔素混焼の場合と異なる． 
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Fig. 2-31 蓄電池の効率・貯蔵部の設備費の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円) 
 
⽕⼒発電で⽔素を混焼する際の最⼤⽐率を 100%から 75%, 50%と制限することによる総費⽤

への影響とその内訳を Fig. 2-32 に⽰す． 

 
Fig. 2-32 最⼤混焼⽐率の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円) 

最⼤混焼⽐率が 75%, 50%と制限されることでより多くの蓄電池と⽔素混焼貯蔵部の設備が

必要となり，総費⽤はそれぞれ 79 億円/年，246 億円/年の増加となる．最⼤⽔素混焼⽐率が下
がることで，単位時間に消費できる⽔素が減り，⽔素混焼貯蔵部が増加している（平均貯蔵時間

が⻑くなっている Table 2-18）． 
LNG ⽕⼒の発電効率 50→55%または最低出⼒ 20→10%の総費⽤への影響と内訳を Fig. 39 に

⽰す．LNG ⽕⼒の発電効率向上は，⾵⼒および蓄電池の設置量減が主となり，-737 億円/年の

効果を⽣む．この時，LNG ⽕⼒の効率向上で有利となる⽔素混焼は蓄電池に⽐べ容量の減少は
少ない．最低出⼒の低下では前節の感度分析と同様に，LNG ⽕⼒の増加と⽯油⽕⼒の現象が著
しい． 
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Fig. 2-33 LNG ⽕⼒の効率と最低出⼒の総費⽤への影響および内訳(数値の単位は億円) 
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Table 2-18 ⽔素混焼設備および蓄電池の最適設備容量に対する感度 
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 従来⼿法との⽐較 

調査した範囲で，⽔素混焼の定量的評価に関する先⾏研究は 1.2 節にあげた１件 17)であり，そ

の結果と本研究との⽐較を実施する．Table 2-19 は従来⼿法と本研究との違いをまとめたもの
である．従来⼿法は余剰電⼒の発⽣パターンを固定し，⽔素混焼設備を設置する場合の最適容量

を求めている．追加の再エネ設置や蓄電池の設置は選択肢になく，⽔素混焼設備の設置に限定し
ている点が特徴である． 

Table 2-19 従来⼿法と本研究の⽐較 

 
可能な限り既報の条件を本⼿法でトレースし，制約条件となる CO2 排出原単位を推定した(貴

⽅には記載なし)．推定値である 154gCO2/kWh を制約条件として，本⼿法で最適化を⾏なった

結果を Table 2-20 に⽰す．本⼿法の結果では，より少ない PV，年間総費⽤で同様な排出制約を
達成している．この時の⽔素混焼設備の容量は既報の 10 倍程度となっている(Table 2-20,Ⅱ)．  

Table 2-20 最適化結果の⽐較 

 
既報は，外⽣的に(定数として)与えられた⽔素混焼の貯蔵部容量に対する最適な⼊出⼒部の容量

を算出し，また，費⽤最⼩化が各時間に限定して⾏われている．本研究の⼿法では全ての設備が
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変数として扱われ，最適化も 8760 時間が同時に⾏われる．表の右端のカラム(Ⅲ)には蓄電池も
選択可能な状態での最適化結果も併せて⽰すが，より少ない PV，年間総費⽤で同じ排出制約の

達成が可能となっている．(Ⅰ)には既報と同程度の⽔素混焼設備が導⼊される条件を探索したも
のである．より少ない PV 設置において，同程度の⽔素混焼設備が選択される．貯蔵部と⼊出⼒

部との⽐である貯蔵時間は，既報と本研究の⼿法とで結果に⼤きな差は無い．これは，⽔素混焼
が⻑時間のエネルギー貯蔵⽬的ではなく，⽕⼒発電の下限における燃料を代替するために主に
使⽤された結果である．本研究の⼿法では複数の選択可能な技術から，最も経済的な構成を知る

ことができる．将来のエネルギーインフラを想定する場合には，技術の種類や制約に関して様々
な設定が可能である．最適電源構成を求める最適化の１技術として⽔素混焼を導⼊した本研究

の⼿法は，より⼀般化された⼿法となっている．  
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 第 2 章のまとめ 

系統電⼒への国内再エネの最⼤活⽤を図る前提で，余剰電⼒対策として⽔素混焼技術の定量

的評価を蓄電池との⽐較で実施した．再エネ余剰電⼒による⽔電解から得られる⽔素を前提と
した⽔素混焼の総合効率は 30%台と，80%を超える蓄電池の効率に⽐べ⼤幅に低く，国内再エ

ネ余剰電⼒対策としての⽔素混焼の価値は未知数であった．また，これまで⽔素は，より⻑時間
のエネルギー貯蔵で有利となる定性的評価にとどまり，経済的に選択される環境は明らかにさ
れていなかった． 

本章では，まず唯⼀のエネルギー貯蔵技術として蓄電池を組み込んだ電源構成モデルを構築
し，線形計画法(LP)により様々な CO２排出制約下で費⽤最⼩を与える最適電源構成を求めた．

その結果，200gCO2/kWh を下回ると最適電源構成に蓄電池が選択され，蓄電池を使わない場合
の急激な費⽤増加を緩和する蓄電池の効果を定量化した． 

次に，蓄電池と⽔素混焼を組み込んだエネルギーモデルを独⾃に構築し，線型計画法を⽤いて

検討を実施した．その結果，150gCO2/kWh 以下の制約において，⽔素混焼が最適解に蓄電池と
共に最適設備に含まれ，単純な競合とはならず，その出⼒に対する制約の違いから稼働する時間
帯も異なることを明らかにした．国内再エネの余剰電⼒対策として，⽔素の選択が経済的に成り

⽴つ環境が存在すること，その時の条件を定量化した意義は⼤きい． 
最適解の詳細な解析にから，いくつかの新たな知⾒が得られた．⼀つは，余剰が多く発⽣する

時間帯では，充電しながら放電するという⼀⾒変わった運転が解として得られたことである．こ
れは，系統の慣性⼒確保という問題が顕在化しつつある中，蓄電池によるこのような運転が，そ
の対策となりえることを⽰唆する．もう⼀つは，⼀旦，蓄電池に充電した電⼒を⽔素製造に⽤い

るエネルギー貯蔵技術の連携による効果的な運転である． 
また，感度分析から，パラメータの経済性に与える効果を定量化し，エネルギーモデルによる

システム全体の価値評価の重要性と，このような⼿法が技術課題の経済的効果測定に有⽤であ
ることを⽰した． 
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第3章 エネルギーセキュリティに関する検討 
今⽇，低炭素化へ向けたエネルギーに関する検討においては，3E+S で⽰されるエネルギーセ

キ ュ リ テ ィ (Energy security) ， 経済 効 率 性 の 向 上 (Economic efficiency) ， 環 境 へ の 適 合
(Environment)，安全性(Safety)の４つの因⼦を考慮することが求められる．この因⼦の中で環
境への適合については，CO2 価格の導⼊または CO2 削減量を制約条件とすることで環境と経済

性とを合わせた費⽤としての定量的評価が可能である．第 2 章においても，総費⽤を⽬的関数，
CO2 原単位を制約条件として費⽤最⼩化を⾏うことにより，経済性と環境適合性とを考慮した
定量的評価を⾏なっている．しかし，現状ではセキュリティを含め総合的に評価するための⼿法

が確⽴されていなない．従って，本研究の第 2 章も含め，これまでの研究から得られた最適電源
構成は，セキュリティも含めた最適解とは⾔えない． 

殆どの⼀次エネルギーを輸⼊に頼る我が国において，エネルギーセキュリティは極めて重要
な因⼦であり，セキュリティを統合した定量的評価が望まれる．本章ではこれまで独⽴した評価
に留まるエネルギーセキュリティーを，経済性および環境適合性に統合した評価について，その

⼿法を新規に開発し，現状および将来のエネルギー構成に関するケーススタディを実施するこ
とでその有⽤性を⽰す． 

 エネルギーセキュリティの費⽤化⼿法 

エネルギーセキュリティに関しては，⼀次エネルギーの構成と輸⼊相⼿国のリスク評価から
得られるセキュリティインデックスと呼ばれる値が，セキュリティレベルの評価に⽤いられて

いる 28)29)30)31)．本研究では⼤きく変化するエネルギー構成に対応可能な評価⼿法の開発を⽬的と
して，リスクの費⽤化について検討を⾏った．具体的にはリスクの変化(セキュリティインデッ

クスの変化)に対し⼀次エネルギーの備蓄⽇数の増減で対策可能という前提に⽴った評価⼿法を
提案する．  

 セキュリティインデックスと備蓄⽇数 

エネルギーセキュリティ上のリスクを受け⼊れ可能な程度に緩和するための対策として，⽯
油備蓄に代表される⼀次エネルギーの備蓄が⾏われている．備蓄の費⽤は，⼀般に設備費，維持
費，運搬費，陳腐化費⽤の合計で⽰される 66)．セキュリティレベルに応じて必要とされる備蓄量

を決定できれば，異なるエネルギー構成に対応するセキュリティ費⽤の算出が可能となる．そこ
でまず，エネルギー構成から決定されるセキュリティインデックスと必要な備蓄⽇数との関連

付けを⾏う．得られた備蓄⽇数に対応する設備費，維持費，運搬費，陳腐化費⽤から，エネルギ
ー構成に対応するエネルギーセキュリティ費⽤の算出を試みる． 
セキュリティレベルの測定に，調達先の地政学的リスクを加味した重み付き HHI(ハーフィン

ダール・ハーシュマン指数)を⽤いる⽅法が，セキュリティインデックスとして広く採⽤されて
いる 28)．燃料種𝑗の調達相⼿国𝑖からの調達⽐率を𝑟%,#（∑ 𝑟%,## = 1），調達相⼿国のリスク重みを𝑤#
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とすると，燃料種𝑗の安全保障に関する寡占指数𝐸𝑆𝑀𝐶%(Energy Security Market Concentration)
は式(32)で⽰される．燃料種ごとおよび全体のエネルギーセキュリティインデックス𝐸𝑆𝐼% , 𝐸𝑆𝐼は，

エネルギー全体に占める燃料種𝑗の⽐率𝑅%を⽤い式(33), (34)で⽰される 30)．調達相⼿国ごとに異
なるリスク重み𝑤#は，World Bank が策定した指標 32))を基にする OECD/IEA ⽅式を本検討では

⽤いる．（各国のリスク重の値は付録の Table 0-4, Table 0-5 参照） 

𝐸𝑆𝑀𝐶% ==r𝑤#𝑟%,#, s
#?*

 (32) 

𝐸𝑆𝐼% = 𝐸𝑆𝑀𝐶%𝑅% (33) 

𝐸𝑆𝐼 ==𝐸𝑆𝐼%
%?*

 (34) 

Table 3-1 に我が国の⽤途𝑘，燃料種𝑗ごとの 2014 年⼀次エネルギー消費実績 67))	𝑄%,ì，燃料種
の⽐率𝑅%，輸⼊先のリスク重み 32))，調達⽐率 68))69))70))から式(32)〜(34)を⽤いて求めた寡占指数
𝐸𝑆𝑀𝐶%およびセキュリティインデックス𝐸𝑆𝐼%を⽰す．燃料種は天然ガス，⽯油，⽯炭，再エネ他

の分類とし，主に原⼦⼒と再エネからなる再エネ他の𝐸𝑆𝑀𝐶%は，その性質上 0 とみなす．⽤途の
分類は電⼒，輸送，その他とし，その他には化学原料や鉄鋼原料として使⽤される資源が含まれ

る．この⽅法で得られた𝐸𝑆𝑀𝐶%は，⽯炭>⽯油>天然ガスとなり，⽯炭がリスクの低い資源との
⼀般的な認識と⼀致しない．これは調達の容易さ，⽣産能⼒，可採埋蔵量等が𝐸𝑆𝑀𝐶%に考慮され
ていないことが原因と考えられる． 

Table 3-1 ⽇本における⼀次エネルギー供給とセキュリティインデックス(2014 年) 

 
世界各国で，エネルギーセキュリティに関するリスクへの直接的な対策として，燃料備蓄が実

施されている．この備蓄量とセキュリティインデックスの間に相関があれば，リスクのレベルか
ら必要とする備蓄量の関係が得られることになる．そこで，IEA 加盟国におけるセキュリティイ

ンデックスと貯蔵量との関係についてデータが得られたと天然ガス 28)) 68))と⽯油 69))71))について
調査を⾏った．対象を⾃給率 70%以下の IEA 加盟国とし，結果を Fig. 3-1, Fig. 3-2 に⽰す（塗
りつぶしは⽇本）． 

⽯油において相関が⾒られない理由は，IEA が課す備蓄義務を基に各国の備蓄政策がとられ
ている結果と考えられる．⼀⽅で天然ガスでは，オーストリアやトルコといった直線から離れた

Power Trans
portation Others Total

LNG 3459 1604 5063 0.25 0.18 0.05
Oil 1108 3896 3302 8306 0.41 0.26 0.11
Coal 3020 2097 5117 0.26 0.52 0.13
REN,
others

1324 178 70 1572 0.08 0.00 0.00

Total 8911 4074 7073 20058 0.28

Primary	energy	consumption,
Q j,k	/	1015J R j ESMC j ESI j
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プロットも⾒られるが，全体に右上りの傾向が⾒られる．天然ガスは⽯油と異なり，各国が独⾃
の判断で備蓄を⾏っている．このような各国の判断で決定される⾃由な環境では，リスクの程度

に対応して貯蔵量を増減させる⾏動が起こると⾒ることができる．  
 

 
Fig. 3-1 IEA 加盟国における⽯油備蓄量とセキュリティインデックス 

 
Fig. 3-2 IEA 加盟国における天然ガス備蓄量とセキュリティインデックス 

燃料種によって，セキュリティインデックスの値とリスクに対する感覚に差があることを述
べた．⽯炭・⽯油では，定量化に⼗分なデータが得られないことから，天然ガスに⾒られるセキ

ュリティインデックスと備蓄⽇数との相関が⾃由な環境においては全ての燃料種に当てはまる
と仮定し，備蓄⽇数𝑡%を式(35)に⽰す𝑒𝑠𝑖%の関数として定義する．この⽐例定数𝑎を以後，備蓄係

数と称する．なお𝑒𝑠𝑖%は⽤途を考慮したセキュリティインデックスを表し式(36)で定義する．こ
こで𝑞%,ìは⽤途 k に占める燃料種 j の割合，𝑣ìはエネルギー消費全体に占める⽤途 k の割合であ
る． 

𝑡% = 𝑎 × 𝑒𝑠𝑖% (35) 

𝑒𝑠𝑖% = 𝐸𝑆𝑀𝐶% =(𝑣ì𝑞%,ì,

ì?*

) (36) 

⼀次エネルギーおよび⽤途の分類⽅法が異なる場合においても，現状の備蓄⽇数をその分類

⽅法で得られた𝑒𝑠𝑖%で除することにより備蓄係数は算出できるため，本定義は⽤途の分類⽅法に
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よらない⼀般化されたものである．本検討では，調達相⼿国のリスク重みおよび調達⽐率は変化
しないとするため，備蓄⽇数𝑡%はエネルギー構成から決定される𝑞%,ìと𝑣ìの関数となる．Table 3-1

のエネルギー構成から求めた𝑞%,ì, 𝑣ì, 𝑒𝑠𝑖%および現状の貯蔵⽇数 72)を Table 3-2 に⽰す．我が国
のセキュリティ対策としてのエネルギー貯蔵には，様々な解釈が可能であるが，本検討では，
Table 3-2 中の天然ガスおよび⽯炭の貯蔵⽇数は流通在庫⽬的であり，⽯油備蓄が全てのセキュ
リティ対策を担っているとの仮定に⽴ち，式(35)より，170/∑𝑒𝑠𝑖%で得られる 1341 を以後，備
蓄係数として⽤いる．備蓄係数を⼀定とすることは，我が国において，今後⼀次エネルギー構成

が変化した場合，その構成から計算される𝑒𝑠𝑖%に 1341 を乗じた⽇数の備蓄を⾏えば，現状と同じ

レベルにリスクが緩和されている(受け⼊れ可能)と判断することと等価である． 

Table 3-2 ⽇本のセキュリティインデックスの試算結果(2014 年) 

 
 

 備蓄⽇数の費⽤化 

備蓄の費⽤を資本費，維持費，運搬費⽤，陳腐化費⽤の合計とする 66))．このうち運搬費⽤は

備蓄という性格上 0 とみなす．陳腐化費⽤については備蓄期間の蒸発などによる直接的な損失
と資源価格の変動リスクに対する対策費を考慮する．資本費及び維持費について，公開情報
34)9)73)74)から⼀⽇当りの費⽤に換算した結果を Table 3-3 に⽰す．換算には設備費(CAPEX),設備
寿命：30 年，割引率：5%，年間維持費：建設費の 1%と式(2)を⽤いた．𝐶𝐶𝐴𝑃%の値は 1 ⽇当た
り，GJ 当たりとし，CAPEX については，⽯油は 3 点の，LNG については 30 万 kL 以上の施設

5 点の平均とした．⽯炭については容積当りの建設費を⽯油と同等とし，熱量換算により設定し
た． 

Table 3-3 備蓄設備の設備費と維持費 

 
燃料を⼀定期間備蓄することで⽣じる将来の価格変動リスクへの対策費⽤は，燃料を購⼊し

た価格と同じ価格で備蓄⽇数後に売る権利（プットオプション）を購⼊する費⽤として⾒積もっ

Power Trans-
portation Others

LNG 0.39 0.00 0.23 0.015 14
Oil 0.12 0.96 0.47 0.069 170
Coal 0.34 0.00 0.30 0.042 30
REN,	others 0.15 0.04 0.01 0.000

v k 0.44 0.20 0.35 Σesi j 	= 0.1268

Energy	configuration,	q j,k
esi j

Stock
days

Unit LNG Oil Coal
CAPEX $/kL 2498 802 802

CCAP j $	/GJ/d 0.0182 0.0035 0.0079
O&M $/GJ/d 0.0028 0.0005 0.0012
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た．ブラックショールズの理論によれば，配当無しのプットオプションの価値𝑉ïñóは以下の式(37)
〜(40)で⽰される 75)．ここで S , K, r, t はそれぞれ現在価格，⾏使価格，無リスク⾦利，⽇数で，

𝑁(𝑑)は標準正規分布（平均=0, 分散=1）の累積分布関数である．σは価格ボラティリティで，
価格の前⽇⽐の⾃然対数の⼀定期間における標準偏差と定義されている． 公開情報 76))から

2012 年 1 ⽉ 1 ⽇〜2015 年 12 ⽉ 31 ⽇の天然ガスと⽯油の価格ボラティリティを計算すると，
天然ガス 0.0278，⽯油 0.0190，⽯炭 0.0115 となる．購⼊価格と同額で t ⽇後に売る⾦利 0 の場
合のプットオプションの価値は式(41)(42)となる． 

𝑉ïñó = −𝑆 ∙ 𝑁(−𝑑*) + 𝐾 ∙ 𝑒Qôó𝑁(−𝑑,) (37) 

𝑑* =
ln ú𝑆𝐾ù + û𝑟 +

𝜎,
2 † 𝑡

𝜎√𝑡
 (38) 

𝑑, = 𝑑* − 𝜎√𝑡 (39) 

𝑁(𝑑) =
1
√2𝜋

£ 𝑒Q
{§
,

•

Q∞
𝑑𝑥 (40) 

𝑉ïñóD = 𝑆{𝑁(−𝑑,) − 𝑁(−𝑑*)} (41) 

𝑉ïñóD = 	
𝑆
√2𝜋

£ 𝑒Q
{§
,

®√ó/,

Q®√ó/,
𝑑𝑥 

(42) 

前述の設備寿命に⽐べ想定する備蓄期間は 1 年程度と短いことから，簡略化を優先し⾦利を 0

とした．また，365 ⽇程度を備蓄⽇数とした場合，式(42)の定積分の範囲±𝜎√𝑡/2は上記ボラテ
ィリティでは約±0.27 であり，この範囲の累積分布関数はほぼ直線と⾒なせる．よって，累積分

布関数の微分である確率密度関数の𝑥 = 0における値1/√2𝜋を⽤い，式(43)による代替を⾏う． 

𝑉ïñóD =
𝑆𝜎
√2𝜋

√𝑡 (43) 

近似式(43)とブラックショールズ式(42)とを⽤いた計算結果の差は Table 3-4 に⽰すように，
⼗分に⼩さい． 

Table 3-4 近似式とブラックショールズ式との⽐較 

 
価格変動リスクに対する本提案は，オプションとしての性格上，権利⾏使しない価値も含まれ

ることから価格変動リスク対策費⽤としては⾼めの値となることに注意が必要である． 
直接的な損失であるボイルオフは，LNG における回収⽤コンプレッサーの併設を考慮し，コ

ンプレッサーの消費電⼒を費⽤に換算する．具体的にはタンク内でのボイルオフの発⽣量とし

Black–
Scholes

Approxi-
mation

Black–
Scholes

Approxi-
mation

25 0.056 0.055 0.038 0.038
50 0.078 0.078 0.054 0.053
100 0.111 0.110 0.076 0.076
365 0.210 0.211 0.144 0.144

Stock,
days

Natural	gas	(σ =0.0278) Crude	oil	(σ =0.0190)
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て 0.15%/day 77) 78)，回収に必要な電⼒として 3082kWh/t-LNG79))を採⽤した．Table 3-5 に陳腐
化費⽤に関する定数を⽰す． 

Table 3-5 陳腐化費⽤に関する定数 

 
ここまでの定義から，式(44)に⽰すように備蓄⽇数𝑡%に⽐例する資本費，維持費，ボイルオフ

（右辺第１項）と，™𝑡%に⽐例する価格変動対策費（右辺第２項）との合計として燃料種ごとに

セキュリティ費⽤𝐶𝑆%が決定される． 

𝐶𝑆% = r𝐶𝐶𝐴𝑃% + 𝐶𝑂𝑀% + 𝑆% ∙ 𝐶𝐵𝑂𝐺%s𝑡% +
𝑆%𝜎%
√2𝜋

™𝑡%  (44) 

 

  

LNG Oil Coal
Boil	off d-1 0.15% 0% 0%

CBOG j GJ-1d-1 0.0007 0 0
Volatility σ 0.0278 0.0190 0.0115
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 現状および 2030 年のエネルギー構成の評価 

 現状のエネルギーセキュリティ費⽤ 

まず，セキュリティ費⽤の規模を把握するために，式(44)から⽇本における現状(Table 3-1, 
Table 3-2)の費⽤を算出した結果を Fig. 3-3 に⽰す．計算には燃料価格として Table 3-7 に⽰す 

2000〜2016 年の平均 44))， 換算レートとして 100\/$を⽤いた．上段は燃料種ごとの年間費⽤総
額，下段は熱量当りの単価を表す．⽯油備蓄によるセキュリティ費⽤は年間 1.34 兆円と⾒積も
られ，この額は化⽯燃料の年間総輸⼊額 14.0 兆円の 9.6%の規模である．LNG および⽯炭につ

いては流通在庫と考えられるが，その費⽤は 14 ⽇分の LNG で$0.76/GJ および 30 ⽇分の⽯炭
で$0.34/GJ とそれぞれ燃料単価の 8%，13%に相当する． 

 
Fig. 3-3 ⽇本におけるセキュリティ費⽤の試算 

⽯炭に⽐べ相対的に燃料価格および価格ボラティリティの⾼い LNG，⽯油では在庫または備
蓄費⽤に占めるプットオプション費⽤の割合が 50%を超える．そこで，年間セキュリティ費⽤
に対する備蓄⽇数，燃料価格およびボラティリティの感度分析を⾏った結果が Table 3-6 であ

る． 
𝜎 = 0は価格変動リスクを考慮しない場合のセキュリティ費⽤であり，ボイルオフが無視でき

る⽯油では燃料価格の影響を受けない．燃料価格，ボラティリティ，貯蔵⽇数は積の形となって

いるため，⼀つの因⼦が⼤きくなるほど他の因⼦の感度が⾼くなる性質となる．現状の⽯油によ
る備蓄の費⽤は価格変動リスクを考慮しない 0.58 兆円/年からプットオションを価格変動リス

ク対策とした 1.34 兆円/年の範囲にあると⾒積もられる． 
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Table 3-6 年間セキュリティ費⽤に対する燃料価格およびボラティリティの感度 

 

 ⽯炭転換のエネルギーセキュリティへの影響 

発電分野において⽯炭⽕⼒は LNG ⽕⼒との⽐較で，CO2 排出は⼤きいものの，経済性に優れ

エネルギーセキュリティ上，⼀定量の稼働は必須であると広く認識されている．そこで⽯炭⽕⼒
のエネルギーセキュリティへの寄与を定量的に評価するため，本費⽤化⼿法を⽤い⽯炭⽕⼒を
LNG ⽕⼒へ置き換える場合について検討を⾏った． 

kWh 基準の電源構成⽐率を𝑥%とすると(∑𝑥% = 1)，電⼒⽤途における⼀次エネルギー消費𝑄%,*
は発電効率𝜂%を⽤い(45)で⽰される． 

𝑄%,* = 3.6𝐸Z≠ózÆ ∙ 𝑥%/𝜂% (45) 

𝑥RØ∞ = 𝑥RØ∞D + 𝑥±≠zÆD ∙ 𝑦 

𝑥±≠zÆ = 𝑥±≠zÆD (1 − 𝑦) 
(46) 

LNG および⽯炭⽐率𝑥RØ∞, 𝑥±≠zÆは⽯炭転換率𝑦を⽤い式(46)で定義する．𝑥RØ∞D , 𝑥±≠zÆD は基準となる

電源構成⽐率で過去実績 2000〜2014 年 67)の平均を⽤いた．発電効率は 2014 年の電源構成⽐率
および⼀次エネルギー供給実績 67)から求めた値で，⽯油については絶対値が⼩さく収⽀が合わ

ないため，⽯炭⽕⼒と同等と置いた．設備費は 2 つの既報 34)80)の平均を採⽤した．これら諸元を
Table 3-7 に⽰す 

Table 3-7 諸元 

 
総発電電⼒量𝐸Z≠ózÆ⼀定で，式(35)，(36)，(45), (46)から得られた⽯炭転換率と備蓄⽇数との

関係を Fig. 3-4 に⽰す．⽯炭転換率 0%上のプロットは備蓄・在庫⽇数の実績である．現状にお

ける LNG および⽯炭の実績値は，式(35)からの計算値（図中の線）より⼩さく，この差から⽣
じるリスクは計算値を上回る⽯油備蓄⽇数で対策されている解釈となる． 

Oil	price

σ 	=	0 σ 	=	0.019 σ 	=	0 σ 	=	0.019
4.65 0.29 0.56 0.58 0.96
9.31 0.29 0.83 0.58 1.34
18.61 0.29 1.37 0.58 2.11

Annual	security	cost,	1012	JPY/y
t	=	85d t 	=	170d

$/GJ

Fuel	price,
S j

CO2	factor,
CC j

CAPEX,
CE j

$/GJ t-CO2/GJ $/MWh
LNG 0.355 9.14 0.0494 48% 17.7
Oil 0.097 9.66 0.0684 41% 26.7
Coal 0.265 2.67 0.0910 41% 36.1
Ren,
Others 0.283

Electrici
ty	share,

x 0

Efficiency
η j
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Fig. 3-4 LNG から⽯炭への燃料転換による必要備蓄⽇数の変化 

Fig. 3-5 は Fig. 3-4 に対応するセキュリティ費⽤を⽰している．この値は⽯油備蓄による代替

ではなく燃料毎に備蓄を実施した場合の費⽤である．以後のケーススタディも燃料毎にそれぞ
れ備蓄を持つ前提で実施した．⽯炭転換率 0%，つまり現状の構成で，燃料毎に備蓄した場合の

セキュリティ費⽤は合計で 1.72 兆円/年と，全てを⽯油備蓄で対策した場合の 1.34 兆円/年(Fig. 

3-3)を上回る．この差が⽯油備蓄の経済性と考えられる．⽯炭⽕⼒転換率 50%における総セキ
ュリティ費⽤は 2.04 兆円と 0.31 兆円の増加となる．この費⽤増を転換によって増加した LNG

量で除した値は$2.4/GJ となり，セキュリティを維持した⽯炭転換にはこの値を発電コスト差に
加えた費⽤が発⽣することになる．この発⽣する費⽤と CO2 削減との関係を⾒るため，CO2 価

格5を組み⼊れた⽯炭⽕⼒転換の検討を⾏った．評価は，式(47)で⽰される総費⽤の増減∆𝐶𝑇を異
なる CO2 価格において計算することで実施した． 

 
Fig. 3-5 LNG から⽯炭への燃料転換のセキュリティ費⽤への影響 

                                                   
5 本論⽂の CO2 価格は，市場取引価格や限界削減費⽤と等価な値である．IEA の 450 シナリ

オ 44)では，100$/tCO2(2030 年)，140$/tCO2(2040 年)が⽇本を含む先進国の値として予想され

ている． 
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∆𝐶𝑇 = 𝐶𝑇 − 𝐶𝑇D (47) 

		𝐶𝑇 = 𝐶𝑆 + 𝐶𝐸 + 𝐶𝐶 (48) 

𝐶𝑆 ==𝐶𝑆%
%

=𝑄%,ì
ì

 (49) 

𝐶𝐸 = 𝐸Z≠ózÆ=r𝐶𝐸% + 3.6 ∙ 𝑆%/𝜂%s𝑥%
%

 (50) 

𝐶𝐶 ==𝐶𝐶% ∙ 𝑄%,*
%

 (51) 

式(48)に⽰す総費⽤𝐶𝑇はセキュリティ費⽤ CS，発電費⽤𝐶𝐸，CO2 費⽤𝐶𝐶の合計である．電⼒

以外のエネルギー構成は⼀定とし，基準となる電源⽐率𝑥Dにおける総費⽤𝐶𝑇Dとの差を⽤いるた
め，CO2 費⽤は電⼒分野のみを考慮している．Table 3-7 に⽰す諸元における⽯炭⽕⼒の⽐率に
対する総費⽤の変化を Fig. 3-6 に⽰す 

 
Fig. 3-6 総費⽤と⽯炭⽕⼒⽐率 

CO2 価格が$0/t- CO2 では，⽯炭⽕⼒⽐率 50%付近で，$150/t- CO2 では，10%付近で総費⽤
が最⼩となる．現状の⽯炭⽕⼒⽐率 26.5%という値は CO2 価格を$79/t- CO2 とした時に総費⽤

最⼩を与える構成に近い．このことは，CO2 削減コストとして$79/t- CO2 以下の削減⽅法が他
にない場合に，⽯炭⽕⼒転換による CO2 削減策が有効な⼿段であることを意味する． 

CO2 価格として$79 および$150/t- CO2 における総費⽤最⼩を与える解の詳細を現状との⽐較
で Table 3-8 に⽰す．⼀次エネルギー消費の合計が減少しているが，これは⽯炭と LNG ⽕⼒と
の発電効率の差による．CO2 価格が$150/t- CO2 では，LNG ⽕⼒の増加に伴い必要な備蓄⽇数

は約 2 倍となっている．この結果は燃料毎に備蓄を実施する前提で得られたものであるが，現状
と同様に⽯油備蓄により対策することの是⾮は，⽯油⽕⼒の低い割合などから，さらなる議論が

必要である． 
現状の⽕⼒発電構成に定量的解釈を与える CO2 価格に対するボラティリティ，LNG 価格，⽯

油価格の感度分析を⾏った結果を Table 3-9 に⽰す．LNG 価格に⽐べ，⽯油価格の感度は鈍い．
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𝜎 = 0は全ての燃料で価格変動リスクを無視した場合の評価であり，価格変動リスクを考慮した
場合に⽐べ 2 割程度低い値となる． 

Table 3-8 計算結果 

 
 

Table 3-9 CO2 価格と燃料価格の感度 

 
Fig. 3-6 において，最⼩値を与える⽯炭⽕⼒の⽐率（最適⽯炭⽕⼒⽐率）を様々な CO2 価格と

LNG 価格で計算した結果が Fig. 3-7 である．等⾼線が最適⽯炭⽕⼒⽐率を，塗潰しのプロット

は CO2 価格が$79/t- CO2，LNG 価格が $9.14/GJ における最適⽯炭⽕⼒⽐率が現状の 26.5%で
あることを⽰す．この計算において，⽯油⽕⼒⽐率は⼀定とした．等⾼線がほぼ等間隔であるこ
とから最適⽯炭⽕⼒⽐率は LNG 価格に対して正の⽐例，CO2 価格に対して負の⽐例と⾒なせ

る．LNG 価格を$9.14/GJ-LNG で固定し，CO2 価格を増加させた場合，プロットから垂直⽅向
に最適⽯炭⽕⼒⽐率は徐々に減少しながら，$175 t- CO2 付近で 0 となる．このような徐々に変

化する挙動はセキュリティを無視した場合とは異なる．セキュリティ無視の場合には単純にあ
る⼀定の値（発電コスト差を CO2 原単位差で除した値）を境に，最⼤値と 0 が⼊れ替わる形と
なる． 

Current
79 150

LNG 35.5% 35.6% 53.3%
Oil 9.7% 9.7% 9.7%
Coal 26.5% 26.4% 8.7%
REN,	Others 28.3% 28.3% 28.3%
LNG 5063 5071 6798
Oil 8306 8306 8306
Coal 5117 5107 3086
REN,	Others 1572 1572 1572
Total 20058 20057 19762
LNG 21 21 43
Oil 93 93 94
Coal 57 57 26

Stockpile,	t j
days

Optimized	results
CO2	Value,	$/t-CO2

Power	config
x j

Total
primary
energy

consumption,
PJ/y

LNG	price
S LNG
$/GJ σ 	=	0 σ 	=	0

7.31 30.9 41.6 30.9 42.1
9.14 64.4 78.7 64.4 79.1
10.97 98.0 115.7 98.0 116.2

S oil 	=	$9.66/GJ S oil 	=	$19.31/GJ
Equivalent	CO2	value,	$/t-CO2
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Fig. 3-7 LNG 価格および CO2 価格の感度 

ここまでの評価は，燃料価格，発電効率，価格ボラティリティなど，計算に⽤いる諸元に依存
するものの，セキュリティの費⽤化によって CO2 価格も含め，費⽤という⼀つの指標でエネル

ギー構成に関する定量的な議論を可能にする． 
 

  2030 年エネルギーミックスの評価 

2015 年 7 ⽉に策定された「⻑期エネルギー需給⾒通し」2)の⼀次エネルギー供給と電源構成
より想定したエネルギー構成を基に前節と同様のケーススタディを⾏った．燃料価格は New 

Policy Scenario44)による 2030 年値を，発電効率は 2 つの既報 34)80)の 2030 年予測の平均を採⽤
した(Table 3-10)．2030 年においても調達相⼿国のリスク重みおよび調達⽐率が変化しない前
提で寡占指数𝐸𝑆𝑀𝐶%，その他のパラメータの変更はない． 

Table 3-10 2030 年想定の諸元 

 
⽯油⽕⼒を固定し，⽯炭⽕⼒⽐率を変化させた場合の総費⽤差を Fig. 3-8 に⽰す．2030 年想

定の電源構成𝑥Dが総費⽤最⼩を与える CO2 価格は$74/t- CO2 と評価される．価格変動リスクを

考慮しない場合(𝜎 = 0)は$63/t- CO2 となり，2014 年ケースとほぼ同様の評価となった．Fig. 3-9

は最適⽯炭⽕⼒⽐率に対する CO2 価格と LNG 価格の感度分析の結果を⽰す．前項のとの⽐較
で 2030 年ケースは等⾼線が右下に移動し，間隔が狭くなっている．これは 2030 年の電源構成

における再エネ・他の割合が 28%から 44%へ増加していることが主な原因である．図中の太線

Fuel	price,	S j
$/GJ

LNG 0.267 11.28 55%
Oil 0.030 17.28 42%
Coal 0.264 2.96 44%
Ren,	Others 0.439

Electricity
share,		x 0

Efficiency
η j
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は LNG 価格$11.28/GJ における⽯炭⽕⼒⽐率が 0 となる限界点を⽰し，範囲は価格変動リスク
を考慮しない場合(𝜎 = 0)と考慮した場合の幅である． 

 
Fig. 3-8 総費⽤と⽯炭⽕⼒⽐率(2030 年) 

 
Fig. 3-9 LNG 価格および CO2 価格の感度(2030 年) 

感度分析では，⽯炭価格は固定である．⽯炭と LNG の価格変動にある程度のリンクが存在す
ることを考慮すると，最適⽯炭⽕⼒⽐率を与える等⾼線の傾きは，より緩やかになる．また，価
格変動リスク対策としてプットオプション価値を当てることがセキュリティ費⽤として⾼めの

値になることは既に述べた．これらから，2030 年を想定した場合，CO2 価格として⾼くとも
$160/t-CO2 付近が⽯炭⽕⼒の稼働の限界点と考えられる．  
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 エネルギーセキュリティを考慮した最適電源構成 

前節は，エネルギーセキュリティの費⽤化⼿法の開発を⽬的としているため，追試を容易にす

る⽬的で，⼀つの変数についてのみ最適化を⾏う簡易な⽅法を採⽤した．本節では，第 2 章と同
様に，複数の変数を対象とした最適化を，エネルギーセキュリティを統合して実施するために，

新たなモデルおよび⼿法を構築し，最適化を実施した．⽬的関数が⾮線形になるなど，複雑化す
る問題に対する最適化⼿法についても検討を加えた． 

 最適化⽅法 

全ての設備容量を決定変数とした最適化 (第 2 章で⽤いた⼿法)に，エネルギーセキュリティ
を統合した場合，式(44)が備蓄⽇数の平⽅根™𝑡%を含むため⾮線形計画問題となり，⼀般に，実⽤

的な時間で解が得られない．この課題に対し，計算⼿法の検討を実施した．第 2 章で⽤いた⼿法

が 1 年分の全ての変数を同時に解く最適化であったのに対し，時間毎に費⽤最⼩化を⾏い，その
操作を 8760 時間分繰り返す点が異なる． 

 ⾮線形関数を導⼊した最適化 

本検討では，2.2 節の設備構成(Fig. 2-21)を⽤いる．本検討のエネルギーモデルでは，全て設
備が連続的な設備量を取れる 1 台/1 技術からなり，発電効率𝜂%は出⼒𝑦%,#に依存せず常に⼀定と
仮定している． 

 
Fig. 2-21 ⽔素混焼を含む設備構成とエネルギーフロー 

ある時間𝑖に限定した場合，費⽤が最⼩となる各設備の出⼒𝑦%,#は，燃料費が最⼩となる出⼒に
等しい．この時，設備設置量𝑥%は固定である．ある時間𝑖の燃料費を𝐶𝑄#とすると，燃料単価𝐶𝐹%，
燃料供給量𝑞%,#，出⼒は式(52)の関係となる． 

𝐶𝑄# ==𝑐𝑞%,#

*1

%?*

 

𝑐𝑞%,# = 𝐶𝐹% ∙ 𝑞%,# = 𝐶𝐹% ∙ 𝑦%,#/𝜂% 

(52) 

燃料単価𝐶𝐹%および発電効率𝜂%は⼀定であるため，𝐶𝐹%/𝜂%(時間当たり出⼒当たりの燃料費に相
当)の⼩さい順に出⼒の優先順位が付く．つまり，予め定まる𝐶𝐹%/𝜂%の⼩さい設備の出⼒𝑦%,#を最

⼤にすることが，燃料費𝐶𝑄#を最⼩とすることになる．Table 2-1, Table 2-2 の諸元からこの優
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先順位は𝐶𝐹%/𝜂%の⼩さい順に，再エネ，蓄電池放電，⽯炭⽕⼒，LNG ⽕⼒，⽯油⽕⼒の順とな
る．ただし利⽤可能な⽔素が存在する場合には，混焼割合で補正される．𝐶𝐹%/𝜂%は出⼒，時間に

依存しないため，全ての時刻において優先順位に従い制約条件を満たす出⼒が⼀意に決定され
る．  

各時刻における出⼒𝑦%,#の他の変数（Fig. 2-21 の	𝑧%,# , 𝑞%,# , 𝑜%,# , 𝑠%,# , 𝑐𝑢#等)は，全て内⽣変数化され
（𝑦%,# , 𝑥%を与えれば，他の変数は⼀意に定まる），決定変数は設備容量（𝑥%, 𝑗 = 1~	13）の 13 個
となる．原⼦⼒発電と⽔⼒発電は定数として与えるため，計算過程では 11 個となる．  

また，式(5)〜(20)で⽰される制約条件は内⽣変数が決定される⼿順で満たされるため，設置量
𝑥%の範囲に関する式(3)，式(4)および CO2 排出量に関する式(17)を制約条件として，⽬的関数を

最⼩化する問題となる． 
この⽅法では，⽬的関数の計算に複数のステップが必要となる．具体的には，毎回更新される

𝑥%から，時間毎に費⽤最⼩となる運転状態を 8760 時間分求める．その値から 8760 時間分の費

⽤を合計し，年間総費⽤とする．この操作全体が，𝑥%を変数とする⾮線形の⽬的関数となる．結
果的に，式(3), (4), (17)の制約条件で上記⽬的関数を最⼩化する⾮線形計画問題(NLP)となる． 

 エネルギーセキュリティを統合したモデル 

⽬的関数は，式(53)⽰すエネルギーセキュリティ費⽤を含む総費⽤とする．これは前章で⽤い
た式(24)の⽬的関数に𝐶𝑆が加わった式であるが，𝐶𝑆が式(54)に⽰すように⾮線形となる． 

𝐹(𝑿) = 𝐶S +=𝐶𝐶% ∙ 𝑥%

*1

%?*

+=𝐶𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

*D

%?B

 (53) 

セキュリティ費⽤𝐶𝑆は前述の式(35)(36)(44)から以下のように表すことができる． 

𝐶𝑆 ==𝐶𝑆%
%

=𝑄%,ì
ì

 

ただし， 

𝐶𝑆% = r𝐶𝐶𝐴𝑃% + 𝐶𝑂𝑀% + 𝐶𝐹% ∙ 𝐶𝐵𝑂𝐺%s𝑡% +
𝐶𝐹%𝜎%
√2𝜋

™𝑡% 

𝑡% = 𝑎	𝐸𝑆𝑀𝐶%=(𝑣ì𝑃%,ì,

ì

) 

(54) 

式(54)の𝑄%,ìは燃料種𝑗，⽤途𝑘の年間燃料消費量で式(55)に⽰す．𝑃%,ìは⽤途𝑘に占める燃料種
𝑗の割合(式(56))，𝑣ìはエネルギー消費全体に占める⽤途𝑘の割合である(式(57))．これらは最適
化の過程で内⽣的に決定される時間毎の燃料消費量𝑞%,#から計算される．電⼒分野(𝑘 = 1)以外の

𝑄%,ì, 𝑃%,ìは定数として与える．  

𝑄%,* = = 𝑞%,#

ABCD

#?*

	 (55) 
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𝑃%,ì = 𝑄%,ì/=𝑄%,ì

é

%?*

	 (56) 

𝑣ì ==𝑄%,ì

é

%?*

/==𝑄%,ì

é

%?*

1

ì?*

	 (57) 

式(53)で⽰される⽬的関数の値を得るには，毎回更新される𝑥%からプログラムとして記述され
た複数のステップからなる関数を 8760 回実⾏する必要がある．プログラムの中で，等号で表現

される制約式は，代⼊の形で，不等号で表現される制約式は if ⽂などを⽤い，条件を満たす値が
順に決定される．この扱いにより，⽬的関数および制約条件を⾮線形とすることが可能となる．

前章の⼤規模な LP 問題の場合に⽐べ，⽬的関数の計算には時間を要するが，収束までの繰り返
しの⼤幅減が，計算時間の短縮に繋がっている． 

構築した⼿法は，前節で指摘した完全予測とは異なる性質を持つ．第 2 章における最適化は，

電⼒需要および再エネ出⼒が予め分かっている(完全な予測が可能な)場合の解となる．⼀⽅で，
NLP を⽤いた本⼿法は時間ごとに，費⽤最少となる各設備の出⼒が決定されるため，結果とし

て実際の運転を模倣した最適化となっている． 
本⼿法のプログラムには Ptyhon を⽤い，⾮線形最適化は Python のライブラリである scipy

に含まれる optimize 関数 81)を⽤いて実施した．⾮線形最適化は⼀般的に，収束値が極⼩値を与

える．極⼩値が初期値に依存するため，広域最適解を得るには，異なるいくつかの初期値による
繰り返しが必要である．本研究では scipy に実装されている Basin hopping81)と呼ばれる⽅法を

⽤いて対処した． 
ここで⽰した⽅法は，⾮線形関数を含む複雑なモデルの取り扱いが可能となること，また計算

時間の点で利点を持つが，⼿続きの記述が複雑になるため，制約条件の追加，変更などには，⼤

きな⼿間を要する点が⽋点となる．⼤規模 LP の場合には，モデラーが利⽤可能なため，数式表
現に近い形でコーディングが可能で，追加・削除も簡単に⾏える．⼀⽅，本⼿法は Python の⽂
法による記述に加え，制約条件に⽭盾がないように，その記述の順序も重要になるなど，コーデ

ィングに注意と時間を要する(付録 3 参照)．⼀連の最適化の⼿続きを Fig. 3-10 にフォローチャ
ートで⽰す．内側の⾮線形最適化が SLSQP(Sequential Least Square Quadratic Pprogramming)

で実施され，その中で，前述の複数ステップによる⽬的関数の算出を⾏う関数が呼ばれる．
SLSQP で得られた極⼩値は，保持されているこれまでの極⼩値と⽐較され，より⼩さい場合は
保持，⼤きい場合は，無視される．この最適化が異なる初期値について予め指定された回数，本

研究では 10 回が繰り返され，最適解を得る．新たな𝑥%の初期値の設定は，scipy に実装されてい
る basinhopping によって⾃動的に設定される． 
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Fig. 3-10 最適化のフローチャート 

このような⽅法は，制約条件で⽰される変数間の関係を⼈が判断してプログラム化するため，

ミスも起こりやすく，検証作業は必須である．本⼿法(NLP)の妥当性の検証のため，第 2 章で既
に得られている結果との⽐較を⾏った．それぞれの⽅法で得られた最適解における⽬的関数の

値(総費⽤)と最適設備容量ついて⽐較した結果を Table 3-11 に⽰す．370, 300, 250gCO2/kWh
の制約で，２種類の⼿法からで得られた最適設備容量および⽬的関数の値は，⼗分な⼀致を⽰し
ており，構築した NLP によるモデルは妥当なものと判断した．エネルギー貯蔵設備が選択され

るより低い CO2 制約における２つの⼿法に違いについては，次節で議論する． 
全ての変数および制約条件を LP として解いた場合，決定変数：約 19 万，制約条件：32 万の

規模の問題となり，⼀回の最適化に要する時間は平均 1379 秒であった．⼀⽅で NLP として解
いた場合，平均 14 秒と 1/100 の計算時間であった．この最適化⼿法を⽤い，次節でエネルギー
セキュリティを考慮した最適電源構成について検討する． 
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Table 3-11 最適化⼿法の⽐較(⾮線形計画法:NLP と線型計画法:LP) 
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 エネルギーセキュリティを考慮した最適電源構成 

構築した⾮線形最適化を⽤い，2030 年およびさらなる CO2 排出削減が求められる環境におけ

る最適電源構成を求め，エネルギーセキュリティの考慮が与える影響について考察する． 

 2030 年エネルギーミックス 

2030 年を想定し，我が国が⽬標としている 370gCO2/kWh の CO2 排出制約を達成するため
に，エネルギーセキュリティ費⽤を含む総費⽤を最⼩化する最適電源構成（供給⽐率）および最
適設備容量を算出した．結果は，セキュリティ費⽤を考慮しない場合との⽐較で Table 3-12 に

⽰す．Fig. 3-11 は kWh 基準の供給⽐率（最適電源構成）を⽰す．セキュリティ費⽤を考慮した
場合，⽯炭⽕⼒および再エネが増加し，LNG ⽕⼒が減少した構成となる．これは，国産のエネ

ルギーである再エネにセキュリティ費⽤が発⽣しないこと，⽯炭の単位エネルギーあたりのセ
キュリティ費⽤が⽐較的低いこと，⼀次エネルギーの分散による寡占度の低下が原因である． 

Table 3-12 セキュリティ考慮の影響(370gCO2/kWh) 

 

 
Fig. 3-11 最適電源構成におけるセキュリティ費⽤考慮の影響 

最適電源構成におけるセキュリティ費⽤の詳細を Table 3-13 に⽰す．表中の費⽤は年間電⼒
需要:5460kWh(最⼤電⼒需要:1kW)の時の年間費⽤を$で⽰し，セキュリティ費⽤は資本費と維

持費の合計を設備費他で，ボイルオフと価格変動リスク対策費⽤の合計を陳腐化費⽤として⽰
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す．セキュリティ費⽤合計$121 は総費⽤$580 の 21%と⽐較的⼤きく，内訳は設備費他と陳腐
化費⽤が同程度となっている．陳腐化費⽤に占めるボイルオフは⽯油，⽯炭では無視できるため，

式(54)からも燃料価格および価格ボラティリティの影響が⼤きいことがわかる．⽤途別の⼀次エ
ネルギー消費(Table 3-14)のうち⾃動⾞およびその他の⽤途は定数として与え，電⼒⽤途は最適

化の中で決定される．⾃動⾞⽤途では⽯油が 100%の寡占度であることから，必要となる備蓄⽇
数が最も多く，⽯油が最も⾼いセキュリティ費⽤となっている．セキュリティ費⽤は全ての⽤途
をカバーするため，発電費⽤とセキュリティ費⽤の合計で電⼒費⽤を⾒積もることができない

点に注意する必要がある．仮に⽤途別，燃料種別の⼀次エネルギー消費量の割合でセキュリティ
費⽤を負担すると考えた場合，電⼒分野の負担は$34.1 となり，総費⽤$459 の 7%程度となる． 

Table 3-13 セキュリティ費⽤詳細($) 

 

Table 3-14 ⼀次エネルギー消費内訳(GJ) 

 
 

 CO2 削減へのエネルギーセキュリティの影響 

エネルギーセキュリティを考慮することが，最適電源構成にどのような影響を与えるかにつ

いて検討を⾏った．異なる CO2 排出制約，370〜200CO2/kWh における最適設備容量の⽐較を
Fig. 3-12 に⽰す．図の縦軸は設備容量を最⼤電⼒需要を 1kW として，横軸は CO２排出制約ご

とに，セキュリティを考慮した場合としない場合を並べて⽰す．CO２排出制約の低下に伴い，⽯
炭⽕⼒が減り，LNG ⽕⼒と再エネが増える．⽯炭⽕⼒と LNG ⽕⼒の合計は，0.8kW 程度でほ
とんど変化していない．これは，原⼦⼒＋⽔⼒＋⽕⼒発電の合計に関する下式(式(10)) で⽰され

る予備⼒に関する制約によるもので，セキュリティ考慮の有無に関係ない． 
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Fig. 3-12 セキュリティ考慮の有無による最適設備容量の⽐較 

セキュリティを考慮した場合，⽯炭⽕⼒と再エネの設備容量が，セキュリティを無視した場合
に⽐べ増加している．例えば，300gCO2/kWh 制約におけるセキュリティ考慮の有無による⽯炭

⽕⼒容量の差は 0.033 となるが，これは九州地域の電⼒需要で換算すると 54 万 kW の設備に相
当する．再エネの差 0.274 は 462 万 kW(4.6GW)に相当する．当然ながら，電⼒コストだけを考
えた場合，セキュリティを無視した最適設備容量の構成がより低いコストとなる．しかし，この

時のセキュリティレベルは，現状に⽐べ低下している．この構成のまま，セキュリティレベルを
現状と同等にするために，備蓄などのセキュリティ費⽤を加えた場合，セキュリティを考慮した

最適設備容量の総コストを上回る． 
⽯炭⽕⼒がほぼ 0 となる 200 gCO2/kWh 制約では，セキュリティ考慮の有無による差は僅か

である．その差はセキュリティを考慮した場合，再エネが九州地域換算で 16 万 kW 多く，LNG

⽕⼒が 1.7 万 kW 少ない．200gCO2/kWh 以下の制約では，さらなる CO2 削減に再エネ導⼊以外
の選択肢がない．この状況では，PV, ⾵⼒およびエネルギー貯蔵設備の組み合わせの問題とな

り，それらをどのように組み合わせでも，エネルギーセキュリティレベルに変化がないためであ
る． 

Fig. 3-12 から再エネと⽯炭⽕⼒の設備容量(kW)を Fig. 3-13 に，その時の最適電源構成をパ

ーセントで Fig. 3-14 に，詳細な値を Table 3-15 に⽰す．Fig. 3-12 では，セキュリティを考慮し
ない場合 (破線)，⽯炭⽕⼒から LNG ⽕⼒への転換が優先的に起こり，225gCO2/kWh では⽯炭

⽕⼒は 0 となっている．これに伴い，再エネのカーブは緩やかに上昇し，⽯炭⽕⼒が 0 となる
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225gCO2/kWh 辺りから急激に増加する．⼀⽅，セキュリティを考慮した場合(実線)，⽯炭⽕⼒
の減少および再エネの増加は，200 gCO2/kWh 辺りまでより単純に変化する．供給割合(kWh 基

準)についても，設備容量と同様な傾向が⾒られる． 

 
Fig. 3-13  設備容量と CO2 排出制約 

 

 
Fig. 3-14 電源供給割合と CO2 排出制約 

この結果は，現状のセキュリティレベルを維持しつつ，今後 CO2 削減を実施する対策におい
て，より緩やかな⽯炭⽕⼒の減少が有利であることを⽰す． 
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Table 3-15 セキュリティを考慮した最適化による最適設備容量 

 

最適化結果から，各最適解における備蓄⽇数，セキュリティ費⽤，発電費⽤を抜き出し，Table 

3-16 に，費⽤のプロットを Fig. 3-15 に⽰す．表中の費⽤は最⼤電⼒需要が 1kW の時の年間費
⽤を$で⽰している． 

Table 3-16 備蓄⽇数，費⽤および限界削減費⽤(MAC)  

 
セキュリティ費⽤は，200gCO2/kWh で最⼤値を取る．これは，200gCO2/kWh において，最

適電源構成に占める LNG ⽕⼒の割合が最⼤となり，これに伴い⼀次エネルギー消費も最⼤とな

るためである（⼀次エネルギー消費は Table 3-17 に⽰す）．その後，再エネの増加によって⼀次
エネルギー消費が減るため，セキュリティ費⽤は低下する．発電費⽤は，再エネ増加によって

200gCO2/kWh 辺りから急激に増加する．限界削減費⽤も同様である．このようにセキュリティ
を考慮した最適化においては，再エネ設置や余剰電⼒活⽤のためのエネルギー貯蔵技術の設置
などエネルギー国産化につながる対策を有利に扱う．前節 3.1.3(3) で⾏った簡易的な評価にお

いては，セキュリティを考慮しても⽯炭⽕⼒が寄与できる CO2 価格(価格)の限界は 160$/tCO2
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であった．Table 3-15，Table 3-16 に⽰すように，本最適化では 200gCO2/kWh 制約で⽯炭⽕⼒
がほぼ０となっており，その限界は 186$/tCO2 と解釈される（CO2 価格と限界削減費⽤は等価）．

3.1.3(3) 節における 160$/ tCO2 との違いは，前節の評価が⽯炭⽕⼒と LNG ⽕⼒の容量だけを
変数として扱っていることによる． 

 

 
Fig. 3-15 発電費⽤とセキュリティ費⽤ 

Fig. 3-16 にセキュリティ費⽤に対応する燃料毎の備蓄⽇数をプロットする．セキュリティ費
⽤に対応して LNG の備蓄⽇数は，200 gCO2/kWh で最⼤値を取り，⽯炭は単純に減少する．全
ての最適電源構成において⽯油は選択されていないが，CO２排出原単位の低下に伴い備蓄⽇数

が僅かに上昇している．これは⽯炭と LNG との発電効率の違いにより電⼒⽤途で消費される⼀
次エネルギー総量が減り，結果として，電⼒以外の⽤途で使⽤される⽯油の⽐率が上昇したため
と考えられる． 

 
Fig. 3-16 備蓄⽇数の推移 
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Table 3-17 ⼀次エネルギー消費内訳(単位：GJ) 

 
再エネの⼤量導⼊におけるエネルギーセキュリティ考慮の有無を 100gCO2/kWh 制約で⽐較

する．Table 3-18 の 1, 2 列⽬がセキュリティ考慮の有無による最適解の⽐較である． 
100gCO2/kWh 制約では，セキュリティの考慮による違いはなく，２つの解は⼀致している．PV

と⾵⼒の設備容量は上限であり，蓄電池と⽔素混焼が余剰電⼒を活⽤し，100gCO2/kWh を満⾜
させている．この２つのエネルギー貯蔵技術の選択には，エネルギーセキュリティの上で⼤きな

差がないことを⽰している．  

Table 3-18 セキュリティ考慮の影響(100gCO2/kWh) 

  
本節の最適化では，実施可能解(全ての制約条件を満⾜する解)が得られる限界が 85gCO2/kWh

辺りとなることから，上記の⽐較は 100gCO2/kWh で実施している．この限界は， 第 2 章の最
適化では 60gCO2/kWh 辺りである．この差は，第 2 章の最適化が，電⼒需要および再エネ出⼒

が予め分かっている(完全な予測が可能な)場合であるのに対し，NLP を⽤いた本⼿法は時間ご
とに，費⽤最少となる各設備の出⼒が決定されることによる．Table 3-18 の 3 列⽬が LP(2.2 節)
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による 100gCO2/kWh の結果である．LP(完全予測)では，少ない⾵⼒の設置で 100gCO2/kWh
を達成している．これは，2.1.2 と 2.2.2 節で⽰したように，充電とほぼ同時の放電や蓄電池を介

した⽔素製造・混焼など，エネルギー貯蔵設備が最も効率的に利⽤されることで，余剰電⼒の活
⽤に差が出たためである． 

 

 感度分析 

セ キ ュ リ テ ィ を 考 慮 し た 最 適 電 源 構 成 に お い て ， セ キ ュ リ テ ィ 費 ⽤ が 最 ⼤ と な る

200gCO2/kWh 制約を基準として，LNG 価格の感度分析を⾏った．LNG 価格を基準の 70%〜
150%の範囲で変化させた時の備蓄⽇数と費⽤への影響を Table 3-19 に⽰す．その時の最適電源

構成(kWh 基準)を縦軸に，LNG 価格を横軸にとり Fig. 3-17 に⽰す． 

Table 3-19 LNG 価格の感度分析(200gCO2/kWh 制約) 

 
必要な備蓄⽇数は最適電源構成に応じて，LNG は減少，⽯炭が増加する．年間の費⽤の合計

は，LNG 価格の上昇で，単純に増加しているが，セキュリティ費⽤は基準とした 11.28$/GJ で

最⼤となっている．これは，LNG 価格に対するセキュリティ費⽤の感度が発電費⽤に⽐べ相対
的に⾼いことを意味する． 

 
Fig. 3-17 LNG 価格と最適電源構成 

セキュリティ費⽤は前節の式(54)で⽰される．LNG の場合，ボイルオフ𝐶𝐵𝑂𝐺%が 0 ではなく，

価格変動リスクへの対策費を⽰す右辺第２項の価格ボラティリティ𝜎%が，⽯油，⽯炭に⽐べ⼤き

$ $
%

$ $ $ $
./ % %$

$
214530 $$ $ $% $$

%
98 %%

./ 67

( / $

 
+

,

(

)



87 

い．このことが，LNG 価格𝐶𝐹%のセキュリティ費⽤への感度が⾼い理由と考えられる． 

𝐶𝑆% = r𝐶𝐶𝐴𝑃% + 𝐶𝑂𝑀% + 𝐶𝐹% ∙ 𝐶𝐵𝑂𝐺%s𝑡% +
𝐶𝐹%𝜎%
√2𝜋

™𝑡%	

𝑡% = 𝑎	𝐸𝑆𝑀𝐶%=(𝑣ì𝑃%,ì,

ì

)	
(54) 

Fig. 3-18 には感度分析で得られた発電設備の，Table 3-20 にはエネルギー貯蔵設備の設備容

量を⽰す．発電設備では，LNG 価格の上昇に伴い，LNG ⽕⼒の減少，⽯炭⽕⼒と再エネの増加
で，CO2 排出制約を維持している．再エネの増加に伴いエネルギー貯蔵設備も増加しているが，

蓄電池では貯蔵時間が増加している(貯蔵部の増加が⼊出⼒部の増加に⽐べ多い)のに対し，⽔素
混焼設備の貯蔵時間に変化がないことが特徴となっている．これは，第 2 章で⽰した⽔素が⻑時
間のエネルギー貯蔵ではなく，リアルタイムに近い形での⽔素製造，混焼に利⽤されていること

による． 

  
Fig. 3-18 感度分析における最適設備容量(発電) 

Table 3-20 感度分析における最適設備容量(エネルギー貯蔵) 
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 第３章のまとめ 

本章では，燃料備蓄によって，セキュリティ上のリスクが受け⼊れ可能な程度に緩和されてい

るとの仮定に⽴ち，備蓄⽇数をセキュリティインデックスの関数として定義した．この定義を基
に，エネルギー構成に対応したセキュリティ費⽤を計算する⼿法を提案した．また⼿順の中でプ

ットオプション価値に簡便な近似式を⽤いる⽅法の評価を⾏い，結果としてエネルギーセキュ
リティを費⽤化するための下式を提案した． 

𝐶𝑆% = r𝐶𝐶𝐴𝑃% + 𝐶𝑂𝑀% + 𝑆% ∙ 𝐶𝐵𝑂𝐺%s𝑡% +
𝑆%𝜎%
√2𝜋

™𝑡% 

𝑡% = 𝑎 × 𝑒𝑠𝑖% 

𝑒𝑠𝑖% = 𝐸𝑆𝑀𝐶% =(𝑣ì𝑞%,ì,

ì?*

) 

この関係式により，⼀次エネルギー構成に対応した燃料ごとに必要な備蓄⽇数，およびその費
⽤との関係を明確にし，エネルギーセキュリティを費⽤に換算することを可能とした．これまで
個別に論じられてきたエネルギーセキュリティを，経済性および環境適合性との統合を可能と

するこれらの結果は，本研究の重要な成果の⼀つである．  
開発した⼿法をもとに現状および 2030 年想定のエネルギーミックスを検証した結果，CO2 価

格として$60～80/t- CO2 の時にセキュリティを含む総費⽤最⼩を与える⽕⼒発電構成に近いと評

価された．この結果は，これまで 2030 年エネルギーミックスに対する定性的な解釈「エネルギ
ーセキュリティ上，⼀定の⽯炭⽕⼒が必要」に対し，定量的な根拠と条件を与えることになる．

また，⽯炭⽕⼒のエネルギーセキュリティ上の限界についても，以下のような定量的解釈を可能
とした．CO2価格が$160/t- CO2を超える社会環境では，CCS などの技術革新や燃料価格の大き

な変化が無い限り，セキュリティ対策を含めても石炭火力が総費用最小化に寄与する可能性が

低い． 
エネルギーセキュリティを統合した⽬的関数によるエネルギーモデルを新たに構築し，最適

化を実施した．セキュリティを考慮した⽬的関数は⾮線形となるが，改良した⼿法は，⾮線形関

数が容易に取り込めること，加えて計算時間が⼤幅に短縮されることを⽰した．開発した２重ル
ープを⽤いた最適化は，記述が複雑になる⽋点を持つが，エネルギーセキュリティに限らず⾮線

形関数の扱いが必要なエネルギーモデルに有効な最適化⼿段となり得る． 
この⼿法を⽤い最適電源構成を求めた結果，2030 年を想定した 370gCO2/kWh 制約では⽯炭

⽕⼒，LNG ⽕⼒，原⼦⼒を含む再エネの⽐率がそれぞれ 29.6%, 36.0%, 34.4%となり．その時

のセキュリティ費⽤の電⼒分野負担は発電費⽤総額の 7%程度と⾒積もられた． 
今後の電⼒における CO2 原単位の削減過程において，セキュリティを考慮した最適電源構成

は，より緩やかな⽯炭⽕⼒の減少が有利であることを⽰した．また，セキュリティ費⽤は

200gCO2/kWh において極⼤値を取るが，その後，再エネの拡⼤およびエネルギー貯蔵技術の導
⼊により，低下することが分かった．   
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第4章 ⾃動⾞分野を統合した解析 
ここまで，⼀次エネルギー消費量の最も多い系統電⼒分野について検討を⾏なってきた．⼀次

エネルギーの消費量で次に来る⾃動⾞を主とする運輸部⾨の低炭素化も重要な課題である．⾃
動⾞分野では，内燃機関(ICE: Internal Conbustion Engine)の効率向上に加え HV，PHEV など
の電動化への活発な動きが⾒られ，今後，⾛⾏時に CO2 を⼀切排出しない EV や FCV の普及が

進むと考えられる 82)．貯蔵，輸送の容易な液体燃料がこれまで⾃動⾞分野のエネルギーを独占
し，そのことがエネルギーセキュリティのための⽯油備蓄の主要因となっている．輸送⽤液体燃
料の電気や⽔素へのシフトは⼤幅なインフラの変更を伴う難易度の⾼い課題である．前節まで

の検討において電⼒分野の CO2 削減に，蓄電池や⽔素を利⽤したエネルギー貯蔵が必須となる
ことを⽰した．インフラ最適化の視点から，電⼒分野と⾃動⾞分野とを統合した解析は興味ある

問題である． 
将来の⾞種構成に関しては，CO２排出や普及台数を制約に加え多⽬的関数を⽤いた最適⾞種

構成 24)23)，LCA の観点から最適化の実施 22)など多くの先⾏研究が⾒られる．電⼒分野と統合し

た最適化に関しては，再エネおよびエネルギー貯蔵と組み合わせ最適⾞種構成に関する検討 25)，
⽔素供給や急速充電⽤のインフラを含めた EV と FCV の⽐較 27)，海外からの CO2 フリー⽔素を

前提とした最適化 18)，電⼒貯蔵としての Power To Gas から FCV への⽔素供給を考慮した検討
21)26)等の多くの先⾏研究が実施されている．しかし，1.2 節で述べたように，電⼒分野と⾃動⾞
分野に想定される技術について，分野を超えて競争的に扱う研究は僅かであり，特に⽇本におい

て重要なエネルギーセキュリティを考慮した研究例は⾒当たらない．そこで本章では，前節まで
の⼿法を元に電⼒と⾃動⾞とを統合したエネルギーモデルを構築し，CO2 排出およびエネルギ

ーセキュリティを制約条件として，総費⽤最⼩となる最適電源構成と最適⾞種構成を求め，結果
について考察する． 
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 ⾃動⾞分野の統合 

 エネルギーモデル 

前節 Fig. 2-21 に⾃動⾞分野を追加した Fig. 4-1 のエネルギーフローを⽤いる．ガソリンを燃
料とする内燃機関を搭載した⾃動⾞(ICE)は，時間毎の需要を総距離で表す𝑑p±¥,#に対して必要な

⼀次エネルギー(⽯油)𝑞*é,#が供給される．同様に EV は，需要𝑑¥µ,#に対し必要な電⼒が系統電⼒
から，FCV は需要𝑑∂±X,#に対し，⽔素混焼設備に貯蔵されている⽔素または改質⽔素が供給され
る．改質による⽔素は，LNG を原料𝑞*è,#とし，効率𝜂∑∂で⽔素に変換される． 

 
Fig. 4-1 電⼒・⾃動⾞を統合したエネルギーフロー 

⾃動⾞分野を統合したエネルギーモデルは前節(3.2.1)を元にいくつかの変更を加える．電⼒
分野の年間総電⼒需要に相当する年間総⾛⾏距離𝐷𝑀Z∑は全ての⾞の年間⾛⾏距離の合計で，外
⽣的に⼀定の値を与える．𝐷Z∑,#は全⾞種の時間ごとの⾛⾏需要である．最適化により，年間総⾛

⾏距離𝐷𝑀Z∑の ICE, FCV, EV の内訳𝐷p±¥, 𝐷∂±X, 𝐷¥Xおよび𝑑p±¥,# , 𝑑∂±X,# , 𝑑¥X,#が決定される．⾞種
𝑗，時間𝑖の⾛⾏距離に関する制約は式(58)で⽰される． 

𝐷𝑀Z∑,# = 𝑑p±¥,# + 𝑑∂±X,# + 𝑑¥X,# 
𝐷p±¥ = ∑ 𝑑p±¥,## ,  𝐷∂±X = ∑ 𝑑∂±X,## ,  𝐷¥X = ∑ 𝑑¥X,## , 𝐷Z∑ = ∑ 𝐷Z∑,##  

(58) 

𝜀p±¥, 𝜀∂±X,	𝜀¥Xはそれぞれ ICE, FCV, EV の燃費を表し，各時間の需要𝑑%,#との間に式(59)の関係を

持つ．燃費の単位は km/MJ である．式(60)は天然ガスの改質による⽔素の供給𝑜*è,#に関する制
約で，𝜂∑∂は，改質反応と輸送のための圧縮とを合わせた変換効率を⽰す． 

𝑑p±¥,# = 𝜀p±¥𝑞*é,#,  𝑑∂±X,# = 𝜀∂±X(𝑜B,# + 𝑜A,# + 𝑜*è,#),  𝑑¥X,# = 𝜀¥X𝑧*C,# (59) 
𝑜*è,# = 𝜂∑∂𝑞*è,# (60) 

EV の充電に使⽤する時間ごとの需要𝑑¥X,#は年間需要を均等化するが，昼間と夜間に差を設け，

⽐率𝑟y#π∫óを⽤い式(61)の制約となる(式中 mod は余り)． 
𝑑¥X,# = 2 × 𝑟y#π∫ó𝐷¥X/8760 ← (𝑖	mod	24 > 7) ∩ (𝑖	mod	24 < 20) 

𝑑¥X,# = 2 × (1 − 𝑟y#π∫ó)𝐷¥X/8760 ← (𝑖	mod	24 < 7) ∪ (𝑖	mod	24 > 20) 
(61) 

電⼒の同時同量に関して，EV の電⼒需要𝑧*C,#が加わる式(62)となる． 
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= 𝑦%,#

*1

%?*,B

= 𝐷𝑀# + = 𝑧%,#
%?*,1,è,*C

 (62) 

⽔素混焼設備から⽔素ステーションへの⽔素の出荷は，間⽋的に⾏われると仮定した．この仮定
は式(63)(64)の制約となる．時間ごとの FCV の⾛⾏距離𝑑∂±X,#は，式(63)で均等化される．式(44)

は⽔素の出荷に相当する𝑜B,#, 𝑜A,#の制約で，出荷が毎⽇ 10 時から 16 時に⾏われ，それ以外の時

間帯は 0 となることを表す．10〜16 時以外の時間帯における⽔素の供給は，式(59)の制約から，
改質⽔素となる． 

𝑑∂±X,# = 𝐷∂±X/8760 (63) 

𝑜B,# = 0, 𝑜A,# = 0 ← (𝑖	mod	24 < 10) ∪ (𝑖	mod	24 > 16) (64) 
⽔素混焼設備に関する制約は前節(2.2.1)の制約に物質収⽀から式(65)(66)(67)が加わる．式(65)

は⽔素タンク残量より出荷量が⼩さい制約を，式(66)は⾛⾏需要𝑑∂±X,#を燃費𝜀∂±Xで除した値(⽔
素必要量)より出荷量が⼩さい制約である．つまり式(59)(64)(66)から，毎⽇ 10 時〜16 時に⽔

素残量を最⼤量とした出荷を⾏い，不⾜分は天然ガスを改質した⽔素で充当する．式(67)は収⽀
に関する制約である． 

𝑧1,# < r𝑥é − 𝑠é,#Q*s/𝜂1, 𝑧è,# < r𝑥C − 𝑠C,#Q*s/𝜂è (26) 

𝑧1,# < 𝑥1, 𝑧è,# < 𝑥è (27) 
𝑜é,# < 𝑠é,#Q*, 𝑜C,# < 𝑠C,#Q* (28) 

𝑜B,# < 𝑠é,#Q*, 𝑜A,# < 𝑠C,#Q* (65) 
𝑜é,# < 𝑀𝑋B𝑦B,#/𝜂B, 𝑜C,# < 𝑀𝑋A𝑦A,#/𝜂A (29) 
𝑜B,# < 𝑑∂±X,#/𝜀∂±X, 𝑜A,# < 𝑑∂±X,#/𝜀∂±X (66) 
𝑠é,# = 𝑠é,#Q* + 𝜂1𝑧1 − 𝑜é,# − 𝑜B,# 
𝑠C,# = 𝑠C,#Q* + 𝜂è𝑧è − 𝑜C,# − 𝑜A,# 

(67) 

⽬的関数は式(53)に⾃動⾞への燃料供給費⽤を加えた式(68)となる．右辺第２項の燃料費は改
質⽔素の原料としての LNG 消費𝑞*è,#と ICE ⽤の⽯油(ガソリン)の消費𝑞*é,#が加わる．⾃動⾞向

け燃料供給に関わる輸送・充填の費⽤は，供給量に⽐例する輸送・充填単価𝐶𝑇p±¥ , 𝐶𝑇¥X , 𝐶𝑇∂±X∑, 
𝐶𝑇∂±XRをあらかじめ外⽣的に与える．LNG 改質⽔素には改質・圧縮費⽤が含まれるため，⽔素
混焼設備から供給される⽔素と分けて扱う(𝐶𝑇∂±XR:改質⽔素，	𝐶𝑇∂±X∑:⽔素混焼設備からの⽔素)． 

EV ⽤の充電インフラや FCV ⽤の⽔素ステーションの費⽤は輸送充填単価𝐶𝑇p±¥ , 𝐶𝑇¥X , 𝐶𝑇∂±X∑, 
𝐶𝑇∂±XRに含まれるが，⾞両そのものの価格は含まれていない． 
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𝐹(𝑿) = 𝐶S +=𝐶𝐶% ∙ 𝑥%

*1

%?*

+=𝐶𝐹%=𝑞%,#

*è

%?B

 

+𝐶𝑇p±¥=𝑞*é,#
#

+ 𝐶𝑇¥X=𝑧*C,#
#

 

+𝐶𝑇∂±X∑=(𝑜B,# + 𝑜A,#)
#

+ 𝐶𝑇∂±XR=𝑜*è,#
#

 

(68) 

𝐶𝑆は前節と同様セキュリティ費⽤を表し式(54)で定義する． 

𝐶𝑆 ==𝐶𝑆%
%

=𝑄%,ì
ì

 

𝐶𝑆% = r𝐶𝐶𝐴𝑃% + 𝐶𝑂𝑀% + 𝐶𝐹% ∙ 𝐶𝐵𝑂𝐺%s𝑡% +
𝐶𝐹%𝜎%
√2𝜋

™𝑡% 

𝑡% = 𝑎	𝐸𝑆𝑀𝐶%=(𝑣ì𝑃%,ì,

ì

) 

(54) 

 諸元 

⾃動⾞分野関連の燃費と輸送・充填費⽤を Table 4-1 に⽰す．ICE, EV, FCV の燃費は既報 64)

を，FCV の輸送充填費⽤は既報 64)83)84)を参考に設定し(63 円/m3 に相当)，ICE は 10 円/L，EV
は 30 円/kWh と仮定し 100 円/$で換算した値を⽤いている．⽇本の年間総⾛⾏距離を 9088 億

km，その時の年間総電⼒需要 9342 億 kWh との⽐から，外⽣的に与える年間総⾛⾏距離𝐷𝑀Z∑

を決定する．計算の中で⽤いる最⼤電⼒需要を１kW，年間電⼒需要を 5460kWh に対して年間
総⾛⾏距離𝐷𝑀Z∑は 5312km となる． 

Table 4-1 燃費と輸送充填費⽤ 

 
  

8 9
C 6 32 $ % % %
E F 02 + $
9 7 G $

/-41-. .4
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 電⼒・⾃動⾞分野を統合した最適化 

 最適電源・⾞種構成 

これまでの最適化は，電⼒分野に限定していたため，式(17)で⽰される CO2 排出制約として電
⼒の排出原単位である𝐶𝑂𝐸[gCO2/kWh]を⽤いた．	𝐷𝑀#は電⼒需要，𝐶𝑂𝐹%は燃料種𝑗の CO2 原単

位，𝑞%,#は燃料消費量を表す． 

𝐶𝑂𝐸 = 𝐷𝑀#

ABCD

#?*

==v𝐶𝑂𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

w
k

%?B

 (17) 

⾃動⾞および電⼒分野を統合した場合，全体の CO2 排出量を制約として与える必要があり，電

⼒の排出原単位𝐶𝑂𝐸による制約は適さない．つまり，ある削減量を達成するために，ICE から EV
への転換や再エネ導⼊など，両分野で選択可能な技術の中で，費⽤が最⼩となる構成が選択され
る．統合モデルでは，基準における⾃動⾞分野と電⼒分野の排出量合計𝑇𝐸𝑀からの削減率𝑅𝑅を

制約条件として与える．基準は 370gCO2/kWh 制約での最適電源構成(Table 4-2 参照)と ICE が
100%の⾞種構成とする．制約式は式(69)で⽰され，右辺には⽔素の改質における LNG の消費

𝑞*è,#と ICE の燃料としての⽯油の消費𝑞*é,#が加わる． 

𝑇𝐸𝑀(1 − 𝑅𝑅) ==v𝐶𝑂𝐹% = 𝑞%,#

ABCD

#?*

w
*è

%?B

 (69) 

この CO2 削減率を 0%から 5%きざみで増加させ，それぞれの削減率で最適化を実施し，最適
電源構成と最適⾞種構成を求めた．横軸に CO2 削減率を，縦軸に最適電源構成と最適⾞種構成

を取り，その関係を Fig. 4-2 に⽰す．また，最適化解から電⼒および⾃動⾞の排出量を tCO2/年
で，CO２排出原単位をそれぞれ gCO2/kWh, gCO2/km で Table 4-3 に⽰す．なお，CO2 削減率
80%の設定では実施可能解は得られていない． 
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Fig. 4-2 各 CO2 削減制約における最適電源構成と⾞種構成 

表中の排出量は年間電⼒需要 5460kWh, 年間総⾛⾏距離 5312km とした時の値で，九州地域
全体および⽇本全体を考える場合には，0.17 億倍した値が⽬安となる．⾃動⾞の CO２排出は

Tank to wheel としているため，EV ⽤の電⼒に関わる CO2 排出は，電⼒分野に計上している． 
Table 4-3 最適化解における CO2 排出に関するサマリ 

 
CO2 削減率 30%までは，電⼒分野での削減が優先され，⽯炭⽕⼒の低減と PV, ⾵⼒の増加が

主な削減策となっている．この間の⾃動⾞分野で EV や FCV への転換は選択されず，排出原単
位は 96.4gCO2/km で⼀定となる．30%削減を超えると ICE から EV への転換が始まり，同時に

蓄電池および⽔素混焼設備も選択されている．40%削減を超えると EV の⽐率は急激に増加す
る．この時の電⼒の排出原単位は 200gCO2/kWh を下回る．EV が増加している間は，電⼒分野

の構成に変化は少ない．ICE から EV への転換による削減コストが電⼒分野の削減策に⽐べ低い
ためで，電⼒の排出原単位が下がるほど，CO2 削減において，EV 導⼊は有利な対策となる．全
ての⾃動⾞が EV に転換されると，再エネ，蓄電池，⽔素混焼の増加による電⼒側の対策が再び
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選択される．EV への転換によって，⿊の実戦で⽰す電⼒需要も増加し，総電⼒需要に占める EV
⽤電⼒は 10%に達する．全ての最適化において FCV は選択されていない(最適解の詳細は付録
Table 0-2 参照)．本検討で⽤いたエネルギーモデルでは⾞種構成の変化に対して制約を設けて
いない．実際には，普及に時間がかかるため，削減率 40〜60%に⾒られるような⼤きな変化に

は時間を要する．従ってこの結果は最適構成の時間変化ではなく，各 CO2 削減率に対してゼロ
ベースでの最適構成を⽰していることに注意が必要である． 

電⼒と⾃動⾞の統合による CO2 削減のコストへの影響を⾒るために，統合モデルにおける総

費⽤を電⼒分野単独で CO2 削減を実施する場合(3.2 節)と⽐較して Fig. 4-3 に⽰す． 

  
Fig. 4-3 総費⽤の⽐較 

図は，横軸に CO2 削減率を取り，実線が統合，破線が電⼒分野単独の場合を⽰している．電

⼒分野単独の総費⽤は，⾃動⾞分野(ICE が 100%の燃料費+輸送充填費)の費⽤を含むため，3.2

節の結果と異なる（⾃動⾞分野の費⽤$150 が上乗せ）．⾃動⾞分野単独では削減率が 40%とな

ると，⽯炭⽕⼒が 0 となり費⽤が急激に上昇する．⼀⽅，電⼒と⾃動⾞とを統合した CO2 削減
では，40%削減辺りから EV への転換が始まることで，上昇が緩やかとなる．削減率 60%におけ
る差$144 を九州地域全体に換算した値は，年間 2400 億円を超える．限界削減費⽤を Fig. 4-4 に

⽰すが，統合した CO2 削減対策は，電⼒分野単独との⽐較において，削減率 50%で 1/2，60%
で 1/3 程度 となり，その効果は⼤きい． 
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Fig. 4-4 限界削減費⽤(MAC)の⽐較 

電⼒と⾃動⾞を統合した削減における費⽤の内訳を Fig. 4-5 に⽰す．⾃動⾞分野の費⽤は，
ICE から EV への転換の始まる削減率 40%まで⼀定でその後，上昇する．基準(削減率 0%)にお

いて全体の 16%を占めるセキュリティ費⽤は，40%削減で最⼤値を取り，75%削減においては
6%まで低下する．再エネ導⼊拡⼤による国産エネルギー増⼤と， EV 化による⽯油依存の減少

が主な要因である．燃料ごとの備蓄⽇数の推移を Fig. 4-6, Table 4-4 に⽰す． 

 
Fig. 4-5 費⽤の内訳(電⼒・⾃動⾞分野統合) 

CO２削減率 40%を過ぎた辺りから，EV への転換に伴う⽯油の備蓄⽇数の低下が著しい．転換
前は⽯油が⾃動⾞分野の⼀次エネルギーのほぼ全量を占めるため(Table 4-5)，初期の転換は，

式(54)から得られる必要な備蓄⽇数への感度が⾼い． LNG の備蓄⽇数では，削減率 40〜50%
の間に平坦な部分が，電⼒分野単独での削減で⾒られた挙動(Fig. 3-16)と異なる．これは，EV
への転換により，間接的に⼀次エネルギーとしての LNG の需要が増加しているためと考えられ

る． 
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Fig. 4-6 備蓄⽇数と CO2 削減率 

備蓄のための設備の⼤きさを決定する備蓄量を Table 4-4 の下段に⽰す．表の左端の値は 2014
年の実績であり， 全ての燃料のリスクを⽯油備蓄で代替しているため，燃料ごとに備蓄した場

合の最適値に⽐べ⽯油備蓄が多くなっている(3.1.3 節)． LNG に必要とされる備蓄⽇数は全て
の CO2 制約で，2014 年の実績に⽐べ多く，最⼤値は 4 倍に近い．LNG の備蓄設備はこのよう
に CO2 削減過程で極⼤値をとるのに対し，発電など他の設備は増加または減少のトレンドとな

る．セキュリティを維持するために，この LNG の備蓄量に相当する備蓄設備の増設には，議論
が必要である．この議論には，80%削減などの最終⽬標に⾄るまで時間軸を考慮した全費⽤につ

いての検討または，現状の備蓄量を上限とする制約の追加による検討などが必要と考えられ，今
後の課題である． 

Table 4-4 セキュリティ費⽤と備蓄⽇数(備蓄量＝⼀次エネルギー消費量×備蓄⽇数÷365) 

 
⼀次エネルギー消費の内訳を Table 4-5 に⽰す．⼀次エネルギー消費の合計が削減率の増加に

伴い減少しているが，これは⼀次エネルギーで電⼒の形をとる再エネの発電効率を 100%として

扱うこと，⽯炭⽕⼒から LNG ⽕⼒への転換，⾃動⾞分野での EV への転換よる効率向上が要因
となっている．⾃動⾞分野では，EV への転換に伴い再エネの割合が増加するが，この割合は電
⼒分野の再エネの割合に依存する．したがって，電⼒分野の再エネ導⼊が進むにつれ，EV 転換

による CO2 削減効果も⼤きくなる．70%削減では，EV100%の⾞種構成となり，電⼒，⾃動⾞分
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野ともに再エネ⽐率(国産エネルギー⽐率)が 50%程度となる．産業分野を含むその他の⽤途は
⼀切変化しない設定としているため，全体での国産⽐率は 15%程度に留まる． 

Table 4-5 ⼀次エネルギー消費(GJ/年) 
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 輸送・充填費⽤ 

前節における FCV ⽤⽔素の輸送・充填費⽤ 49.4$/GJ(63 円/m3)の設定では全ての最適解にお

いて FCV は選択されていない．⽔素の輸送・充填に関しては実証が開始され，今後のコストダ
ウンが期待される技術分野の⼀つである．そこで輸送・充填費⽤について感度分析を⾏った結果

を Table 4-6 に⽰す．感度分析は，CO2 削減率 50%の制約条件で，EV ⽤電⼒供給および FCV
⽤⽔素供給の輸送・充填費⽤を，それぞれ 2/3, 1/3 として実施した．EV ⽤電⼒供給の輸送・充
填費⽤では 2/3 となる 20 円/kWh で EV の⽐率は 73 から 93%まで上がる．FCV ⽤⽔素供給の

輸送・充填費⽤では，1/3 となる 21 円/m3 で FCV が 32%を占める．FCV ⽤の輸送・充填費⽤
と最適⾞種構成との関係を求めた結果を Fig. 4-7 に⽰す．EV ⽤電⼒供給の輸送・充填費⽤ 30 円

/kWh に対し，⽔素供給の輸送・充填費⽤が 30 円/m3 以下を下回ると FCV が競争⼒を持つ結果
となっている(詳細な最適化出⼒は Table 0-3) 

Table 4-6 輸送・充填費⽤に関する感度分析(CO2 削減率 50%) 

 
 

   
Fig. 4-7 ⽔素の輸送・充填費⽤の影響(50%削減における⾞種構成) 

この感度分析の結果における最適設備容量，最適⾞種構成および CO2 排出について Table 4-7
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に⽰す．表には，CO2 削減率 50%で，FCV ⽤⽔素の輸送・充填費⽤を 30 円/m3 以上と 20 円/m3

の場合を⽰す．基準は CO2 削減率 0%の場合である．表の値はこれまでと同様に，最⼤電⼒需要

を 1kW とした時の相対値である．⾞種構成では，20 円/m3 となることで，FCV は合計で 34.4%
となり，EV は 71%から 29.6%へ減少する．興味深いのは ICE の⽐率が上昇している点である．

ICE, EV の輸送・充填費⽤は⼀定としているため，20 円/m3 と設定することで，FCV は ICE に
対しても有利になり，ICE の⽐率も EV と同様に下がると思われるが，⾃動⾞分野に閉じた単純
な競合関係でないことをこの結果が⽰している．FCV ⽤⽔素の輸送・充填費⽤の変化が，電⼒

分野の最適設備容量にも影響を及ぼしている．20 円/m3 となることで，⾵⼒，PV，⽔素混焼設
備が増加，蓄電池が減少している．再エネの余剰電⼒は⽔素製造により多く利⽤され，抑制量が

減少している． 

Table 4-7 ⽔素の輸送・充填費⽤の影響 

 

CO2 排出の内訳では，20 円/m3 となることで，⾃動⾞分野全体の排出量は 0.15 から 0.24t/y
へ増加している．これは ICE の増加が原因である．このような結果は，電⼒分野と⾃動⾞分野
を統合した最適化の結果であり，各因⼦は相互に複雑な因果関係となっている．正確さに⽋ける

が，次のような連鎖的な解釈が考えられる．FCV ⽤⽔素の輸送・充填費⽤の低下により，⽔素
製造の価値が向上し，より有利になった⽔素混焼設備の容量が増加する．⽔素混焼設備の容量増
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により，余剰電⼒の抑制が減少し，再エネの容量が増加する．この構成によって電⼒分野の CO2

排出は下がり，⾃動⾞分野はより少ない削減量で，全体の 50%削減が達成される．この状況で，

ICE が最⼤限選択されている． 
様々な技術の間に存在するこのような因果関係は，分野を統合した解析によって初めて明ら

かになる．本章における電⼒分野と⾃動⾞分野を統合したエネルギーモデルは，このような複雑
な関係にある多くの技術に対し，定量的解釈を与えることを可能とした．ここで⽰した⽔素の輸
送・充電費⽤が与える影響は，構築した統合モデルによる解析で初めて明らかとなった現象であ

り，統合モデルの有⽤性を⽰す結果となっている． 
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 統合モデルの課題 

本章では，セキュリティを考慮した電⼒分野と⾃動⾞分野の統合エネルギーモデルを構築し，

様々な解析を実施した．解析の中で明らかになった今後解決すべき課題について整理する． 

 ⽔素供給のモデル化 

Fig. 4-8 はを FCV の輸送・充填費⽤:20 円/m3 として，CO２削減率に対する最適化を実施し，
最適⾞種構成を抜き出したものである．CO2 削減率が 30%を超えると FCV が選択され，⽐率
は CO2 削減率 65%で最⼤値となり，その後，減少する．また，FCV が選択される領域において

⽔素混焼設備からの供給(再エネ⽔素)と改質⽔素との⽐率に変化がない．最適化⼿法として前節
(3.2.1)と同様の⼿法を⽤いているため予測が⼀切⾏われず，時間ごとに費⽤最⼩となる運転が

選択される．この設定により⽔素混焼設備からの FCV への⽔素供給は，毎⽇ 10〜16 時の時点
でタンクに残る量を最⼤とした供給となる． FCV の需要分を優先的に残し，混焼に⽤いる⽔素
を減らすような運転は考慮されない．この設定が，再エネの導⼊が進んでも改質⽔素の⽐率が下

がらない原因と考えられる．実際には，⾃動⾞燃料の需要の変動は，電⼒需要の変動に⽐べ少な
く，予測は⽐較的容易と考えられる．電⼒需要においても，昼夜や週末の需要の違いなど，現状
でもある程度の予測は可能である．より厳しい CO2 排出制約においては，これらの予測の有無

が最適設備容量や最適⾞種構成に影響すると考えられる．より現実に近い将来の想定のために，
セキュリティを考慮した電⼒分野と⾃動⾞分野の統合エネルギーモデルにおいても，需要予測

の組み込みは今後の課題である．また，海外からの CO2 フリー⽔素導⼊のための技術開発も盛
んに⾏われており，⽔素混焼および FCV の燃料としての輸⼊⽔素の選択を可能とするモデルの
改良も今後の課題である． 

 
Fig. 4-8 各 CO2 削減制約における⾞種構成(輸送・充填費⽤:20 円/m3) 

 

 複数の解の解釈 

 Table 4-8 は感度分析の過程で得られた２つの最適解を⽰す．この最適解は再エネ，エネルギ
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ー貯蔵設備，⾞種構成は異なるが，CO2 削減率 50%の制約を満たし(CO2 排出量は共に 1.27t/y)，
総費⽤も同じである(939$/y)．複数の分野を統合し，様々な技術が選択できるエネルギー構成に

おいては，このように異なる構成で，全ての制約とコスト最⼩化を満たす解が複数存在すること
が予想される．また，費⽤は僅かに⾼いが，設備構成が⼤きく異なる解が存在する場合，それら

も興味ある構成である．そのような複数の構成は，現状との変化の⼤⼩，産業への影響など，異
なる視点からの考察を可能とする．総費⽤の最⼩値から⼀定範囲内にある設備構成の中で，最適
解の設備構成と離れた構成を列挙するなどの改良を加えることで，より多くの知⾒が得られる．

「離れた構成」を数式化し，それらを収束途中の局所解に当てはめ，判断するなど，試⾏錯誤を
含む改良が必要であるが，1 円でも安い構成が１つ選ばれる現状の最適化に⽐べ，より多くの有

⽤な情報を加える．このような改良も今後の課題である． 

Table 4-8 ２つの最適解 
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 第 4 章のまとめ 

電⼒分野と⾃動⾞分野に想定される技術について，分野を超えて競争的に扱う研究は僅かで

あり，⽇本において重要なエネルギーセキュリティを考慮し，かつ分野を統合した研究はこれま
で⾒当たらなかった．そこで，電⼒と⾃動⾞を統合し，エネルギーセキュリティ費⽤を含む⽬的

関数を持つエネルギーモデルを構築した．この⼿法は，3.2.1 節のモデルを基に，⾃動⾞分野を
付加する形で拡張したものである． 

CO2 排出制約として削減率を与え費⽤最⼩となる最適電源構成と⾞種構成を求めた．30%削

減を超えると ICE から EV への転換が始まり，40%削減を超えると EV の⽐率は急激に増加す
る．この間は電⼒分野の電源構成はほとんど変化しない．電⼒の CO2 原単位が下がったこの段

階では，EV への転換が電⼒分野の削減策に⽐べ低い費⽤での CO2 削減策となり，EV への転換
が優先されたと考えられる．⾃動⾞分野を統合することで，総費⽤および限界削減費⽤の上昇が
⼤幅に緩和されることを⽰し，今後の⼤幅な CO2 削減を想定した場合，分野統合による検討の

重要性を⽰した．セキュリティ費⽤に関する検討で，その費⽤が LNG への集中により⼀旦上昇
するものの，削減が進むにつれ国産エネルギー⽐率の上昇から，減少に転じることを⽰した． 

また，⾃動⾞分野において FCV が経済合理性を持って選択されるには，輸送・充填費⽤とし

て現状の想定である 63 円/m3 から 30 円/m3 程度へのコスト削減が必要であることを⽰した．こ
の感度分析を通して，輸送・充填費⽤が電⼒分野の設備構成に影響を与え，⾃動⾞分野に閉じた

競合関係でないことを⽰したこの結果は，本章で構築した統合モデルによる解析で初めて明ら
かとなった現象であり，統合モデルの有⽤性を⽰すものとなった． 

今後の課題として，⽔素供給⽅法の改良および輸⼊⽔素の扱いが必要であること，最適解に近

い複数の異なる機器構成の存在の可能性について⾔及した． 
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第5章 結論 

 本研究の結論 

これまで定性的な議論に留まるエネルギー貯蔵技術としての⽔素と蓄電池との⽐較，および
エネルギーセキュリティの評価を課題として取り上げ，その評価のための⼿法の開発および国
内における再エネの⼤量導⼊というシナリオを例に，開発した⼿法を⽤い様々な検討を実施し

た．得られた成果を以下に要約する． 
余剰電⼒対策としての蓄電池の効果 

余剰電⼒対策として蓄電池の導⼊は，時間シフトによる余剰電⼒の利⽤によって，電⼒分野に

おける総費⽤および CO2 限界削減費⽤(MAC)の上昇を抑える．最適解から得られた充電しなが
ら放電する運転が，時間シフトによる余剰電⼒の利⽤に加え，系統制約に対する対策として，蓄

電池設置の新たな効果につながる可能性を⾒出した．検討の中で，エネルギー貯蔵技術の設備コ
ストを⼊出⼒部と貯蔵部とに分けて表記する⽅法が，リチウムイオン電池に限らず，レドックク
スフロー電池，NaS，揚⽔式，CAES においても有⽤なことを⽰した． 
エネルギー貯蔵技術としての⽔素 

国内再エネ⽔素を前提とした⽔素混焼の総合効率は 30%台と 80%を超える蓄電池の効率に⽐

べ⼤幅に低く，その価値は未知数であった．蓄電池と⽔素混焼を組み込んだエネルギーモデルを
⽤いた検討の結果，蓄電池が選択される CO2 排出制約において，⽔素混焼も最適電源構成とし
て経済合理性を持って選択され，その理由が出⼒に対する制約の違いによるものであり，⽔素に

対する⼀般的な認識である⻑時間貯蔵の優位性ではないことが⽰された．また，⼀旦，蓄電池に
貯めた電⼒を⽤いた⽔素製造など，エネルギー貯蔵設備の連携による効率的運⽤に関する新た

な知⾒が得られた． 
エネルギーセキュリティ 

セキュリティの維持に必要な備蓄⽇数をセキュリティインデックスの関数とすること，プッ

トオプション価値に簡便な近似式の有効性を提案し，エネルギーセキュリティを費⽤化するた
めの⼿法を新たに開発した．開発した⼿法から，現状および 2030 年想定の電源構成に対し，CO2

価格として$60～80/t- CO2 の時にセキュリティを含む総費⽤最⼩を与える構成であるという定量

的解釈を与えることを可能とした．また，セキュリティ上，⼀定の稼働が必要とされてきた⽯炭
⽕⼒は，CO2価格が$160/t- CO2を超える社会環境では，セキュリティ対策を含めても，総費用最

小化に寄与する可能性が低いことが示された．また，⾮線形関数の扱いのために改良を加えた⼿
法が，計算時間の短縮等，有⽤であることを⽰し，この⼿法で得られた最適電源構成から，今後
の電⼒における CO2 削減の過程において，セキュリティを考慮した最適電源構成は，より緩や

かな⽯炭⽕⼒の減少が有利であることを⽰唆した． 
これまで定性的な表現になりがちだったエネルギーセキュリティを，費⽤という⼀つの基準
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で経済性，環境性と同様に評価することを可能とする成果であるが，今後のより⼀般的な活⽤に
向け，さらなる改良と議論が望まれる． 
電⼒と⾃動⾞との統合 

電⼒分野と⾃動⾞分野に想定される技術について，分野を超えて競争的に⽐較し，最適な構成

を求めるために，電⼒分野と⾃動⾞分野を統合し，エネルギーセキュリティ費⽤を含む⽬的関数
を持つエネルギーモデルを構築し，検討を実施した．CO2 削減率として 30%以下の環境では，
⽯炭転換や再エネ導⼊など電⼒分野における削減策が優先し，30%を超えると EV への転換が始

まり，分野統合による対策が，電⼒単独の対策に⽐べ，CO2 削減費⽤の上昇を⼤幅に緩和する結
果が得られた．また，最適⾞種構成に FCV が選択されるには，輸送・充填費⽤として現状の想

定である 63 円/m3 から 30 円/m3 程度へのコスト削減が必要であることが⽰され，この値は，⽔
素の輸送やステーションでの充填に関する技術開発の⽬安となる．また，⽔素の輸送・充填費⽤
が電⼒分野の設備構成に影響を与えるなど，統合モデルによる解析で初めて明らかとなった因

果関係が⽰され，分野を統合したエネルギーモデルを⽤いた解析の有⽤性を⽰した． 

 

 今後の課題 

エネルギーセキュリティの費⽤化に関してその⼿法を提案したが，前例がなく，様々なケース

での検討，改良，議論が，評価⼿法として広くコンセンサスを得るために必要である． 
統合モデルでは，⽔素の供給⽅法，輸⼊⽔素および需要予測の考慮，HEV や PHEV などの⾞

種の拡張が，今後の課題となる．また，備蓄設備の増強に関して，備蓄量の最⼤値を制約条件と
するなどの拡張も望まれる．再エネが⼤量導⼊された環境では，発電における部分負荷効率の考
慮など，より緻密なモデルへの対応も必要になる．⼀⽅で，エネルギーモデル解析の多くが，そ

の膨⼤な決定変数・制約条件のため，実⾏者が制限され，第三者の追試が困難となるブラックボ
ックス的な性格を持つ．今後，様々な意思決定での利⽤を想定した場合，緻密さと透明性(簡便

さ)をバランスさせた⼿法の開発も重要な課題である． 
さらなる分野の統合や対象技術の数の増やしたエネルギーモデル解析では，最適解のみなら

ず最適解に近い複数の異なる構成も有⽤な情報となる．これらの存在の検証，その抽出⽅法，得

られた結果の解釈に関する研究も望まれる． 
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付録 

付録 1 結果詳細 

Table 0-1 最適化結果 2.2.2(2)  

 
  

04(g G 804( 79 (+ ((+ ( + + (+ . + ,
N V t
GP $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ .

$ . $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ . $ .
W $ (, $ $ $ $ $ $ $ $ $
231 $ /, $.(( $.(( $, $+ ( $ ) $)/ $),) $) . $( +
W $ $ $ $ + $) $).+ $ ) $ +. $ $+
k $ .) $( $(., $ $+) $,) $ / $/ $/.( $/.(
56 $ ) $ +, $ ,( $, $.,+ $ , $+ $+ $+ $+

7 $ $ $ $ .( $( $)). $+ ) $,(( $, / $ ,(
79 $ $ $ $))( $/.+ $. ($/)+ )$+/. )$/++ $+ .

7 $ $ $ $ ) $ ( $ /, $(() $) $). $( /
79 $ $ $ $ + $ ./ $ ) $ +, )$ , $( , )$(

N V t 79
GP /( /( /( /( /( /( /( /( /( /(

) ) ) ) ) ) ) ) ) )
W ((+
231 )) / ) + ) ( ( () ( (. , , + )/) /
W ( ) (
k 56 + +/ /. ( (/ + . ,( , ( (,

. (+) + .., /) ( +
L + , + , + , + , + , + , + , + , + , + ,

79
�� ) ) +., /( /+ ++ + .

, /) ) , ,,+ / ) ,
) . )) ), . ++ / ( , ,+

Ch  h
GP + $. + $. + $. + $. + $. + $. + $. + $. + $. + $.

)($/ )($/ )($/ )($/ )($/ )($/ )($/ )($/ )($/ )($/
W ,$+ $ $ $ $ $ $ $ $ $
231 / $) / $) / $) $( +.$. + $ $/ $ $ ) $+
W $ $ $ (/$. +($ ,+$+ )$( $/ . $, /)$
k $, +$ ,+$ / $. ( $ )$ , $ ( +$) (()$) (()$)
56 $, $, +($ ($( / $ ) $, $ $ $ $

$ $ $ $ $ .$ ( $) ))$ ),$ +,$+
$ $ $ $ (($/ ($( ,.$( .)$ /($ (,/$(
$ $ $ ,$ $+ ,$ .$ (.$ ) $ ( $+
$ $ $ $ $( $( $) +$+ $, +$.

Ch  h
GP ,$/ ,$/ ,$/ ,$/ ,$/ ,$/ ,$/ ,$/ ,$/ ,$/

$ $ $ $ $ $ $ $ $ $
W ,$ $ $ $ $ $ $ $ $ $
231 (,/$, (. $+ ( /$ ( .$( . $ ++$. ( $, //$+ /)$ $+
W $ $ $ $ $ $ $ $) $+ $)

C h +) + ) +,+ , ( ,,, ( /) ., . / +
79 /$ ) /$/ $), $( ($( )$) $+) +$ + ,$ /$()

O h 04( .) / ( , ) / , +() , .( ) /



113 

Table 0-2 最適化結果 4.2.1 
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Table 0-3 最適化結果 4.2.2 
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付録 2 セキュリティに関する国別の重み係数 

重み係数は World Bank の資料より𝑤# = 0.62 + (2.5 − 𝑟𝑎#)/2.61の式で重み𝑤#が 1.0〜3.0 の範

囲に⼊るようにしたものである． 

Table 0-4 セキュリティに関する国別の重み係数(1/2) 
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BELARUS 0.45 -1.24 -0.40 1.87 GREECE 0.32 0.08 0.20 1.61
BELGIUM 0.61 1.48 1.05 1.25 GRENADA 0.67 0.81 0.74 1.38
BELIZE 0.25 -0.4 -0.08 1.73 GUAM 0.47 0.31 0.39 1.53
BENIN 0.35 -0.46 -0.06 1.72 GUATEMALA -0.58 0.61 0.02 1.69
BERMUDA 0.83 1.35 1.09 1.23 GUINEA -1.91 -0.12 -1.02 2.14
BHUTAN 0.89 -0.86 0.02 1.69 GUINEA-BISSAU -0.38 -1.15 -0.77 2.03
BOLIVIA -1.02 -1.02 -1.02 2.14 GUYANA -0.56 -1.22 -0.89 2.08
BOSNIA-HERZEGOVINA -0.57 -0.19 -0.38 1.86 HAITI -1.39 -0.55 -0.97 2.12
BOTSWANA 0.96 0.52 0.74 1.38 HONDURAS -0.36 -0.89 -0.63 1.97
BRAZIL -0.12 0.19 0.04 1.68 HONG	KONG 1.09 -0.27 0.41 1.52
BRUNEI 1.22 0.83 1.03 1.26 HUNGARY 0.59 2 1.30 1.14
BULGARIA 0.39 0.75 0.57 1.45 ICELAND 1.22 1.26 1.24 1.16
BURKINA	FASO -0.11 -0.32 -0.22 1.79 INDIA -0.99 1.12 0.07 1.67
BURUNDI -1.43 -1.18 -1.31 2.26 INDONESIA -1.00 -0.21 -0.61 1.96
CAMBODIA -0.27 -0.47 -0.37 1.86 IRAN -1.06 -0.27 -0.67 1.98
CAMEROON -0.53 -0.66 -0.60 1.95 IRAQ -2.69 -1.63 -2.16 2.63
CANADA 1.03 1.66 1.35 1.12 IRELAND 1.16 -1.09 0.03 1.68
CAPE	VERDE 0.85 -0.02 0.42 1.52 ISRAEL -1.39 1.91 0.26 1.59
CAYMAN	ISLANDS 1.19 1.1 1.15 1.20 ITALY 0.41 1.2 0.81 1.35
CENTRAL	AFRICAN	REPUBLIC -1.77 -1.28 -1.53 2.35 JAMAICA -0.27 0.95 0.34 1.55
CHAD -1.92 -1.26 -1.59 2.38 JAPAN 0.94 0.36 0.65 1.42
CHILE 0.56 1.58 1.07 1.24 JORDAN -0.32 1.23 0.46 1.50
CHINA -0.32 -0.22 -0.27 1.81 KAZAKHSTAN 0.51 0.34 0.43 1.51
COLOMBIA -1.66 0.24 -0.71 2.00 KENYA -1.25 -0.37 -0.81 2.05
COMOROS -1.01 -1.51 -1.26 2.24 KIRIBATI 1.40 -0.07 0.67 1.41
CONGO -0.61 -1.19 -0.90 2.09 KOREA,	NORTH 0.35 -1.22 -0.44 1.89
CONGO,	DEM.	REP. -2.34 -1.43 -1.89 2.51 KOREA,	SOUTH 0.41 -2.28 -0.94 2.10
COTE	D'IVOIRE -1.91 0.47 -0.72 2.01 KUWAIT 0.45 0.73 0.59 1.44
CROATIA 0.57 -0.93 -0.18 1.78 KYRGYZSTAN -0.68 0.04 -0.32 1.84
CUBA 0.04 0.5 0.27 1.58 LAOS -0.01 -0.32 -0.17 1.77
CYPRUS 0.52 -1.59 -0.54 1.93 LATVIA 0.40 -1.25 -0.43 1.88
CZECH	REPUBLIC 0.93 1.25 1.09 1.23 LEBANON -1.94 1.07 -0.44 1.89
DENMARK 1.00 1.09 1.05 1.25 LESOTHO -0.03 -0.2 -0.12 1.75
DJIBOUTI -0.13 1.86 0.87 1.32 LIBERIA -0.99 -0.63 -0.81 2.05
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Table 0-5 セキュリティに関する国別の重み係数(2/2) 
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LIBYA 0.48 -1.32 -0.42 1.88 SAO	TOME	AND	PRINCIPE 0.29 -0.72 -0.22 1.79
LIECHTENSTEIN 1.40 -0.93 0.24 1.60 SAUDI	ARABIA -0.39 0.17 -0.11 1.75
LITHUANIA 0.73 1.35 1.04 1.25 SENEGAL -0.16 -0.29 -0.23 1.79
LUXEMBOURG 1.52 1.14 1.33 1.12 SERBIA -0.50 -0.21 -0.36 1.85
MACAO 0.46 1.71 1.09 1.23 SEYCHELLES 0.91 -0.65 0.13 1.64
MACEDONIA -0.31 1 0.35 1.55 SIERRA	LEONE -0.23 -0.86 -0.55 1.93
MADAGASCAR -0.42 0.21 -0.11 1.74 SINGAPORE 1.33 1.92 1.63 1.00
MALAWI 0.05 -0.33 -0.14 1.76 SLOVAKIA 0.92 1.14 1.03 1.25
MALAYSIA 0.13 -0.39 -0.13 1.75 SLOVENIA 1.07 0.81 0.94 1.29
MALDIVES -0.10 0.27 0.09 1.66 SOLOMON	ISLANDS 0.12 -1.31 -0.60 1.95
MALI -0.21 -0.42 -0.32 1.83 SOMALIA -3.28 -2.77 -3.03 3.00
MALTA 1.30 -0.33 0.49 1.49 SOUTH	AFRICA -0.04 0.63 0.30 1.57
MARSHALL	ISLANDS 1.18 1.17 1.18 1.19 SPAIN -0.03 1.27 0.62 1.43
MARTINIQUE 0.64 -0.68 -0.02 1.71 SRI	LANKA -2.04 -0.28 -1.16 2.20
MAURITANIA -0.93 0.85 -0.04 1.71 ST.	KITTS	AND	NEVIS 0.85 0.5 0.68 1.41
MAURITIUS 0.84 -0.59 0.13 1.64 ST.	LUCIA 0.66 0.4 0.53 1.47
MEXICO -0.62 0.95 0.17 1.63 ST.	VINCENT	AND	THE	GRENADINES0.81 0.4 0.61 1.44
MICRONESIA 1.16 0.45 0.81 1.35 SUDAN -2.44 -1.36 -1.90 2.52
MOLDOVA -0.38 -0.63 -0.51 1.92 SURINAME 0.15 -0.67 -0.26 1.81
MONACO 1.12 -0.2 0.46 1.50 SWAZILAND 0.22 -0.57 -0.18 1.77
MONGOLIA 0.35 -0.29 0.03 1.68 SWEDEN 1.13 1.68 1.41 1.09
MONTENEGRO 0.59 -0.05 0.27 1.58 SWITZERLAND 1.23 1.66 1.45 1.07
MOROCCO -0.47 -0.03 -0.25 1.81 SYRIA -0.56 -1.17 -0.87 2.07
MOZAMBIQUE 0.29 -0.47 -0.09 1.74 TAIWAN 0.72 1.07 0.90 1.31
MYANMAR -1.56 -2.24 -1.90 2.52 TAJIKISTAN -0.74 -0.97 -0.86 2.07
NAMIBIA 0.96 0.13 0.55 1.46 TANZANIA 0.01 -0.39 -0.19 1.78
NAURU 1.18 -0.91 0.14 1.64 THAILAND -1.19 0.26 -0.47 1.90
NEPAL -1.69 -0.66 -1.18 2.20 TIMOR-LESTE -1.13 -1.4 -1.27 2.24
NETHERLANDS 0.95 1.75 1.35 1.12 TOGO -0.10 -1.05 -0.58 1.95
NETHERLANDS	ANTILLES 1.19 0.85 1.02 1.26 TONGA 0.21 -0.75 -0.27 1.81
NEW	CALEDONIA -0.05 -0.06 -0.06 1.72 TRINIDAD	AND	TOBAGO 0.08 0.62 0.35 1.55
NEW	ZEALAND 1.16 1.72 1.44 1.08 TUNISIA 0.29 0.11 0.20 1.61
NICARAGUA -0.39 -0.36 -0.38 1.86 TURKEY -0.73 0.22 -0.26 1.81
NIGER -0.75 -0.52 -0.64 1.97 TURKMENISTAN 0.23 -2.03 -0.90 2.09
NIGERIA -2.01 -0.62 -1.32 2.26 TUVALU 1.40 -1.16 0.12 1.65
NORWAY 1.33 1.34 1.34 1.12 UGANDA -0.88 -0.08 -0.48 1.90
OMAN 0.95 0.65 0.80 1.35 UKRAINE -0.01 -0.39 -0.20 1.78
PAKISTAN -2.61 -0.47 -1.54 2.36 UNITED	ARAB	EMIRATES 0.74 0.58 0.66 1.41
PANAMA 0.11 0.63 0.37 1.54 UNITED	KINGDOM 0.56 1.79 1.18 1.19
PAPUA	NEW	GUINEA -0.55 -0.59 -0.57 1.94 UNITED	STATES 0.59 1.58 1.09 1.23
PARAGUAY -0.63 -0.49 -0.56 1.94 URUGUAY 0.83 0.08 0.46 1.50
PERU -0.84 0.33 -0.26 1.81 UZBEKISTAN -0.91 -1.41 -1.16 2.20
PHILIPPINES -1.41 -0.05 -0.73 2.01 VANUATU 1.30 -0.76 0.27 1.58
POLAND 0.79 0.77 0.78 1.36 VENEZUELA -1.23 -1.44 -1.34 2.27
PORTUGAL 1.05 1.12 1.09 1.23 VIETNAM 0.32 -0.53 -0.11 1.74
PUERTO	RICO 0.49 1.02 0.76 1.37 VIRGIN	ISLANDS	(U.S.) 0.62 0.61 0.62 1.43
QATAR 1.01 0.66 0.84 1.34 WEST	BANK	GAZA -1.76 -1.12 -1.44 2.32
REUNION 0.47 1.1 0.79 1.36 YEMEN -1.89 -0.7 -1.30 2.26
ROMANIA 0.30 0.53 0.42 1.52 ZAMBIA 0.29 -0.33 -0.02 1.71
RUSSIA -0.62 -0.56 -0.59 1.95 ZIMBABWE -1.56 -2.18 -1.87 2.50
RWANDA -0.14 -0.49 -0.32 1.83
SAMOA 1.11 -0.43 0.34 1.55
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付録 3 コーディング 

2.2 節で⽤いた LP のコードは Python で記述し，⼊出⼒を含め 1000 ⾏程度のコードである．

以下はその中からモデリングに関わる変数宣⾔，制約条件，⽬的関数の記述を抜き出したもので
ある． 

 
em = LpProblem() 
# 変数宣言 
xg = LpVariable.dicts('xg', Rgen, 0) 
xr = LpVariable.dicts('xr', Rren, 0) 
xsbio = LpVariable.dicts('xsbio', Rstr, 0) 
xsbst = LpVariable.dicts('xsbst', Rstr, 0) 
xshio = LpVariable.dicts('xshio', Rhyd, 0) 
xshst = LpVariable.dicts('xshst', Rhyd, 0) 
yg = LpVariable.dicts('yg', (Rgen, RYR), 0) 
yrd = LpVariable.dicts('yrd', (Rren, RYR), 0)  
yrc = LpVariable.dicts('yrc', (Rren, RYR), 0)  
y0 = LpVariable.dicts('y0', (Rren, RYR), 0) 
ys = LpVariable.dicts('ys', (Rstr, RYR),0) 
zs = LpVariable.dicts('zs', (Rstr, RYR),0) 
zh = LpVariable.dicts('zh', (Rhyd, RYR),0) 
ss = LpVariable.dicts('ss', (Rstr, RYR),0) 
sh = LpVariable.dicts('sh', (Rhyd, RYR),0) 
oh = LpVariable.dicts('oh', (Rhyd, RYR),0) 
qg = LpVariable.dicts('qg', (Rgen, RYR), 0) 
 
# 同時同量 
for i in RYR: 
    em += GEF*lpSum(yg[j][i] for j in Rgen) + GEF*lpSum(ys[j][i] for j in Rstr) ∖ 

GEF*lpSum(yrd[j][i] for j in Rren) ∖ 
    == DM0[i] + lpSum(zs[j][i] for j in Rstr) + lpSum(zh[j][i] for j in Rhyd) 
# 再エネ 
for j in Rren: 
    for i in RYR: 
        em += y0[j][i] == xr[j]*REN0[j][i] 
        em += yrd[j][i] + yrc[j][i] == y0[j][i] 
    em += xr[j] <= POTr[j] 
# 同期発電機 
if Rsysc > .001: 
    for i in RYR: 
        em += Rsysc*lpSum(SYNg[j]*yg[j][i] for j in Rgen) >= yrd[1][i] 
        #em += Rsysc*(lpSum(SYNg[j]*yg[j][i] for j in Rgen) + yrd[0][i]) >= yrd[1][i] 
# 供給予備力 
maxdm = np.max(DM0) 
if rsv > .001: 
    em += lpSum(xg[j] for j in Rgen) >= (1.+rsv)*maxdm 
# 発電機 
for j in Rgen: 
    if VARg[j] =='Fix. X, Y': #設置容量＆発電量固定 
        em += xg[j] == fXg[j] 
        for i in RYR: 
            em += yg[j][i] == fYg[j] 
    else: 
        for i in RYR: 
            em += yg[j][i] <= xg[j] #設備容量 
            em += yg[j][i] >= xg[j]*MINg[j] #最低稼働 
        if VARg[j] == 'Fix. X': #設置容量固定 
            em += xg[j] == fXg[j] 
        if VARg[j] == 'Min. X': 
            em += xg[j] >= fXg[j] #最小設置設置指定 
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        if f_resp : #Responce対応 2018.4.30z B 
            for i in range(1,NYR): 
                em += yg[j][i]-yg[j][i-1] <= RESg[j]*xg[j] 
                em += yg[j][i-1]-yg[j][i] <= RESg[j]*xg[j] 
            em += yg[j][0]-yg[j][NYRm] <= RESg[j]*xg[j] 
            em += yg[j][NYRm]-yg[j][0] <= RESg[j]*xg[j] 
 
# 蓄電池 
for j in Rstr: 
    for i in RYR: 
        em += ys[j][i] <= xsbio[j] 
        em += zs[j][i] <= xsbio[j] 
        em += ss[j][i] <= xsbst[j] 
    for i in range(1,NYR): 
        em += ys[j][i] <= ss[j][i-1]*LOSs[j]*EFLs[j] 
        em += zs[j][i] <= (xsbst[j]-ss[j][i-1]*LOSs[j])*iEFLs[j] 
        em += ss[j][i] == ss[j][i-1]*LOSs[j]+EFLs[j]*zs[j][i]-iEFLs[j]*ys[j][i] 
    em += ys[j][0] <= ss[j][NYRm]*LOSs[j]*EFLs[j] 
    em += zs[j][0] <= (xsbst[j]-ss[j][NYRm]*LOSs[j])*iEFLs[j] 
    em += ss[j][0] == ss[j][NYRm]*LOSs[j]+EFLs[j]*zs[j][0]-iEFLs[j]*ys[j][0] 
 
# 水素製造 
for j in Rhyd: 
    for i in RYR: 
        em += zh[j][i] <= xshio[j] 
        em += sh[j][i] <= xshst[j] 
        em += oh[j][i] <= HMXg[CFtoh[j]]*yg[CFtoh[j]][i]*iEFLg[CFtoh[j]] 
    for i in range(1,NYR): 
        em += oh[j][i] <= sh[j][i-1]*LOSh[j] 
        em += zh[j][i] <= (xshst[j]-sh[j][i-1]*LOSh[j] + oh[j][i])*iEFLh[j] 
        em += sh[j][i] == sh[j][i-1]*LOSh[j]+EFLh[j]*zh[j][i]-oh[j][i] 
    em += oh[j][0] <= sh[j][NYRm]*LOSh[j]  
    em += zh[j][0] <= (xshst[j]-sh[j][NYRm]*LOSh[j] + oh[j][0])*iEFLh[j] 
    em += sh[j][0] == sh[j][NYRm]*LOSh[j]+EFLh[j]*zh[j][0]-oh[j][0] 
 
# 水素混焼 
for j in Rgen: 
    for i in RYR: 
        if j in CFtoh: 
            for k in range(len(CFtoh)): 
                if j == CFtoh[k]: 
                    em += qg[j][i] == yg[j][i]*iEFLg[j] - oh[k][i] 
        else: 
            em += qg[j][i] == yg[j][i]*iEFLg[j] 
 
# CO２制約 
em += lpSum(lpSum(qg[j][i] for i in RYR)*COg[j] for j in Rgen) == DM0sum*COE, name = '_CO2') 
 
# 目的関数 
em += lpSum(xg[j]*CCg[j] for j in Rgen) ∖ 
    + lpSum(xr[j]*CCrcn[j] for j in Rren)   ∖ 
    + lpSum((xsbio[j]*CCsio[j] + xsbst[j]*CCsst[j]) for j in Rstr) ∖ 
    + lpSum((xshio[j]*CChio[j] + xshst[j]*CChst[j]) for j in Rhyd) ∖ 
    + cYear*lpSum(CFg[j]*lpSum(qg[j][i] for i in RYR) for j in Rgen) 
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3.2 節の⾮線形最適化は，Python の⽂法による記述に加え，制約条件に⽭盾がないように，そ
の記述の順序も重要になる．コーディングの⼀部として，⽬的関数の値を計算するために，制約

条件から内⽣的に各変数を決定してく過程を⽰す． 
再エネの発電量は PV，⾵⼒それぞれの単位設置量あたりの発電量pPV0, pWF0に設置量x[12], 

x[13]を乗じて求められるが，プログラムでは 1,2 ⾏に相当し，プログラムではそれらの合計を
pPV として再定義いている(2 ⾏⽬)．Python では配列変数の配列を省略した場合，全ての要素
ごとに演算が実施されるため，1 ⾏⽬は pWF0[0〜8759]の全ての要素に対して x[13]を乗じた

ものが pWF に格納される．(配列のインデックスは 0 から始まる)． 4 ⾏⽬は再エネに占める⾵
⼒の⽐率を rWF に代⼊．3 ⾏⽬は 0 での除算を避けるための処理． 

01    pWF = x[13]*pWF0 

02    pPV = x[12]*pPV0 + pWF 

03    idx = np.where(pPV > 0) 

04    rWF[idx] = pWF[idx]/pPV[idx] 

５⾏⽬は原⼦⼒，⽔⼒，⽕⼒の最低稼働の合計を rTHmin に代⼊している． 

05    rTHmin = xATM*minATM + xWTR*minWTR + x[7]*min[7] + x[8]*min[8] + x[9]*min[9] 

６⾏⽬は慣性⼒確保のために最低必要な稼働を pImin に，DM0 は電⼒需要． ５⾏で求めた⽕⼒
の最低稼働 rTHmin と慣性⼒確保に必要な pImin を全ての時間で⽐較し，⼤きい⽅を，pImin

に 6 ⾏で代⼊している．pImin に格納されている各時間の値が，原⼦⼒，⽔⼒，⽕⼒が最低限稼
働した場合の電⼒を意味し，電⼒需要 DM0 から pImin を減じた値が，再エネの受け⼊れ可能量
となる(10 ⾏⽬)．再エネが，この値以上の場合，余剰となる． 

06   pImin = DM0 * (1. - rWF) / (1. -rWF + rI) 

07   idxT = np.where(pImin < rTHmin)  

08   pImin[idxT] = rTHmim 

09   pPVn = copy(pPV) 

10   pPVn[idx] = DM0[idx] - pImin[idx] 

ここまでのステップで再エネを直接受け⼊れ可能な量 pPVn を求めているが，この間のステップ
では前述の下記制約条件にしたがっている． 

𝑥% ∙ 𝑀𝐼𝑁% ≤ 𝑦%,# ≤ 𝑥% (6) 
𝑦*,,# + 𝑦*1,# + 𝑐𝑢# = 𝑥*,𝑃𝑉# + 𝑥*1𝑊𝑇#		 (11) 

𝑟p=𝑦%,#

**

%?B

> 𝑦*,,# − 𝑧*,# (12) 

このような⼿順で全ての変数を決定する．全変数を決定する部分は 150 ⾏程度である． 

最適化の実⾏は scipy に実装されている basinhopping 関数を呼ぶことで実⾏される．
minimizer_kwargs で最適化の条件を規定している．cons2 は制約条件を記述した関数，

'SLSQP'は Sequential Least Squares Programming と呼ばれる⾮線形の最適化⽅法を指定，
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'maxiter'は収束計算の最⼤繰り返し数，'ftol'は許容誤差を意味する． f2t は⽬的関数であ
るが，上記のコードを含む複数のステップを有する関数で，x が決定変数を意味する． 

01  minimizer_kwargs = dict(constraints=cons2, method='SLSQP', 

                options={'maxiter': iloc, 'ftol': 1e-05}) 

02  hresult = basinhopping(f2t, x0=x, T=bhT, disp=True, interval=istep, callback=cback 

                , minimizer_kwargs=minimizer_kwargs, niter=ihop) 

 
 


